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序章　一本研究の目的と構成-

本研究の目的は､ 1998　年　9　月に国際会計基準審議会(International

Accounting Standards Board:以下｢IASB｣という)の前身である国際会計基

準委員会(Intemational Accounting Standards Committee､以下｢IASC｣とい

ラ)から公表された､現行の引当金会計を規定する国際会計基準書第37号｢引

当金､偶発負債及び偶発資産｣ (ZDtematl'oDal Accountl'ng Standard No.37

Lrpl･OVl'sl'0173. Contl'Dgent, Ll'abl'll'tl'es and CoDtl'DgeHt Assets" (以下､ ｢IAS

第37号(1998)｣という)について､ 2005年6月にその改訂案であるIAS第37

号改訂案(以下､ ｢IAS第37号改訂案(2005)｣という)､いわゆる｢非金融負債

会計(non-financiaト1iability accounts)｣の問題点を､蓋然性要件の取扱

いを中心に取り上げ､それに対する考察や試案の検討を行うものである｡

まずIAS第37号改訂案(2005)に先立ち基準化された､非金融負債のひとつで

ある資産除去債務について検討を行った｡その会計処理として｢資産負債の両

建処理｣を採用したことから様々な問題点を抱えていることを指摘し､それを

解消するためには､ IAS第37号(1998)の引当金の考え方を取り入れた引当金処

理の採用再論(本稿でいう非金融負債処理)が検討できることを示した｡

次にIAS第37号改訂案(2005)において示された｢蓋然性要件の削除｣を再考

することが必要である論拠を示した｡ ｢蓋然性要件の削除｣は､すでに公表され

ている会計基準などとの矛盾を生じさせない点において必然的であるが､潮定

の信頼性や待機債務の考え方を取り入れることなど様々な問題点を抱えている｡

それらを踏まえて蓋然性要件の削除の再検討に関する方向性を示した0

また環境負債の多くが非金融負債に含まれることなどから､今後の負債全体

の認識範囲についての方向性を示したうえで､非金融負債の会計処理が今後ど

うあるべきかを論じた｡

さらに個々の基準の問題点だけでなく｢概念フレームワークとの整合性｣の

観点からも検討を行った｡

現在の会計基準作成はピースミール方式により帰納法的に個々の会計基準が

作成されており､そののち､中長期に概念フレームワークの作成が徐々に行わ

れる見込みである｡我が国の場合､ 2004年に開始されたIASBおよび米国の財

1
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務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board:以下｢FASB｣とい

ラ)の概念フレームワーク共同プロジェクト1 (Financial Accounting

Standards Board and lntemational Accounting Standards Board. Conceptual

Fram帥Ork:以下､ ｢IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクト｣という)

の進行を待つことになるため､なおさらである｡

そこで我が国においても､ IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクト

と並行して､企業会計原則を含む概念フレームワークの再構築として財務諸表

の構成要素など重要な項目について早急に審議されることの必要性に触れた｡

最後に､今後我が国で検討される　2009年　9　月に企業会計基準委員会2

(Accounting Standards Board of Japan: ASBJ)により公表された｢引当金に

関する論点の整理｣において､非金融負債会計に必要な議論は何かを示し､蓋

然性要件の削除の再検討について総括を行った｡

1 IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトの目的は､原則主義で内

的に整合し国際的にコンバージェンスされた将来の会計基準の健全な基

礎を作り上げることである｡新しいフレームワークは､ IASBとFASBのフ

レームワークを基礎に作成されている｡

このプロジェクトは､大きく8つのフェーズに分かれている｡主に本稿に

関連するプロジェクトは､フェーズAの｢財務報告の目的と特徴｣､フェー

ズBの｢構成要素および認識｣およびフェーズCの｢謝定｣である｡

2012年9月末現在の進行状況は､フェーズAの｢財務報告の目的と特徴｣

およびフェーズDの｢報告事業体の概念｣について改訂を終え､ IASB･FASB

それぞれが現行フレームワークとの差し替えを行っている｡

また､フェーズBの｢構成要素および認識｣およびフェーズCの｢測定｣

に関しては､審議が休止されている｡

2　企業会計基準委員会は､ 2001年7月26日に財団法人財務会計基準機構に

おいて国際的な会計基準との収数を含めた会計基準の審議･設定等を行う

常設の民間団体として設置された｡

また2003年の｢企業結合に係る会計基準｣以前は､政府(金融庁)の設

置機関である企業会計審議会が､会計基準の設定の役割を担っていた｡

2
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本研究の構成は､以下のとおりである｡

まずは第1章において日本､米国､ IASBそれぞれの非金融負債会計の変遷を

辿る｡

次に第2章においてⅠAS第37号(1998)およびIAS第37号改訂案(2005)の比

較などにより､ ｢非金融負債｣とは何かを､従来の｢引当金｣との異同を示すこ

とにより明らかにする｡

そののち第3章において､引当金から非金融負債-の大きな転換点となった

資産除去債務に関する会計基準に関して､日本および米国における導入に至る

経緯､導入時の議論､導入後の問題点などを明らかにし､会計処理に関する考

察を行う｡

さらに第4章･第5章において現在検討されている｢非金融負債会計｣ (IAS

第37号改訂案(2005)など)における｢蓋然性要件の削除｣を中心に考察を行う｡

第4章においては､日本､米国､ IASBそれぞれの非金融負債会計における蓋

然性要件の変遷を辿る｡特にそれぞれの現在における蓋然性要件の象徴である､

企業会計原則､ SFAS第5号､ IAS第37号(1998)について考察を行い､最後に比

較を行う｡

さらに環境負債の観点からも､関連する環境会計の変遷について取り上げ､

認識に蓋然性要件が含まれるものとそうでないものが混在している現況を浮き

彫りにする｡

引き続き第5章において｢蓋然性要件の削除｣について深く考察を加える｡

まずは､ IAS第37号改訂案(2005)の引当金の認識要件において｢蓋然性要件

の削除｣が示され､それと歩調を合わすようにIASB･FASB概念フレームワーク

共同プロジェクトにおいて､負債の定義として｢現在の債務｣を重視する方向

性であることを指摘した｡

そののち､ ｢蓋然性要件の削除｣による認識の変化が､ ｢経営者の窓意性の排

除｣ ｢信頼ある測定｣にどのような影響を与えたのかを検討するo　さらに蓋然性

要件の削除と合わせて提案された｢待機債務｣という考え方が､どのような矛

盾点を抱え､議論の中で変容していったかを観察する｡

また蓋然性要件の削除に派生して起こる｢負債の認識範囲の拡大｣および｢非

金融負債と非金融資産の対称性｣の論点も取り上げ､それらを今後の方向性も

3



踏まえ検討を行う｡

最後に第6章において非金融負債会計の構築と課題として､我が国の｢引当

金に関する論点の整理｣においては､非金融負債の本質を踏まえた議論が必要

であり､どのような会計観に基づき基準を作成していくべきか､また｢概念フ

レームワークとの整合性｣の観点からも提案を行う｡

まとめとして｢蓋然性要件の削除｣の再検討の必要性を示し､それが今後の

会計基準等の策定にどのような方向性を示すものなのか論じる｡

4



第1章　非金融負債会計の変遷

一日本･米国･IASBの引当金会計-

はじめに

本章では､日本､米国､ IASB (またはIASC)における非金融負債会計の変遷

として､それぞれ引当金会計の変遷を辿ることにする｡

1　日本

最初に､我が国の引当金会計の変遷を4つの時期に区分して､それぞれの時

代に引当金と対時された項目およびそれぞれの時期の引当金を巡る議論を紹介

する｡

1. 1　企業会計原則注解18設定前

一引当金と積立金･準備金-

我が国の引当金概念の形成は､明治後期に､当時｢積立金｣の名のもと､現

在でいう引当金･積立金･準備金などが混同されていたことから｢損失の填補

を示す積立金｣と｢留保利益を示す積立金｣に区分することが提唱されたこと

による｡つまり費用性の引当金と利益留保の積立金･準備金に区分しようとし

たことが引当金概念の始まりである｡

その後大正に入り｢引当金｣という用語が文献において初めて用いられ､そ

れまで引当金と区別なく用いられてきた積立金と準備金との異同が活発に論じ

られるようになった｡具体的には､ 1910年(明治43年)に吉田良三が『会計

学』の中で提唱したものであり､その後1922年(大正11年)に太田哲三が『会

計学綱要』の中で｢引当金｣という用語を初めて用い､積立金と準備金の区別

を力説したことを指す3｡

3　熊谷(1993,pp,102-106.)

5
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また実際に｢引当金｣という用語で公表されるきっかけとなったのは､ 1927

午(昭和2年)の金融恐慌に際し､財務諸表制度化の流れにより､商工省産業

合理局の諮問機関である財務管理委員会によって1930年(昭和5年)商工省

臨時産業合理局による会計草案が作成されたことである｡

この会計草案の(5)は､引当金について｢引当勘定には､前記積立金と本質を

異とし､主として損失に課して留保せらるるものなり｡此種の項目に対しては

従来準備金なる語が用ひられしも､利益留保の積立金と同視さるる倶あるを以

って､かく別種の名称を用ひたり｣と規定している｡

また積立金および準備金については｢純益留保の項目は従来準備金､積立金

等の名称が混用せらるる所なるも純益留保の旨を明確ならしむる必要上ここは

名称を積立金と統一せり｣と規定している.

つまり､主として損失から生じる引当金と利益留保の積立金･準備金との区

別を明確にし､積立金と準備金については積立金に統一することが提案されて

いる｡

この会計草案を基に公表されたものが､ 1934年(昭和9年)の商工省｢財務

諸表準則｣である｡

財務諸表準則〔貸借対照表原則　第12　引当勘定〕 83は､引当金について

｢引当勘定は特定の損失に対する準備にして､其の金額が当該会計年度に属し､

その金額が見積りに依って定められたるものを示す｡利益の留保､寄附金の受

納等に依りて特殊の基金又は資金を設けたるときは､引当勘定に準じて之を処

理すべし｣と規定している｡

また同　84では引当勘定を｢(イ)特定せる資産の減価｣ ｢(ロ)特定の損費｣

｢(ハ)特殊の危険に困る損害｣の3つに区分している｡

この財務諸表準則の特徴として､引当金の3つの性質(特定の損失に対する

準備､その負担が当期に属し､その金額が見積による)を明確にしたこと､さ

らに同84により引当金をその損失の生じた性質別に現在の分類に近い｢評価

性引当金｣ ｢負債性引当金｣ ｢特定引当金｣に区分したことが挙げられる4｡

また同〔貸借対照表原則　第1総説〕 6により､負債は長期負債､短期負

4　山下(2000,p,133.)
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俵､引当勘定､雑勘定の4つに区分され､引当勘定は独立した負債の中のひと

つの項目を構成している｡

その後引当金は大きな変化を見せなかった1940年(昭和15年)の陸軍省

準則､ 1941年(昭和16年)の企画院準則草案を経て､第2次世界大戦後の

1949年(昭和　24年)に経済安定本部に設置された企業会計制度対策調査会

から中間報告として｢企業会計原則J　および｢財務諸表準則｣が公表された｡

そして中間報告に修正を加えたものが､ 1954年(昭和29年)の｢企業会

計原則｣である｡

このように､第2次世界大戦後の企業会計原則設定まで､引当金は積立金や

準備金などと対･峠され､負債と資本の区分を論点とする議論がなされた｡

それは､会計主体論として企業実体説と資本主説､つまり会計上の期間費用

と利益処分の相違に関する議論であり､それに派生する利益平準化効果の有無､

また税法上の損金算入の有無などが論点であった｡

1. 2　企業会計原則注解18設定以後

一引当金と偶発負債-

1949年(昭和24年)に企業会計制度対策調査会により報告された｢企業会

計原則｣ (中間報告)は､ 1954年(昭和29年)に公表された｡

その貸借対照表原則三(-)において引当金は以下のように示されているo

A.受取手形及び売掛金に対する貸倒引当金は､それぞれ受取手形及び売掛

金から控除する形式で､これを記載する｡

B.有形固定資産に対する減価償却は､一定の償却方法によって耐用期間の

全期間に亘って行ない､減価償却額は､減価償却引当金としてその累計

額を固定資産の取得原価から控除する形式で記載する｡

これは貸借対照表の貸方の側から引当金を分類しているにすぎず､その性格

について明確な規定がない｡これは公表に先立ち連合国軍最高司令官より公表

された｢工業会社及ビ商事会社ノ財務諸表作成二関スル指示書｣を踏襲したた
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めであると考えられる5｡

この指示書は､米国の会計原則書(ThomasHSanders,HenryR. Hatfieldand

u,紙oore, A StatemeIIt OfAccoLlntl'ng PFl'DCl'ples, AIA, 1938, :以下､ ｢SH放

会計原則6｣という)の影響を受けている7｡

｢企業会計原則｣はその後､ 1963年(昭和38年)､ 1974年(昭和49年)､

そして1982年(昭和57年)に改訂を重ねて､現在に至る｡

その改訂の変遷を辿れば､まず1963年(昭和38年)の改訂は､前年の商法

改正に伴い､いわゆる商法第287条の2の引当金が設定されたことによるo

! ) 第287条ノ　2　特定ノ支出又ハ損失二備フル為二引当金ヲ貸借対照表ノ負

債ノ部二計上スルトキハ其ノ目的ヲ貸借対照表二於テ明カニスルコトヲ要

ス

この改訂により､引当金は見越計上され借方科目として費用が計上されたの

ち､評価性引当金と負債性引当金に区分されることになり､そのうち評価性引

当金には減価償∵却引当金や貸倒引当金など商法上の引当金ではないものが該当

する｡

一方負債性引当金は債務たる引当金と債務でない引当金(例えば､修繕引当

金､役員退職慰労引当金､商法第287条の2の引当金など)に区分される｡こ

の債務でない引当金は､広義説を採れば､利益留保性引当金を含むため大きな

問題となった｡

例えば太田(1961,pp.3-12.)は､商法第287条の2の引当金の規定による引

当金概念の混乱を懸念し､評価性引当金を｢控除金｣､負債性引当金を｢未払金｣

5　山下(2000,pp.140-143.)

6　このSHM会計原則は､当時の文献､判例及び会社報告書等から会計慣行を整

理したもので､一般原則､損益計算書原則､貸借対照表原則､連結財務諸表

原則の4部から成り立っており､一般原則は､資本と利益との区分の原則､

保守主義､財務諸表の形式と用語を取り上げている｡

7　同上(2000,pp.140-143,)
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または｢留保金｣､商法第287条の2の引当金を｢引当金｣と区分することな

どを提言している｡

この後1974年(昭和　49年)には､評価性引当金が再び企業会計原則注解

17に補足され､注解18には負債性引当金について今日の企業会計原則注解18

に近いものが示されたが､商法第287条の2の引当金はそのままであった｡

大きな変化をみせたのは､ 1982年(昭和57年)の改訂である｡

この改訂が､現在の企業会計原則として継続しているものであり､この改訂

により商法第287条の2の引当金から利益留保性引当金は除外され､減価償却

引当金も減価償却累計額として引当金から除外されたことが大きな特徴である｡

ここまで企業会計原則の改訂を中心に見てきたが､その他にこの期間の引当

金を巡る論点として､収益費用中心観に立脚する引当金の計上根拠を巡る議論

及び引当金と偶発負債の対時がなされたことが挙げられよう｡

すなわち､発生主義では説明できない引当金の計上根拠を､まず費用収益対

応の原則に求めた8｡未消費ないし未発生の費用であるがそのうち当期の収益

に対応するものについては当期に費用として計上するという考え方である｡し

かしそれでも､未発生の費用まで引当金に含めることに異論が残り､新たに費

用発生原因主義という､発生原因を事実の発生から原因の発生と考える､発生

主義の拡大解釈に答えを求めることとなった｡現在の引当金会計が容認されて

いる理論の後ろ盾はこの考え方によるものである9｡

その結果､引当金と偶発負債の区分が詩論されることとなり､蓋然性要件と

いう事象の発生確率によりどころを求め､関連する取引事象を計上･否計上･

注記による開示に分類したのである｡

いずれにせよ､この時期までの引当金は収益費用中心観のもと考えられてい

るため､引当金の本質を一義的に決めるものは借方項目の費用であり､測定方

法の暖昧さもあり､経営者の判断に委ねられるところが多かった｡

8　費用収益対応の原則は､中村(1982,p,119.)などにより主張された0

9　費用発生原因主義は､黒滞(1976,p.142,)　などにより主張された｡
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1. 3　資産除去債務に関する会計基準

一引当金処理と資産負債の両建処理-

)

2008年3月に企業会計基準委員会より公表された｢資産除去債務に関する会

計基準｣ (以下､ ｢資産除去債務会計基準｣という)は､我が国で初めての環境

負債を個別に規定する会計基準である｡

この基準は､ FASBが2001年6月に公表した財務会計基準書第143号｢資

産除去債務の会計処理｣ ( Statemez2t Of Fl'BaL2Cl'al AccouBtl'Bg StaBdarde

No.143"AccoLtDtl'Bg fol･ AeGet Retl'peL22eBt Obll'gatl'oDG" :以下｢ SFAS第143

号｣という)をモデルとして作成された｡

その資産除去債務会計基準が示した会計処理において､同様の取引事象とし

て､従来から用いられた引当金処理に代わり､資産負債の両建処理が採用され

た｡このことは資産負債中心観に立脚した会計基準の一連の潮流､すなわち貸

方科目の負債性を重視するものと捉えられるだけでなく､｢従来の引当金｣の枠

組みを解体し､非金融負債-の変容を促す大きな転換点となった｡

この資産除去債務の会計処理に関する問題､すなわち資産負債の両建処理と

引当金処理の対峠に関しては､非金融負債の問題点のひとつとして詳細に第3

章で取り上げることにする｡

1. 4　引当金に関する論点の整理

一引当金と非金融負債-

2005年6月に公表されたIAS第37号改訂案(2005)において､企業会計原則

設定後に対峠してきた引当金と偶発負債の区分は解消され､引当金は新たな局

面を迎えることとなる｡

つまり､ ｢従来の引当金｣は｢非金融負債｣に代わり､整理された上で包含さ

れることになる｡

このIAS第37号改訂案(2005)が示す､ ｢非金融負債｣と｢従来の引当金｣

の対時については､第2章で取り上げる｡

また我が国でも､ IAS第37号改訂案(2005)の最終的な基準の公表を受け
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て､2009年9月に企業会計基準委員会より公表された｢引当金に関する論点の

整理｣の審議が再開される見込みである｡

この審議に関する様々な考察は､第4章以降において行う｡

ここまでの流れをまとめたものが図表1-1である｡

図表1-1　日本の引当金会計の変遷

引当金静積立金･準備金 負債と資本の区分:借方圭 費用性)

引当金⇔偶発負債 引当金の計上根拠:借方重視(費用性)

や-

引当金処理⇔資産負債の両建処理　　　　会計処理法　:貸方重視(負債性)

雷

l当金⇔非金融負債 然性要件　:貸方重視(負債性)

(筆者件成､図表中の上段は引当金を区分した4つの時期を指し､下段は､その時期に対

崎された項目(左)､引当金に関する主な詩論(中)､引当金計上に際し重視される要素(右)

を指す)

2　米国

本節では､米国の引当金会計の変遷を､その象徴とされるSFAS第5号｢偶発

事象の会計｣ (statement of Financial Accounting Standards No.5,Accountl'17g

foz･Contl'DgeDCY:以下､ ｢SFAS第5号｣という)の設定前と設定以後に区分し

て､紹介する｡

2. 1　SFAS第5号設定前

ll



米国は､日本や工ASBと異なり引当金に関する個別の会計基準を持たない｡そ

のため引当金は負債のひとつとして論じられている｡

その引当金(負債)に関連して､偶発負債に関連する記載は､ 20世紀初めに

見られ､引当金(負債)との相違に関する議論がなされたとされる10｡

またその後SHM会計原則において偶発負債の処理に関して｢係争中の訴訟ま

たは各種の保証に関連した偶発負債は､括弧による付記または脚注表示が一般

の注意を喚起する上で優れた処理である11｡｣としている｡

1940年代以降､ 1975年のSFAS第5号設定前までの米国の引当金を表す用語

として､次の4つが用いられていた12｡

まずreserveは､ 1960年代に入るまでは､最も使用された｡

日本の第2次世界大戦後の企業会計原則設定前と同様に､評価性引当金･負

債性引当金･積立金などが､すべてreserveとして用いられている｡

染谷(1973)のコーラ-会計学辞典第4版(1970)の翻訳によれば､ reSerVeは

｢準備金｣と訳されており､具体的には､偶発損失準備金(reserve for

contingencies)､貸倒準備金(reserve for bad. debt8) ､減価償却準備金(reserve

for (accumulated) depreciation)､見越負債(accrued liability)などが例示され

ている｡

当時の米国では､このreserveとして用いられていたもののうち､積立金を

除く大部分が｢負債と資本の中間13｣に記載されていた｡

次にproviSionは､他とは異なり米国ではほとんど使用されていない｡

前掲の染谷(1973)によれば｢減価償却累計額のような評価勘定(811Ch as a

r朗erVe Or accumulation of depreciation)｣に用いられるとある｡

しかし､当時行われた実際の使用状況の調査ではallowanceやreserveが用

いられていた14｡

1 0山下(2002,pp.62-65.)を参照されたい0

1 1同上(2002,p.82.)

1 2徳賀(2003,pp.3卜35.)

1 3その性格から``no一man' s land'や``twilight zone"と呼ばれた｡

1 4同上(2003,pp.31-35.)
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またallowanceという用語は､特定の引当金に用いられた0

前掲の染谷(1973)によれば｢資産価値の喪失または下落に対する引当額また

はその累計額(a provision or an accumulation of provisions for the loss or

declineinworthofana88et)｣とあり､具体的な例示として貸倒引当金や減価

償却引当金(an allowance for bad debtS Or for depreciation)が用いられているo

貸倒引当金には現在も使用されているが､減価償却累計額については現在ほ

とんどaccumulated depreciationが用いられている1 50

このように1960年に入るまでreserveが多用され､それには会計上の意味

が存在しているとはいえず､借方科目として費用計上された相手科目として用

いられた｡

しかし､ 1953　年の　AIA16の勧告により現在の負債性引当金が　estimated

liabilityに､そして評価性引当金がallowanceやaccumulated depreciation

との区別が行われるようになり､徐々に実態に即した分類が行われるようにな

った17｡

それが示すように､コーラ-会計学辞典第　4版(1970)には､ estimated

liabilityは見当たらない｡

以上をまとめたものが､次頁の図表1-2である｡

ここまで米国のSFAS第5号設定前までの非金融負債会計の変遷を､実体を

象徴する引当金を表す用語を用いて紹介してきた｡

この時代米国の会計が少なからず我が国の会計に影響を及ぼしてきたことを

考えれば､負債と資本の区分(引当金と積立金など)や引当金の分類(評価性

引当金･負債性引当金･積立金)など同様の議論が我が国においても行われて

いたことは当然であろう｡

こののちも､ヨーロッパを主導とするIASBの台頭までは､我が国は会計の

歴史において米国の会計に最も大きく影響されたといえる｡

1 5徳賀(2003,pp.3卜35,)

1 6AIAは､ American lnstitute Accountantsの略称であり､現在の米国公認

会計士協会の前身､米国会計士協会を指す｡

1 7同上(2003,pp.31-35.)
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図表1-2　米国における引当金に関する用語(1940年代以降)

reSerY8

provision

alloyance

estimated

liability

A 1968年代に入る車で株最も使用された｡

･用語の意味としては①評価性引当金②負債性引当金③積立金など

･具体的に絃様々な準備金や見越負債などに用いられた｡

･貸借対照表の表示は､ ③を除き　r負債と資本の中間j　に置かれた｡

･米国ではほとんど使用されていない｡

･｢減価償却累計額のような評価勘定に用いられるJ

(『コーラ-会計学辞典』 1970年)

･r貸償引当金｣について1960年代以降､現在も用いられている｡

･ r資産価健の下落などに対する引当額やその果敢額j

(『コーラ-会計学辞典』 1970年)

･ r減価償却累計額J　については､ allo附nCeやr母SerYeに代わり

1960年頃からaccu眺Iated depreciatiofLが使用された｡

･現在引当金として最も用いられている｡

･reserve　が様々な意味で用いられていたことから､ 1953年AI Aから､

負債として認識計上されるべきreserveは､ estimated liability (見積負

債)として記載すべきことが勧告された｡

(出所:徳賀(2003,pp.31-35.)を参考に､筆者が作成)

2. 2　SFAS第5号設定以後

つづいて､ SFAS第5号設定の背景および設定以後の流れについて見ていく｡

また関連しあうIASB(またはIASC)および我が国の引当金会計基準化の流れも

合わせて見ていく18｡

この時期､引当金と偶発負債の問題は､引当金が会計上の保守主義によるも

1 8以下の2. 2の説明は､山下(2002,pp.卜2.)に基づいている｡
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のであり､期間損益計算思考に基づく費用収益対応の原則で説明され､借方費

用または損失の相手科目としての貸方項目として認識され､さらに偶発負債は

会計上認識されることなく注記をされることで解決されたと考えられていた｡

しかし､ 1958年会計研究公報(AccountingResearchBulletin:以下｢ARB｣

という)として公表されたARB第50号｢偶発事象｣ (contingencies)､さらに

SFAS第5号｢偶発事象の会計｣により､再び偶発事象会計がクローズアップさ

れることとなった｡

その時代背景として､企業を取り巻く経済環境の変化により企業の継続性が

否定されるという状況が生じる可能性が増大し､これまで注記事項として処理

されるにとどまってきた偶発事象の重要性が認識され､再検討されることにな

ったのである｡

SFAS第5号は､工AS第37号(1998)とともに蓋然性要件を考察する重要な会計

基準であるため､その詳細や比較については､第4章で取扱う｡

このSFAS第5号の公表の影響の下､ IASCの旧19IAS第10号｢偶発事象およ

び後発事象(coDtl'DgenCl'es and Events Occur17'Hg After the Balance Sheet

Date)｣や我が国の企業会計原則注解18の引当金規定の改訂が行われた.

米国では､ SFAS第5号の公表後､その内容についての解釈指針が示され環境

問題やリストラなどの新しい社会･経済環境に対応してEITFや具体的指針を示

す等により､実務上の混乱を招かないように対応がなされてきた｡

これに対して､ IASCは英国のASB(Accounting Standards Board)とともに､

同様の問題や変化に対応するために､既存の基準の解釈指針などを示すことで

はなく､新しい基準をつくることを目指した｡

これが､本研究で取り上げているIAS第37号(1998)およびIAS第37号改訂

秦(2005)なのである｡

つまり､会計基準としてみれば､米国のSFAS第5号(1975)にFINやEITFを

加えたものが､ IASCのIAS第37号(1998)やIASBのIAS第37号改訂案(2005)

になるはずである｡しかし両者は根本的に会計観が異なることから違いが生じ

ている｡

19 『旧』は､ 1999年公表の『新』工AS第10号｢後発事象｣との違いを指す0
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すなわち､この会計基準化された時期の差に､収益費用中心観から資産負債

中心観-と会計思考が移っていったのである｡

これを我が国に当てはめてみても､企業会計原則注解18の会計観は､米国の

SFAS第5号(1975)と同様であり､工ASB (またはIASC)とは異なるのである｡

本節の一連の流れから､新しい会計基準を作成する動きは1990年後半以降

IASCおよびIASBにおいて活発である0　-度作成した基準に綻びが出れば､ま

た新しい基準を作成することで対応するのである｡

それに対し､米国や我が国は､基準(我が国の場合､企業会計原則)を作り

かえることには消極的であることが伺える｡

しかし両国は､新しい領域ともいえる｢資産除去債務｣で非金融負債領域の

会計基準を作成した｡これを持って非金融負債に関する思考を表していると考

えるのが正しいといえよう｡

本節の流れを示したものが､次頁図表1-3 ｢米国の偶発事象会計および

IASB (IASC) ･日本の引当金会計基準化の変遷｣である｡

3　IASB

引き続き､本節では､ IASCからIASB-の組織改編､およびそれに伴い引当

金会計の基準がIAS第10号(1978)からIAS第37号(1998)-と変わる流れを見

ていく｡

3. 1　IASCからⅠASBへ

黒川(1994)によれば､1973年に設立されたIASCは英国のロンドンにおいて､

英国の職業会計士団体がイニチアチプをとり日本や米国を含むオーストラリア､

カナダ､フランス､ドイツ､メキシコ､オランダの職業会計人により設立され､

IASの作成などを主に担っていた｡当時IASCの会員となるのは､各国の職業会

計士団体であった｡会計士団体が構成員である以上､会計基準を設定するのは､

プライベート･セクターである｡つまり､会計基準の設定に関して､公的機関

から権限を委任されているわけであり､加盟各国内の規定にIASがとって代わ
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ることを意図するものではなかったという20｡

図表1-3　米国の偶発事象会計およびIASB (IASC) ･日本の

引当金会計基準化の変遷21

)

午 宙ﾛb兔Hﾙ檍ﾇhｮ顏9宙燃栃uD42鑾D4"ｩgｳ������

1958年 $)cSﾘj(ｿIJﾘ馼ｺ2�����

1975年 d9cXﾘj(ｿIJﾘ馼ｸ,ﾈ檍ﾇj2�����

SFAS第11号｢偶発事象の会計-経過措置｣ 

1976年 派uHuycHﾘj)俯逢ｨ,ﾈﾘyyﾙ4位��������

1978年 栃uD43ｨｸﾈuD9cﾘj(ｿIJﾘ馼ｸ*h-ﾎ9Jﾘ馼ｺ3����������

1981年 派uHuyc3Hﾘj)ﾉﾂﾘ,ﾉX俐(,ﾈｭIｩ]ｸﾈ､ｨ麕2�������

1982年 橡?ｩgｳｨﾋｸﾗ8,ﾈｮ仂h檍ﾇhﾋIY(ﾘﾈ初9hｾｴｹ.ぺ淤/凪������

1993年 嚢uEDicﾘcZ(ｬ(ｺｹX俐(,ﾈ檍ﾇhyﾔ｢����

1994年 嚢uEDic滴ﾘc:(ｼh醜,ﾉD霎ｸｹWH*h-馼ｼh,ﾉG鉅,僵ｨ*Iﾈ,ﾈ5(5z2���������

1996年 乃J)+xｯｨ蝌,ﾉ¥(ﾛﾘ-ﾈ+ﾘ,ﾘｸﾈ檍ﾇj2����

<ⅠASC:DSOP｢引当金および偶発事象｣> 

1997年 栃uD43､TIcS俘j(初9hｾHｿIJﾙX俐(*h-ｿIJﾘ蝴3�������

1998年 栃uD43ｨuD9c3xﾘb涛ｓ�����

2001年 d9cC2靼j(蝌ｸ鞋)k,ﾈ檍ﾇhyﾔ｢���������

2005年 栃uD4#ｨuD9c3xﾘh淤/BR凪��������

2008年 橡?ｩgｳｪ(蝌ｸ鞋)k,亊h+x.hｮ顏3�������

(出所:山下(2002,p.3.)を参考に､筆者が作成)

2 0黒川(1994,pp.17-18.)

21図表1-3における略語は､以下のとおりである｡

FIN:FASB Interpretation(FASB解釈指針)

EITF:Emergencies Issues Task Force(緊急問題諮問委員会)

ED:Exposure Draft(公開草案)

DSOP:Draft Statement of Principles(原則書案)
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その後2001年､ IASCが設立した国際会計基準委員会財団(IASCFoundation)

によりIASCの組織を改組する形でIASBが､独立した非営利の民間基準設定機

関として誕生した｡

IASCが作成した基準書は国際会計基準書(IAS)と呼ばれるのに対し､ 2001

年4月に改組･改称されたIASBが作成した基準書は､国際財務報告基準書

(International Financial Reporting Standard)であり､ IFRSと呼ばれる｡こ

れらIAS　とIFRS　という2つの基準書を総称したものが､国際財務報告基準

(Intemational Financial Reporting Standards)であり､ IFRSsと呼ばれる｡

次節では､ fAS第37号(1998)までの非金融負債会計の変遷を概説する｡

なお､引き続き図表1-3を参照頂きたい｡

3. 2　ⅠAS第10号(1978)からIAS第37号(1998)へ

IASCより公表された(旧)IAS第10号｢偶発事象および後発事象｣は､ 1978

年の公表後､ 1994年リフォーマットされ､ 1995年にIAS第37号(1998)で差し

替えられなかった部分を1999年に差し替え､ (節)IAS第10号｢後発事象｣と

して新たに公表された｡

その後もIASB　によって　2003　年に表題を｢後発事象｣ (Events after the

Balance Sheet Date)､さらには　2007　年にIAS　第1号｢財務諸表の表示｣

(presentation of Financial Statements)により行われた用語の変更の結果､

｢後発事象｣ (Events after the Repo･rting Period)と二度の変更を経て現在に

至る｡

一見､非金融負債会計に関しては､ IAS第37号(1998)以降､公表された基準

はなく､資産除去債務に関する会計基準をすでに公表した米国や日本に遅れを

とった観がある｡

しかし､それらは非金融負債の先駆けとして､様々な問題点を捷起しており､

それを踏まえて検討されるIAS第37号改訂案(2005)が､最初の公開草案から

7年経過し未だ結論(最終公表)を得ていないことからも､一連の詩論が非金

融負債会計の総括に思える｡

それらを検討することで､我が国の将来の非金融負債会計も見えてくるので

18



ある｡

4　まとめ

本章では､日本･米国･IASB (またはIASC)における非金融負債会計の変遷

を確認した｡

それにより読み取れることは､これまでの我が国は米国の影響を大きく受け

ているということである｡

たとえば1954年(昭和29年)に公表された最初の企業会計原則は､米国の

)　　S珊会計原則の影響を受けているo

明治以降それまで我が国の引当金会計は､引当金の性質をより具体的に示そ

うと､積立金や準備金など利益留保引当金との区別や評価性引当金･負債引当

金･特定引当金などに分類するなどおこなってきた｡

しかし最初の企業会計原則では､貸倒引当金･減価償却引当金など具体的科

目を用いて貸方科目を分類したにすぎないものとなったo　これは､ SHM会計原

則が同様の手法を採っていたからに他ならない｡

また我が国における現在の引当金の認識要件を示す企業会計原則注解18　が

新設された1982年(昭和57年)における企業会計原則の改訂においても少な

からず米国のSFAS第5号の影響を受けている｡

さらに第3章で取り上げる我が国の資産除去債務に関する会計基準は､まさ

に米国のSFAS第143号をモデルに作成されているのである｡

今後､我が国は非金融負債会計について､さらにIASBのIAS第37号改訂案

(2005)やIASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトの再構築(2004年

開始)などを意識して作成することになる｡

本章を確認することで､国際的な会計基準との整合性を保ち自国の会計基準

を策定することは､過去においても脈々と行われてきたことであり､将来にお

いても我が国の会計の課題となっていることが浮き彫りとなった｡

なお次章以降に論じる､非金融負債に関連する用語(負債･引当金･資産除

去債務)に関する基準等が､日本･米国･IASB(IASC)においてどのような現況

であるかを次貢の図表1-4でまとめた｡
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図表1 -4　日本･米国･ IASB(IASC)における非金融負債に関する基準等

 )

負債 hｾ資産除去債務 ₱���

日本 (ｶ8{ﾞk檍ﾇh,ﾂ企業会計原則注解18 舒仂h檍ﾇhｮ顏cる������������

概念フレームワークJ 茶塔"｢資産除去債務に関す ��

(2003) 凾驩v基準｣(2008) �

釆国L d9chﾘj(ﾞk-(個別規定なし､負 d9cC8ﾘb������������

表の構成要素｣(1985) 儷X,傀+鋳｢資産除去債務の会計 ���

SFAS第5号｢偶発事 象の会計｣(19.75) 傀謁ﾚ2�����

ⅠASB ﾞk_ﾙ,亊h+x.丼BIAS#37%(1998) 辻偉)¥ｨｴｹ.ZHuD2����������

(ⅠASC) 僖H8ﾈｸ88ｸ4ⅠAS第37号改訂案 c3xﾘh,傀+鋳����������

(1989) 茶#Rxb������

備考 D4"臈4(,ﾚC#B企業会計原則は､引当 倬蝌ｸ鞋)k,ﾚIOｾ������������

年に概念フレームワ- 仞,ﾉDhwhﾈ.B融負債に該当するo �������

ク共同プロジェクトを (.薬そのためⅠAS第37号 ��

立ち上げ､2008年に- D9c3xﾘb涛ｒ改訂案(2005)の検討 �����

部の公開草案を公表し ﾚI.宛*h-Dhwbに大きく影響する○ ������

ているo 佇.H*(.薬�����

(筆者作成)

※ IAS第37号改訂案(2005)などは､引当金会計と資産除去債務を非金融負債

として一つの会計基準にまとめようとするもので､認識および測定に関する規

定を兼ね備えている｡
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第2章　非金融負債の概要

一非金融負債と引当金の異同-

はじめに

)

､妄　〕

非金融負債は､引当金と同意に用いられることが多い｡

それは､従来の引当金の多くが非金融負債に移行するためである｡

しかし､例えばIASBにおいて引当金を規定する現行のIAS第37号(1998)

および方向性を示すIAS第37号改訂案(2005)､また現在我が国における企業

会計原則注解18および引当金に関する論点の整理に規定される引当金など､

それらは果たして同意といえるであろうか｡相違する点があれば､それが何で､

いかなる理由からその差異が生じているのであろうか｡

本章では､ ｢非金融負債とは何か｣に焦点を当て､その中で従来の引当金との

異同を明らかにする｡

1　国際的な負債に関するプロジェクトと我が国の動向

本節の流れを示した次頁の図表2-1に沿って動向を概説するo

非金融負債に関する国際的な会計基準の改訂は､ 2002年12月IASB･FASB

の間で､両者のリストラクチャリング引当金及び解雇給付に関する会計基準の

検討から始まった｡具体的には､ IAS第37号(1998)およびIAS第19号｢従業

員給付｣ (htematl'oDal AccoLmtl'Dg StBDdard No. 19　LrEmployee Benefl'ts" )

と　SFAS第146号｢退出又は処分活動に関連する費用の会計処理｣ (Statement

of Fl'JIanCl'al AccoLl17tl'Hg Standards No. 146　　LrAccouDtl'Dg for Costs

Assocl'ated wl'th Exl't or Dl'sposal Actl'vl'tl'es")の統合であるo

これらの改訂作業の中で､IFRS第3号｢企業結合｣ (zntematl'oDalFl'nancl'GI

Heportl'Dg･ St-aDd81-ds No. 3, Busl'DeSS Combl'JIatl'oDS :以下､工FRS第3号｢企

業結合｣という)などが採用する｢公正価値｣測定との調整が必要となり､ 2005

年にIAS第37号改訂案(2005)及びIAS第19号改訂案を公表した｡

この公開草案には､ 123通のコメントレターが寄せられ認識と測定に関して
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図表2-1　国際的な負債に関するプロジェクトと我が国の動向

年月 vSﾃﾔ4$｢�����

2002年12月 唸7h8ﾘ5x4h4x､ｨ趙��

当初の目的:ⅠAS第37号｢引当金､偶発負債及び偶発資産｣､ 

ⅠAS第19号｢従業員給付｣とSFAS第146号｢退出又は処分活動に 

関連する費用の会計処理｣の統合を図る 

-リストラクチャリング引当金ー解雇給付の統合 

1 唸uDe%9c8ﾘj(ｮ仂hﾈｸﾘz8,x*ｨﾜﾉw+x.ﾏi8廂&ﾄｩ4.h,ﾂ��������

調整が必要となるo 

2005年6月 唸uD9c3xﾘh淤/HｷuD9c俘h淤/BXﾏh､ｩ沓���������������

①蓋然性要件の削除 

②期待キャッシュ.フロー(期待値)による測定 

2009年9月 篤4$｣ｨ初9hｾｩnX効醜檍*ｪ(初9hｾ,亊h+x.刔ﾉ騫ﾚ2��������

を公表し､コメントを募集する> 

1 唸uD9c3xﾘh淤/H,亊h+x.(8986x*zIｩ.亊h+x.俐Hﾉ"����������

が必要となる○ 

2010年1月 唸uD9c3xﾘh,儿俐(,ﾉｩ.ﾏiUﾂD靠h､ｩ沓���������������

-2012年9月末現在最終的な公表を行っていない 

2010年2月 唸uD4(ﾞﾈｼi繰)X俐*8/ﾏiUﾂ�����

<ASBJ:引当金専門委員会を休会､現在に至る> 

20.10年4月～ 售#颯靠h､ｩ粂,亊i+x.ｦﾙ.虻ｹWIy7ΚuD9c俘h淤/J2�������������

(4月).､｢金融負債に関する公正価値オプションJ(5月)～ 

｢顧客との契約からの収益J(6月)などを公表 

(筆者作成)

批判的な意見が多く寄せられた｡

その批判的な意見のひとつが､ ｢蓋然性要件の削除｣に反対するものであり､

もうひとつは｢期待キャッシュ･フロー(期待値)による漸定｣であった｡

IASBは､ 2006年及び2007年に｢蓋然性要件の削除｣の方向性を変えない
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ことを示したうえで､2010年に､測定に関する内容のみに再コメントを求める

ことにした(以下､ IAS第37号改訂案(2010)という)0

なお2012年9月末現在､このIAS第37号(2005)改訂案およびIAS第37号

改訂案(2010)などの一連の負債プロジェクトについては最終公表には至ってい

ない｡

一方､我が国でもIASBのIAS第37号改訂案(2005)を踏まえ､ 2009年9月

に｢引当金に関する論点の整理｣を公表し､コメントを募った｡

我が国のコメントも､同様にふたっの論点に批判的であった｡企業会計基準

委員会は､これらの意見を反映させるため､ IASBのIAS第37号改訂案(2010)

)　　に対するコメントを求められた際､論点ではない｢蓋然性要件の削除に関する

再検討｣を文頭に挿入した｡

2010年2月､ IASBは､ IAS第37号(1998)およびIAS第37号改訂案(2005)

に代わる作業草案｢負債｣を公表している｡

この最終公表を待つ形で､企業会計基準委員会の引当金専門委員会は12回

の審鼓を終えたのちいったん休止し､現在に至っている｡

2　IASB

本節では､ IASBのIAS第37号(1998)の引当金およびIAS第37号改訂案

)  (2005)の非金融負債を比較し､その定義および認識要件を分析し､その異同を
明らかにする｡また我が国の引当金との異同にも触れる｡

引当金(provision)の定義は､ IAS第37号(1998,par.10.)において｢時期又は

金額の不確実な負債｣と規定されている｡また同par.14.において､引当金の認

識要件を､ ｢(a)企業が過去の事象の結果として､現在の債務(法的あるいは推

定的)を有しており､ (ち)当該債務を決済するために､経済的便益をもつ資源

の流出が必要となる可能性が高く､ (C)当該債務の金額について信頼性のある

見積りができる場合｣と規定している｡

これに対して､非金融負債はIAS第37号改訂案(2005,par.10.)において､ IAS

第　32　号｢金融商品:表示｣ rhtematl'oDal AccouHtl'Hg Standards No.32,

"Fl'HanCl'al Z17St-rumentS/ PTeSentat-1'oD Lr) par. ll.で定義されている｢金融
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負債｣以外の負債と定義されており､ ｢負債の定義を満たしており､信頼性のあ

る見積りができる｣ことを認識要件としている｡

このことを踏まえて考察を行えば､以下のとおりとなる0

まず｢負債性を重視｣していることが共通点として挙げられる｡

我が国の収益費用中心観に基づく借方科白の費用を先決したのち､相手科目

として貸方科目の引当金を置く流れとは異なる｡

またIAS第37号(1998)と我が国の引当金との相違点として､借方科目のバ

リエーションが異なる｡

これを示すものとして､ IAS第37号(1998,par.8.)では｢他の基準で､支出を

う　　資産にするか費用にするかについて定めているoこれらの論点は､本基準では

取り扱ってない｡したがって､本基準は､引当金が設定されたときに認識され

た費用を資産化することについて禁止もしなければ要求もしない｡｣とある｡す

なわち､貸方科目として先決された負債が｢引当金が設定されたとき｣に認識

されたものを｢費用｣または｢資産｣のいずれとなることも容認している｡

さらにIAS第37号(1998,par.6.)では｢引当金には､収益の認識に関係する

ものがある｡例えば､企業が保証料を得て保証する場合がある｡｣と規定してい

るo　このことから､借方科目に｢収益の控除項目｣も存在することがわかるo

次にIAS第37号(1998)は､引当金の認識範囲に｢法的債務および推定的債

務｣の両方を含む｡つまりpar.10.において｢債務発生事象とは､その債務を

決済する以外に企業に現実的な選択肢がない法的債務又は推定的債務を生じさ

せる事象をいう｡｣とあるためである｡

IAS第37号(1998,par.10.)では､以下のように法的債務および推定的債務

を定義している｡

まず法的債務は次のものから発生した債務としている｡

(a)契約(明示的又は黙示的な条件を通じて)

(b)法律の制定

(C)法律のその他の運用

また推定的債務は次のような企業の行動から発生した債務としている｡

(a)確立されている過去の実務慣行､公表されている方針又は十分に具体
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的な最近の声明によって､企業が外部者に対してある責務を受諾するこ

とを表明しており､

(b)その結果､企業はこれらの責務を果たすであろうという妥当な期待を外

部者の側に惹起している｡

一･ 〕

これに対してIAS第37号改訂案(2005)は､その定義および認識範囲からだ

けでは推定的債務を含むか否かは読み取れない｡

また我が国や米国においては､資産除去債務に関する会計基準において法的

債務を中心として引当金や負債の認識を行っている｡ (詳細は第3章)

下記の図表2-2は､ IAS第37号(1998) ｢引当金｣およびIAS第37号改

訂案(2005) ｢非金融負債｣の定義および認識要件を比較したものである｡

また次頁の図表2-3は､概念フレームワークにおける負債の定義の動向を

示したものである｡

(いずれも表中のアンダーライン､カッコ､記号等は､筆者によるものであ

る)

図表2-2　IAS第37号(1998) ｢引当金J　およびIAS第37号改訂案(2005)

｢非金融負債｣の定義および認識要件の比較

ⅠAS第37号(19.98) D9c3xﾘh淤/BR��������

｢引当金｣ OｾuｩX俐$｢����

定義 倬隸ｩiH,ﾘｾｧｨ,ﾉW8ｦﾘ,厩俐"金融負債以外の負債 ���

:認識要件 ｮ仂h*ｨ曁ｸﾈ馼ｸ,ﾈﾈｸ惠,h+X,JBﾋｸﾝﾘ,ﾈﾜ)k嬰4冓H,ﾙI.著/tﾈ+X,H*械)9h･俐)k,ﾈﾈ緯ﾈ+ﾘ-唔隰B揺/鰄,(ﾋﾉzﾈ*ｩTｹwh,h,Eﾉｸ*ｨﾘ(*ﾚB99h･俐)k,ﾈｾｧｨ,(*(,Iﾙxｩｸ,ﾂ*.侈ｨ,X*ｸ.ｲ免亀の定義を満たしており､(A) 信頼性のある見積りができる(C) �����������������������������������������
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図表2-3　負債の定義

ⅠASB概念フレームワーク(par.49(b).) D4"臈4(･IDH8ﾈｸ88ｸ4ｺI:h8ﾘ5x4h4r"ﾃや�������������

負債とは､ 佝Yﾈ,ﾉX俐(,h,ﾚB����

過去の事象から発生した特定の企業の現在の債務であ 俐)k+ﾘ.佝Yﾈ*ｩX8+x.�������

り､これを履行するために経済的便益を有する資源が 侏ｸﾝﾘ,ﾈﾆ俐)k����

当該企業から流出すると予想されるものをいう○ 

図表2-2､図表2-3を基に､引き続き両者の異同に関する考察を行うo

まず､両者ともに｢引当金(または非金融負債)は負債｣であることが前提

条件となっている｡

その負債の定義について考察すれば､ IAS第37号(1998)では｢時期又は金額

が不確実｣という要件を加えているのに対し､ IAS第37号改訂案(2005)では

｢金融負債以外の負債｣として非金融負債を定義している｡また｢時期又は金

額の不確実｣という要件はなく､負債であり､漸定可能な(金融負債以外の)

ものは､すべて非金融負債となる｡

また図表2-2の認識要件の比較から､ IAS第37号(1998)のBが説明すると

ころのいわゆる｢蓋然性要件｣は､ IAS第37号改訂案(2005)では削除されてお

り､現在の債務であることを前提に発生の可能性の低いものを含め認識される｡

以上より､従来の引当金と非金融負債を比較すれば､単純にその認識範囲は

拡大するといえよう｡

次に､現行の図表2-2のIAS第37号(1998)の引当金の認識要件および図表

2-3の負債の定義には､いずれも｢現在の債務｣および｢経済的便益の流出｣

というキーワードがある｡

それに対して､方向性を示す図表2-3右側のIASB･FASB概念フレームワー

ク共同プロジェクトにおける負債の定義には､ ｢現在の(経済的)債務｣である

ことしかない｡つまり方向性として負債および引当金は､ ｢現在の債務｣という

要素のみが残り､ ｢経済的便益の流出｣が除外されていることがわかる｡

また図表2-2のIAS第37号改訂案(2005)においても､認識要件として｢負

債の定義を満たしており､ (A)｣とある｡この認識要件は図表2-3の｢経済
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主体の負債とは､ - (中略) -現在の経済的債務｣を組み合わせることによっ

て､負債は現在の債務であるから､結果的に引当金の認識要件も｢現在の(経

済的)債務｣のみになると考えられる｡

このIASBの方向性における変化は､本研究の目的である｢蓋然性要件の削除｣

の検討に大いに関連する｡そのため第4章において詳細に取扱う｡

3　日本

我が国における引当金に関する規定は､企業会計原則注解18で示されている｡

)　　定義に該当するものはないが､その認識要件および具体的な引当金の名称が列

挙されているQ

認識要件として｢将来の特定の費用又は損失であって､その発生が当期以前

の事象に起因し､発生の可能性が高く､かつ､その金額を合理的に見積ること

ができる場合｣が挙げられ､認識されれば｢当期の負担に属する金額を当期の

費用又は損失として引当金に繰入れ､当該引当金の残高を貸借対照表の負債の

部又は資産の部に記載するもの｣とされる｡

また具体的な引当金として｢製品保証引当金､売上割戻引当金､返品調整引

当金､賞与引当金､工事補償引当金､退職給与引当金､修繕引当金､特別修繕

引当金､債務保証損失引当金､損害補償損失引当金､貸倒引当金等｣が該当し､

これらは｢発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は損失については､引当

金を計上することはできない｡｣とされ､これは偶発負債の計上が禁止されてい

ることを意味する｡

この企業会計原則注解18の規定から､我が国の現況における引当金の特徴を

掲げる｡

まずは､引当金を収益費用中心観に基づいて､借方科目として費用を先決し

ている点である｡企業会計原則注解18の認識要件にはIAS第37早(1998)およ

びIAS第37号改訂案(2005)の定義および認識要件にあるような｢負債｣という

文言はない｡

結局､いかにして最善の見積りにおいて借方科目の費用を計上するかに力点

が置かれている｡
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また､認識要件の｢発生の可能性が高く｣とあるから､蓋然性要件を認識要

件のひとつとして採り入れていることがわかる｡

さらに､ IAS第37号(1998)と同様の特徴として､企業会計原則注解18の認

識要件は､引当金の決定要素を示す文言に｢現在･過去･将来｣が含まれてい

る｡

つまり､引当金は様々な時間軸の要素を採り入れ認識されていることがわか

る｡それに対して､ IAS第37号(2005)では､その決定要素は｢現在のみ｣とな

っていることがわかる｡

このように､我が国の企業会計原則注解18とIAS第37号(1998)およびIAS

第37号改訂案(2005)には引当金の定義や認識要件にいくつかの異同点があり､

その異同点からそれぞれの特徴を読み取ることができた｡

4　非金融負債と引当金の異同

引当金は､その時期に計上されていた実際の引当金の名称から､定義や認識

範囲を推謝することが可能である｡前節で示された企業会計原則注解18が具

体的な名称を用い示したことからもわかる｡

次頁に示す図表2-4は､ ｢引当金に関する論点の整理｣に基づいて､各引当

金等を｢日本の現況における認識｣､ ｢ASBJ『引当金に関する論点の整理』にお

)　いて検討対象となっているか上｢ASBJ『引当金に関する論点の整理』において
負債(引当金)に該当するか｣､ ｢『IAS第37号改訂案』等により負債(引当金)

に該当するか｣の4つの項目について○×などにより分類整理した｡

その結果､ ①～③の3つのグループに分けて説明することが可能となった｡

<グループ①:現況において引当金であるが､今後は非金融負債から除外され

る方向であるもの>

まず①に分類された引当金は､企業会計原則注解18などにより､現況にお

いては引当金に該当するが､今後除外される引当金である｡

貸倒引当金は評価性引当金であることから､今後の引当金に関する議論が負

債性引当金を中心に行われるため除外される｡投資損失引当金も同様の理由か
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＼　J ヽ-′

国衆2-4　番引当金の分輝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くr引当金に関する論点の盤軌　より,聾者作成)

益類別蔓 i 引当金等の名称 ｩgｸ,ﾈﾋｸｻX,僖hｦﾒAS昏Jr引当金に関する論点の車理｣ 僮ASBrtAS.第37号改訂案j専_ �����

･認識あり (企業会計原則注解1.8卜,0 (その他の基準や実務上)-口 ﾉ)ｸ,,H*(.②負債(引当金)に該当するか 儿俐"hﾈ,ｹ9h+x.����������������

検討対象-0 他の基準で取り扱う-∩ eﾘ+x.蔦務当する-○ ����

(①～③に分類) 唳Dh,Rﾘ検討対象でない-X 傚彿9h+X,"ﾕ該当しない-X �������

①貸倒引当金 X(評癌性引当金の除外串1) 浮X ���

①修縛引当金.特別修繕引当金 飛○ 浮A ��

②退職給付引当金一工事損失 ｲXｸｹu闖hｾ,h+X,BX(それぞれの会計基準による 0 ��������

引当金,資産除去債務 佰ｲ慰磯hｧｩ>rﾈ¥ﾈｸ鞋)k*2) ����

⑧単品保証引当金.売上割戻 引当金.塩品詞盤引当金 宙,"OL](収益認織プロジェクト との関連項削 ○ ���

②ポイント引当金 佰ｹ$ik,X,ﾈﾇh8*.○ Of ������

②賞与引当金.工事補償引当 金.債務保証損失引当金. 税膏補償損失引当金 ｲ0 ｲ() ����

②役員退職慰労引当金-.リスト ラクチャリング引当金 冶ik,X,ﾈﾇh8*.0 ⊂) �������

③環境修復引当金.有給休職引 当金.訴訟損失引当金.r不 利な契約｣に係る引当金 (特別臨上の引当鹿又結準 備金*3) 浮○ 尾ｉwhﾉ"○(*3は除く) ����

* 1投資損央引当金も同様に除外

* 2　保険契約や繰延税金負債も時期や金額に不確実性があることから引当金の定義に該当するが､それぞれに関連する会計基準で取り教われる｡

* 3　利益留保椎の引当金は､当然負債には該当しないと考えられるが､ r注解18の要件を満たす引当鹿Jについては索横に紡当するものもあるため検討される｡



ら除外される｡

これらについて論点整理第13項においても｢会計基準の適用範囲を定める

にあたっては､いわゆる評価性引当金の取扱いが問題となるが､貸倒引当金は

企業会計基準第10号『金融商品に関する会計基準』で取り扱われており､投

資損失引当金も金融資産の減損処理との関連で検討することが適当と考えられ

ることから､負債性引当金のみを検討対象とするのが適当と考えられる｡｣とさ

れている｡

また修繕引当金や特別修繕引当金に関しては､ ｢引当金に関する論点整理｣の

議論の検討対象には挙げられている｡

しかし論点整理第37項脚注10において｢IFRS　においては､固定資産の取

得原価のうち大規模修繕で見込まれる支出に相当する部分については､修繕ま

での間に減価するものとみてその期間で減価償却し､修繕時の支出はその減価

の回復とみて固定資産の取得原価に加算することとしている｡｣とある｡

つまり､すでにIAS第37号(1998)およびIAS第37号改訂案(2005)において

も負債でない引当金とされているため､コンバージェンスの観点から認識され

る可能性は低いと考えられる｡

<グループ②:現況において引当金であり､今後も非金融負債とされるもの>

次に②に分類された引当金等は､引当金から非金融負債-移行するものであ

る｡

まず､該当する個々の会計基準において検討済みであるものとして退職給付

引当金･工事損失引当金･資産除去債務が挙げられる｡

退職給付引当金は､企業会計原則注解18　においては退職給与引当金として

示されており､企業会計基準第26号｢退職給付に関する会計基準｣において

個別財務諸表上､固定負債の部に計上される｡

また使用される科目に関しては､企業会計基準第26号｢退職給付に関する

会計基準｣では､ ｢退職給付債務から年金資産の額を控除した額を負債として

計上する場合は､負債となる場合は『退職給付に係る負債』等の適当な科目を

もって固定負債に計上｣とある｡ (第13項､第27項)

しかし個別財務諸表の当面の取扱いとして､ ｢負債として計上される額を『退
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職給付引当金』の科目をもって固定負債に計上する｣ (第39項(3))とあること

から､ ｢退職給付にかかる負債｣と｢退職給付引当金｣が区別して併用される｡

なおその名称から引当金でないため｢引当金に関する論点の整理｣では触れ

られていないが､企業会計基準第17号｢リース取引に関する会計基準｣にお

けるリース債務も非金融負債に該当する｡

資産除去債務に関しては､第3章において詳細に取り上げる｡

次に製品保証損失引当金･売上割戻引当金･返品調整引当金･ポイント引当

金は､収益認識プロジェクトに関連する項目として､負債プロジェクトといず

れかで検討されることになる｡

例えば､製品保証損失引当金は､ 2010年6月の公開草案｢顧客からの契約か

ら生じる収益｣ (ED Revenue liom CoBtraCte Wl'th CoutomeES)､さらには､

2011年11月の再公開草案｢顧客との契約から生じる収益｣ (A z･evl'61'oB Of

ED/2010VUGReveBUe from CoBtraCtG Wl'th CuetOmeES /以下｢再公開草案｣と

いう)の審轟を重ね､製品保証を｢品質保証(アシュアランス)型の製品保証｣

と｢保険(サービス)型の品質保証｣の2つに分け､ ｢品質保証(アシュアラン

ス)型な製品保証｣については､ IAS第37号に従って会計処理することにし

ている｡ (再公開草案Bll.)

またポイント引当金については､収益認識プロジェクトにおいて全面的に検

討されている｡野口(2010)は､国際財務報告解釈指針委員会(IFRIC)第13

号｢カスタマー･ロイヤリティ･プログラム｣ (CLtetOmeP LoyaltyProgTamG)

で検討されている｢ポイントの会計属性は収益であることを前提としているの

に対し､日本では費用として捉えている｣としている｡

賞与引当金･工事補償引当金･債務保証損失引当金･損害補償損失引当金は

注解18　として現況において認識されており､今後も認識される｡役員退職慰

労引当金およびリストラクチャリング引当金は現在実務上ですでに計上されて

おり､今後は会計基準の枠組みにおいて認識が検討される｡

<グループ③:現況は引当金等に認識されていないが､今後非金融負債として

認識が検討されるもの>

最後に③は今後の検討により､新たに非金融負債として認識が検討されるも
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のである｡

環境修復引当金･有給休暇引当金･訴訟損失引当金･｢不利な契約｣に係る引

当金･特別法上の引当金又は準備金がこれに該当する｡これらはいずれも､我

が国の実情を踏まえて検討されることとなる｡

これらは論点整理第40項により｢注解18では例示されていない引当金のう

ち､我が国における実務慣行や国際的な会計基準とのコンバージェンス等の観

点から､検討の範囲に含めるべきと考えられるその他の引当金についても､

IASB　において検討されている認識要件を念頭に置きつつ､負債に該当するか

どうかについての検討を行う｡｣とされる｡

以下順に､企業会計基準委員会が｢引当金に関する論点の整理｣で示した内

容から､それぞれの引当金等の方向性などを検討する｡

まず環境修復引当金については､ ｢IAS第　37　号改訂案では､環境へのダメ

ージが発生した時点では､その結果を修復する現在の債務は企業に発生してい

ないが､新しい法律がダメージの修復を求めた場合や､推定的債務を負うよう

な修復責任を企業が受け入れた場合には､現在の債務が発生するとされている｡

したがって､国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点からは､我が国に

おいても､企業が負うべき現在の債務が発生した時点で､環境修復引当金を計

上することになると考えられる｡｣ (論点整理第45項)としている｡

環境修復引当金はすでにIASBおよびFASBでも採り入れられており､第3

章で触れるように､我が国はこのような環境負債に関しては認識が遅れている｡

しかし､ ｢新しい法律がダメージの修復を求めた場合｣や｢推定的義務を負うよ

うな修復責任を企業が受け入れた場合｣という文言からは､あくまでも法的義

務に認識を依拠し､推定的債務も一定の要件を満たすことにより｢現在の債務｣

として認識するという企業会計基準委員会の姿勢がうかがえる｡

次に有給休暇引当金については｢企業と従業員との間の契約により､従業員

が有給休暇を消化した場合にも対応する給与を企業が支払うこととなっている

場合には､企業は､期末日時点で従業員が将来有給休暇を取る権利を有してい

る部分について債務を負っている｡このため､国際的な会計基準では負債に該

当するとされている｡これまで我が国においては､一般的に有給休暇引当金は

計上されてこなかったが､我が国における労務制度や慣行の実態を考慮しつつ､
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国際的な会計基準とのコンバージェンスも勘案して取扱いを検討する必要があ

るものと考えられる｡｣ (論点整理第43項)としている｡

やはり､有給休暇引当金のように我が国の会計慣行にはない引当金をどのよ

うに取り扱うかが今後の検討において注目される｡

訴訟損失引当金については｢訴訟等により損害賠償を求められている状況に

おいては､損害補償契約が前もって結ばれている場合と異なり､一般的に､負

債が存在しているかどうかについて不確実性があると考えられる｡事実関係や

訴訟の進行状況等を考慮して､負債が存在しているかどうかの判断に基づき､

引当金の計上の要否を決定することになると考えられる｡｣(論点整理第44項)

としている｡

訴訟に関しては､第6章でIAS第37号改訂案(2005)についての議論の経過

について触れる｡そこでは､どの時点で訴訟に関する負債を認識するかについ

て､蓋然性要件が用いられることの必要性が論じられている｡

｢不利な契約｣に係る引当金については｢IAS第37　号改訂案にもあるよう

に､企業が､いわゆる『不利な契約』を有している場合には､当該契約に係る

現在の債務を引当金として認識しなければならないと考えられる｡｣ (論点整理

第47項)としている｡

ここでいう｢不利な契約｣とは､契約上の義務を履行するための不可避なコ

ストが､受け取れる経済的便益を上回る契約をいう｡ (論点整理p.3)

｢不利な契約｣に係る引当金については､どのようなケースが｢不利な契約｣

に該当するかが非金融負債としての認識の論点となる｡

特別法上の引当金又は準備金については｢いわゆる利益留保性の引当金は､

当然に負債には該当しないと考えられるが､監査･保証実務委員会報告第42　号

における『注解18　の要件を満たす引当金』については､その内容によって負

債に該当するものと該当しないものとに分かれると考えられる｡｣ (論点整理第

48項)としている｡

特別法上の引当金又は準備金は､ IAS第37号改訂案(2005)ではなく我が

国独自のものである｡そのため｢注解18の要件を満たす引当金｣が対象の前

提となっている｡しかし､我が国がコンバージェンスを行った場合､収益費用

中心観に基づく企業会計原則注解18は､引き続きその役割を果たせるのかど
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うか検討が必要であろう｡

このように図表2-4の分類整理からも従来の引当金は加除され､非金融負

債に生まれ変わろうとしていることが示された｡

つまり､ ｢従来の引当金｣と｢非金融負債｣は､具体的な科目からも同意では

ない｡

5　まとめ

 )

第2章は､次頁の図表2-5のとおり小括することができる｡

非金融負債の概要のまとめとして､日本の現況､ IASB　の現況およびIASB

の方向性について比較を行った｡

比較する項目は､その名称､規定する会計基準､定義､認識要件､引当金の

決定要素､計上可能な引当金､収益費用中心観･資産負債中心観､認識手順で

ある0

本章におけるこれらの比較をとおして､非金融負債と従来の引当金との異同

が明らかとなり､非金融負債とは何かをまとめることができた｡

次章においては､資産除去債務を取り上げる｡

資産除去債務は本章図表2-4において､すでに該当する会計基準で検討済

みとして我が国の引当金に関する論点の整理の検討対象から除外されているo

しかし資産除去債務は､非金融負債のひとつとして､ IAS第　37　号改訂案

(2005)に先立ち､米国および日本において会計基準化されたものである｡

その過程を詳細に取り上げ､その様々な問題点を浮き彫りにする｡

主要な問題点としては､その会計処理として採用された資産負債の両建処理

に関する検討である｡

資産除去債務に関する会計基準におけるこれらの問題点は､2005年に開始さ

れたIAS第37号の改訂作業が､未だ最終公表を見ない一因であると考える｡
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第3章　非金融負債会計と資産除去債務

一会計処理に関する一考察-

はじめに

1960年代ソニーが米国において米国の会計基準による連結財務諸表作成を

求められてから　50年以上が経過している｡当時我が国では連結財務諸表の作

成は求められていなかった｡米国-の企業進出を貿易立国の旗印とした日本企

業は､それから長きにわたり米国基準の連結財務諸表作成に注力していた22｡

しかし､ 1990年代以降も活発に世界市場-進出した日本企業は､米国と同様

に2005年EU域内においてIASBを作成主体として採用されたIFRSS強制適

用により､ IFRSsとの会計基準の差異の解消を求められることになったo

このいわゆる　2005年間題をきっかけにIASBと我が国の企業会計基準委員

会は　2011年を期限に､コンバージェンスを最終日的とした共同プロジェクト

を開始した｡

IASBとは2005年3月に共同プロジェクトを開始させ､またFASBとの間で

も2006年5月から定期的に協議23を開き､意見交換を行っている｡

資産除去債務に関しては､ 2006年3月IASBとの共同プロジェクトの第3

回会合において､基準間に差異がみられる　26項目が長期プロジェクトと短期

プロジェクトに分類整理されたなかの､短期プロジェクトのひとつとして分類

された24｡

2 2　国内外問わず米国で上場する企業は､すべて米国基準の財務諸表の作成

が求められた｡これは米国証券取引員会(Securities and Exchange

commission:以下｢SEC｣という)が投資家の保護や比較可能性の確保から

求めたものである｡ SEC　は､独立行政機関で強力な権限をもち､独自に会

計基準の設定を行わないが､会計基準を設定する権限を持つ0

23協議は､それぞれがIASBとのコンバージェンスを進める中で､同時に国

内問題にも対応しなければいけないという共通の事情を有する両主体の

意見交換という意味合いが強い｡ (西川(2007,p.20.) )
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それを受け同年7月に学識経験者を中心としたワーキンググループでの検討

がなされ､同年11月に資産除去債務専門委員会25が発足した｡

資産除去債務専門委員会は2007年5月　30日に公開草案作成に先立って､ 9

つにした論点整理を公表した｡論点整理に関するコメントは同年7月　9日まで

募られ､その後8回にわたる専門委員会による検討により､同年12月　27日に

公開草案及び運用指針が示されるに至った｡ 2008年2月　4日でそのコメント

は締め切られ､その後2回にわたり文案検討がなされ､同年3月　31日に資産

除去債務会計基準が企業会計基準適用指針第　21号｢資産除去債務に関する会

計基準の適用指針｣ (以下｢適用指針｣という)とともに公表された｡

本章では､この資産除去債務会計基準の概要を確認したのち､モデルとなっ

た同様の米国のSFAS第143号やIASBの関連する基準を確認するo

さらに企業会計基準委員会の見解を踏まえながら､会計理論に基づく会計処

理の分析を行い､資産負債の両建処理の問題点を洗い出し､それに代わる試案

の検討を行うことにする｡

24それまでは容易に解決できる項目から取扱うフェーズド･アプローチが採

られていたが､長期的解決項目も早期に取り上げ並行して調査研究を進め

る全体像アプローチ-と変更された｡ (西川(2007)pp.20-21.)

企業会計基準委員会では､短期プロジェクトとして取り上げた10項目(棚

卸資産の評価基準､関連当事者間の開示､在外子会社の会計方針統一､新

株発行費､リース取引､工事契約､セグメント情報の開示､資産除去債務､

金融商品の公正価値開示､投資不動産)については､すべて基準の公表に

至っている｡

2 5資産除去債務専門委員会は､委員長を含む目名の専門委員から構成され

る｡企業会計基準委員会の委員や研究員のほか学者･企業経理担当者･公

認会計士がメンバーとして参加している｡

2008年3月31日に資産除去債務会計基準が公表されたため､ 2010年3月

25日に解散している｡

資産除去債務専門委員のうち6名は､引当金専門委員会にも属していた｡

なお2012年9月末現在､引当金専門委員会は休止している｡
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1　資産除去債務の概要

本節では､資産除去債務の定義および認識範囲､会計処理について確認する｡

1. 1　定義および認識範囲

資産除去債務の定義は｢有形固定資産の取得､建設､開発又は通常の使用に

よって生じ､当該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律

上の義務及びそれに準ずるものをいうo｣(資産除去債務会計基準第3項(1)26)

とされている｡この定義に関連し､認識範囲などを示す以下の3点を概説する｡

一つ目は｢法律上の義務及びそれに準ずるもの｣である｡

｢法律上の義務及びそれに準ずるもの｣とは､法令若しくは契約で要求され

る法律上の義務のほか､有形固定資産の除去に関連する債務があると考えられ

る｢法律上の義務に準ずるもの｣も含む｡

｢法律上の義務に準ずるもの｣とは､債務の履行を免れることがほぼ不可能

な義務を指し､法令又は契約で要求される法律上の義務とほぼ同等の不可避的

な義務が該当する｡ (基準第28項)

具体的には､法律上の解釈により当事者間での清算が要請される債務に加え､

過去の判例や行政当局の通達等のうち､法律上の義務とほぼ同等の不可避的な

支出が義務付けられるものが該当すると考えられる｡したがって､有形固定資

産の除去が企業の自発的な計画のみによって行われる場合は､陪律上の義務に

準ずるものには該当しないこととなる｡ (基準第28項)

法律上の義務に限定せず｢法律上の義務に準ずるもの｣も含むことにした理

由としては､企業が負う将来の負担を財務諸表に反映させることが投資情報と

して有用であり､資産除去債務会計基準のモデルとなった米国のFASBが2001

年6月に公表したSFAS第143号｢資産除去債務の会計処理｣において法律上

の義務に限定されないことが踏襲されたためである｡

SFAS第143号においては､法的債務のみが適用対象であることからほぼ同

26以下､本章においては｢基準第3項(1)｣と省略する｡
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意であると考えられるが､ SFAS第143号における法的債務とは､推定的債務

である約束的禁反言27の原則に基づく約束についても法的債務に含めるとい

う解釈をとっている｡

さらに詳柵にいえば､既存の法律､規則､条例､書面または口頭の契約に加

え､約束的禁反言の原則の結果､企業が決済を要求される義務のことで､法律

上の債務より広い概念を指す｡ (阪(2007,p.271.))

よって資産除去債務会計基準における資産除去債務の適用対象は､ SFAS第

143号より狭義なものになっている｡

また有形固定資産の除去そのものは義務でなくとも､有形固定資産を除去す

る際に当該有形固定資産に使用されている有害物質等を法律等の要求による特

別の方法で除去するという義務も含まれる28｡ (基準第3項(1))

二つ目は､ ｢通常の使用｣である｡

資産除去債務は､ ｢有形固定資産の取得､建設､開発又は通常の使用により生

じるもの｣とされる｡

この｢有形固定資産｣には財務諸表等規則において有形固定資産に区分され

る資産のほか､建設仮勘定､リース資産及び投資不動産などについても､資産

除去債務が存在している場合には､その対象に含まれる｡ (基準第23項)

また｢通常の使用｣とは､有形固定資産を意図した目的のために正常に稼働

させることをいい､有形固定資産を除去する義務が､不適切な操業等の異常な

原因によって発生した場合には､資産除去債務として使用期間にわたって費用

配分すべきものでなく､引当金の計上や｢固定資産の減損に係る会計基準｣ (辛

2 7　｢BLACK' s LAW DICTIONARY｣ (p.591.)によれば､約束的禁反言とは､約

因なしになされた約束は､約束者が受約者に約束-の信頼を合理的に期待

させている場合､かつ､約束者-の信頼が実際受約者に不利益をもたらす

場合､約束にもかかわらず権利の侵害を避けることを強制する原則と定義

する｡

28 ｢有害物質等｣及び｢法律等｣を具体的に示せば､アスベストについては

石綿障害予防規則や大気汚染防止法など､ PCB(ポリ塩化ビフェニル)につ

いてはPCB廃棄物特別措置法などが該当する｡
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成14年8月企業会計審議会)の適用対象とすべきものと考えられる｡ (基準第

26項)

なお､土地の汚染除去の義務が通常の使用によって生じ､かつ､土地の原状

回復等が法令又は契約で要求されている場合の支出は､一般に当該土地に建て

られている建物や構築物等の有形固定資産に関連する資産除去債務であると考

える｡ (基準第45項)

しかし､この場合適用指針に基づく会計処理を行うと､土地が減価償却資産

として取り扱われることになる｡

三つ目は､ ｢除去｣である｡

基準第3項(1)にある｢除去｣は｢有形固定資産を用役提供から除外すること

をいう(一時的に除外する場合を除く｡)｣と同第3項(2)で定義されている｡

この場合｢除去｣には､売却､廃棄､リサイクルその他の方法による処分等が

含まれるが､転用や用途変更は企業が自ら使用を継続するものであり､当該有

形固定資産を用役提供から除外することにはならないため､具体的な態様には

含めないものとされ､遊休状態になる場合は､資産除去債務としてではなく､

必要に応じて減損処理が行われることになる｡ (基準第3項(2))

有形固定資産の使用期間中に実施する環境修復や修繕も､資産の使用開始前か

ら予想されている将来の支出であることは資産除去債務と同様であるが､債務

ではない引当金に整理されることが多いことや操業停止や対象設備の廃棄をし

た場合には不要となることから資産除去債務の対象外とされた｡(基準第25項)

また有形固定資産の使用を終了する前後において､当該資産の除去の方針の公

表や､有姿除却の実施により､除去費用の発生の可能性が高くなった場合に､

有形固定資産を取得した時点又は通常の使用を行っている時点において法律上

の義務又はそれに準ずるものが存在していない場合は､有形固定資産の取得､

建設､開発又は通常の使用により生じるものには該当せず､不適切な操業等の

異常な原因によって発生した場合と同様に減損会計基準または引当金計上の対

象となるものと考えられる｡ (基準第27項)

1. 2　会計処理
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資産除去債務の会計処理について基準第4項は｢資産除去債務は､有形固定

資産の取得､建設､開発又は通常の使用によって発生した時に負債として計上

する｣ものとしている｡

さらに同第7項により｢資産除去債務に対応する除去費用は､資産除去債務

を負債として計上した時に､当該負債の計上額と同額を､関連する有形固定資

産の帳簿価額に加える｡資産計上された資産除去債務に対応する除去費用は､

減価償却を通じて､当該有形固定資産の残存耐用年数にわたり､各期に費用配

分する｡｣と規定されている｡

これらの規定は､資産除去債務を｢発生した時に負債として計上｣し｢当該

負債の計上額と同額を､関連する有形固定資産の帳簿価額に加える｡｣という2

点から資産除去債務の会計処理を｢資産負債の両建処理｣により行うことを求

めている｡

この2点に関して､以下に説明を加える｡

まず｢発生した時に負債として計上｣とは､それまで類似する除去費用に適

用されていた｢引当金処理｣は､ ｢その時点までに発生していると見積もられる

額を計上｣するものであった｡これに対し｢資産負債の両建処理｣は､資産除

去債務の全額を｢発生した時に負債として計上｣する｡そのため｢資産負債の

両建処理｣を採用する根拠であることを指す｡

これに関連して論点整理【論点　3】において｢資産除去債務の全額を負債と

して計上する理由｣として企業会計基準委員会の見解があり､それに対する議

論や検討は後述する｡

いずれにしても､ ｢発生した時に負債として計上｣するためには資産除去債務

が負債として認識されることが前提となる｡また｢引当金処理｣の採用可能性

を検討する場合においても､引当金を負債として認識することについて検討を

行う必要があることがわかる｡

さらに認識要件に関連して､基準第5項では｢資産除去債務の発生時に､当

該債務の金額を合理的に見積もることができない場合には､これを計上せず､

当該債務額を合理的に見積もることができるようになった時点で負債として計

上する｡｣と規定している｡

｢合理的に見積もることができない場合｣とは､履行時期を予測することや､
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将来の最終的な除去費用を見積もることが困難であることを指し､その場合注

記を行うことになる｡ (基準第35項)

しかし､それは決算日現在入手可能なすべての証拠を勘案し､最善の見積も

りを行ってもなお､合理的に金額を算定できない場合に限られる｡ (適用指針第

2項)

このように｢合理的に見積もることができない場合｣を負債計上の判断基準

のひとつに含めることは､本来測定に用いられるものを認識要件に置き換えて

いると考えられる｡

次に｢当該負債の計上額と同額を､関連する有形固定資産の帳簿価額に加え

る｡｣を取り上げる｡

｢当該負債の計上額と同額を､関連する有形固定資産の帳簿価額に加える｡｣

ことは､資産除去債務として負債計上された同額の除去費用を｢資産計上｣す

ることである｡そのため費用計上を行う｢引当金処理｣ではなく､ ｢資産負債の

両建処理｣による処理を求めている｡

基準第7項における｢資産除去債務に対応する除去費用｣は､同第41項に

おいて｢当該有形固定資産の取得原価に含めることにより､当該資産-の投資

について回収すべき額を引き上げることを意味する｡｣と規定される0

すなわち資産負債の両建処理により資産除去債務に対応する除去費用を取得

原価として資産に含めることで､より回収可能額の算定を明確に示すことがで

きる｡よって投資家-の有用な情報を提供することが可能であるとしている｡

しかし一方で､基準第　33項においては｢引当金処理に関しては､有形固定

資産に対応する除去費用が､当該有形固定資産の使用に応じて各期に適切な形

で費用配分されるという点では､資産負債の両建処理と同様であり､また､資

産負債の両建処理の場合に計上される借方項目が資産としての性格を有してい

るのかどうかという指摘も考慮すると､引当金処理を採用した上で､資産除去

債務の金額等を注記情報として開示することが適切ではないかという意見もあ

る｡｣としている｡

このことは､まさに企業会計基準委員会が資産負債の両建処理における除去

費用の資産性に疑義を有しながらも採用に踏み切ったことを明確に示すもので

ある｡またこれに関連して除去費用の配分方法として減価償却が引当計上など
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と比較して､果たして最適なのかという点も検討すべき事項である｡

以上のように資産除去債務の会計処理として採用された｢資産負債の両建処

理｣は､資産除去債務について発生時にその全額を負債として認識し､かつ､

資産除去債務に対応する除去費用を資産計上し､減価償却により費用配分する

ものである｡

この会計処理法から｢資産負債の両建処理｣の再検討を行う場合には､資産

除去債務自体の負債性及び資産除去債務に対応する除去費用の資産性を検討す

る必要があることがわかる｡また引当金処理の採用再論を検討する場合も､負

債性の観点から同様の検証が必要であろう｡

これらの資産除去債務の定義および認識範囲に関する論点は重要であるため､

周辺論点も含めて以後の各節で触れていく｡

以上が､我が国の資産除去債務に関する会計基準における資産除去債務の概

要である｡

あらためて､この基準はFASBのSFAS第143号をモデルとして作成されて

いる｡次節では､このSFAS第143号を取り上げる｡

2　FASBにおけるSFAS第143号導入の背景

我が国の資産除去債務会計基準は国際的な会計基準とのコンバージェンスの

観点から会計基準化されたといえる｡それに対して米国は環境負債-の取り組

みが発展したことにより　SFAS第143号は導入された｡本節では､その背景､

経緯および導入時の議論について考察する｡

2. 1　米国における環境負債への取組

資産除去債務は､環境会計29において環境負債の一つに分類されるo　環境

負債とは,環境問題や汚染浄化のために生じる将来の支払義務のことであり､

①既に起こった汚染に対する修復義務､ ②製造･販売した製品の回収･処理義

務､ ③進行中の汚染に対する閉鎖･除去義務などに分類できる30｡

この環境負債-の取り組みは､ 1970年代の①既に起こった汚染に対する修復
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義務に始まり､1990年代以降③進行中の汚染に対する閉鎖･除去債務に波及し､

2000年代に入って②製造･販売した製品の回収･処理義務31が整備されるこ

とになる｡

このように2002年の土壌汚染対策法の制定により､ようやく法整備に取り組

み始めた日本と比較して､米国は早い段階から環境問題の発生に対応し関連す

る環境法の整備を行うとともに､環境会計における財務会計領域32の会計基準

の設定を進めていた｡

藤井(2009)はその取組みの違いから､日米それぞれの資産除去債務に関す

29環境会計は､環境に関する情報の記録･計算･報告プロセスである｡環

境会計は､企業会計や公会計など個別経済を対象としたミクロ環境会計と

国など全体経済を対象としたマクロ環境会計とに分かれる｡更にミクロ環

境会計は､内部環境会計と外部環境会計に分類される｡

内部環境会計は組織内(経営者の意思決定など) -の情報提供を目的とし

たもので､環境配慮型原価企画システムや環境予算手法を指す｡

また外部環境会計は､組織外-の情報提供を目的としたもので､更にC S

R報告などの非財務情報からなる環境報告と､財務情報を中心に構成され

る環境報告があり､後者を｢狭義の環境会計｣と呼ぶ場合がある0

(上妻(2008,pp.267-268.) )

3 0阪(2007,p.267.)

3 1米国では､ 2003年の｢電気･電子機器廃棄物に関するEU指令(Dl'rectl've

2002/96/EC oD Waste Electrl'ca1 and ElectroDl'c Equl'pmeノ7t)を受け､ 2005

年にFASBスタッフ声明(FASBSta伴Position :FSP)として公表されたSFAS

第143号-1 ｢電子機器廃棄物債務の会計｣などがある｡

3 2環境会計における財務会計領域は､環境財務会計と呼ばれている｡

環境財務会計は外部環境会計に特化した性格を持ち､植田(2008,p.25.)

は｢環境問題に関連して発生した財務データを財務会計上で如何に認識･

測定･開示し外部に報告するかという問題を扱う｡｣と定義付けている｡

一方環境管理会計は､企業の内部環境会計に特化した性格をもつもので非

財務情報と財務情報を組み合わせたものである｡

44



る会計基準には構造的な違いがあるという｡

具体的には｢日本では汚染者負担原則33は環境基本法に明記されてはいるも

のの､それを米欧のように環境費用･債務の法的義務として一般的に明文化し

た個別法はないため､日本の上場企業においてはすでに約1800億円の環境引

当金が計上されているが､いずれも自主的な対応である34｡｣と指摘する｡

このように我が国において法整備と会計基準の関係がうまく成り立っていな

いという評価を下す｡その一方で米国については｢環境債務の評価構造の軸に､

汚染者負担原則に基づくスーパーファンド法やRCRA法35があり､企業は環

境法に裏付けられた環境債務から逃れられない立場に置かれており､長年にわ

たる環境債務評価の積み上げの最終結果として､将来の資産除去債務の推計把

握に至った36｡｣と高く評価する｡

そこでSFAS第143号の導入の背景を､次頁の図表3-1 ｢米国における主

な環境法の整備と関連する会計基準｣から､明らかにしていくことにする0

1970年代に入ると､米国では環境問題の中でも土壌汚染が表面化し､ 1976

年に資源回復保護法などを制定し対応を図っていた｡しかし､土壌汚染は企業

の資産価値の下落や信用の失墜による倒産という問題にとどまらず､健康被害

などを起こした｡

その土壌汚染が大きな社会問題に発展した事件が1978年にニューヨーク州

ラブキヤナル運河で起きた化学合成会社のダイオキシン等有害物質投棄事件､

3 3土壌汚染の浄化につき､有害物質処理に関与したすべての潜在的責任当事

者(Potentially Responsible Parties : P氏ps)に負担させること｡この潜

在的責任当事者は､連邦政府が投棄された場所の調査を行い決定する0

3 4藤井(2009,p.57.)

3 5 ｢包括的環境対処･補償･責任法(Comprehensive Environmental Response,

Compensation, and Liability Act: CERCLA)｣を､通称スーパーファン

ド法(Super fund Act)という｡

また､RCRA法とは｢資源保護回復法(Resource Conservation and Recovery

Act :RCRA)｣を指す｡

3 6同上(2009,p,57.)
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図表3-1　米国における主な環境法の整備と関連する会計基準

年代 豫(ｺｹd会計基準 ��

1970 都iD韜ﾋ兢ｸﾎﾈYﾉd5$d1975年SFAS第5号(偶発債務) ���������

1980 塔颯ｸ7ｸ7H4986嬰U$4ﾄd塔iDｸ7ｸ7H4986嬰淤2 ����������������������

1990 1996年SOP9.6-1(環境浄化債務) �

2000 )DX8X987H4(ｸ8ｸ62001年SFAS第143号 (資産除去債務) 2005年FⅠN第47号 (条件付資産除去債務) 2007年SFAS第157号(公正価値) ���������

(出所:光成(2008,p.218.)を参考に､筆者が作成)

いわゆるラブキヤナル事件である｡

その後ラブキヤナル事件は全米規模での土壌汚染調査-と発展し､問題を深

刻化させた｡そしてこの事件を契機に､ 1980年に制定されたのが､スーパーフ

ァンド法である｡

スーパーファンド法は､土壌汚染のある土地の浄化の責任主体を潜在的責任

当事者として､原則､連帯､遡及､無過失責任とした厳格な責任追及を行うも

のであった｡そのためこの責任追及の厳しさのため､土地の売買や再利用が活

発に行われず､放置されていく(ブラウンフィールド)問題が生じたため､2002

年にブラウンフィールド法を制定し再利用が促進されることとなった0

スーパーファンド法が､企業にインパクトを与えたのは責任追及主義以上に､

責任の｢遡及｣である｡

つまり法令制定以前の行為にも効力が及び､それが将来巨額の損失を発生さ

せかねないことは､企業にとって環境問題-の意識を高めるものといえる｡な

お日本の環境法に関して､このような遡及をうける法令はない｡

また一方で､企業が環境負債を認識しながら財務諸表-の計上をしない現状
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を踏まえ､米国公認会計士協会(The American lnStitution of Certified Public

Accou.ntants: AICPA)は1996年に環境負債に関する実務指針SOP96-1 ｢環境

修復負債｣ 37を公表し､スーパーファンド法などの環境法に義務付けられた環

境負債の認識･測定･開示の問題を取り扱った｡

このように米国においては､藤井(2009)の指摘するとおり､環境法等の法整

備と会計基準の設定がうまくかみ合い機能していることがわかる｡

一方､日本においても1975年に六価クロム事件38が発生したが､個別の対

応策にとどまった｡そのため1980年に制定されたスーパーファンド法に遅れ

ること20年余り､2002年の土壌汚染対策法まで法的対応を待つこととなった｡

)　　　このように2000年以前は､環境負債のうち①既に起こった汚染に対する修

復義務に関するものが中心であった｡しかし1990年代に入り､米国の環境負

債の対応は新たな局面を迎えた｡それは､③に対応する会計基準の設定である｡

つまり資産除去債務という､進行中の汚染に対する将来の閉鎖･除去義務の取

扱いが求められたのである｡

2. 2　SFAS第143号公表までの議論

1994年6月　FASBは､会計基準の設定事項における審議項目として財務会

計基準諮問評議会(The Financial Accounting Standards Advisory Council :

)　FASAC)からの助言に従い､除去コストの会計処理に関するプロジェクトまた
は環境コストに関するより広範囲のプロジェクトを立ち上げた｡

これにより原子力発電所解体コストの会計処理を審議事項に加え､その後他

業種の類似するコストも含めることとした39｡

3 7 SOP96-1 ｢環境修復負債｣は､ ｢StatemeBt OfPoeZ'tl'oB 96-1′ EDVl'poDmeBtal

Remedl'atl'oD Ll'abl'll'tleS, 1996J　を指す.

3 8六価クロム事件とは､東京都江東区などにおいて化学工場跡地から健康被

害をもたらす六価クロムが大量に発見された､日本の土壌汚染の代表的な

事件である｡

3 9秋葉(2008,pp.20-21.)
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当時､有形固定資産の除去に関する債務については､多様な会計実務が実践

されていた｡ある企業は減価償却累計額として取り上げ､また他の企業は負債

として計上し､その債務は関連資産の耐用年数に渡って比例配分していた｡さ

らに資産を除去するまで財務諸表上にそれに関する負債を全く認識しない企業

も多くあった40｡

つまりSFAS第143号設定前の有形固定資産の除去に関する会計基準として

SFAS　第19　号｢石油･ガス生産会社による財務会計報告｣ rStateLZ2eDt Of

Fl'BaBCl'31 AccoLtBtl'Dg and ReportlrDg No.19　by Ol'1 and Gas ProdLtCl'Bg

Companl'es)が存在していたo Lかしこの基準のもとでは､資産除去債務につ

いて独立した負債としてではなく資産の減額勘定として報告されることが多く､

十分な役割を果たせていなかった｡

このように資産除去債務という､進行中の汚染に対する将来の閉鎖･除去義

務に関する明確な規定が存在しないことが､会計実務における首尾一貫性を失

わせ､多様な会計処理を容認することになった｡

このため有形固定資産の除去に関する債務の認識及び潮定の基準を定め､そ

の会計処理を示すことが必要であった｡会計処理を示すことが財務諸表の比較

性を高め､投資家などに有用な情報を提供することにもつながる｡したがって

SFAS第143号は導入されたのである｡

1994年6月に立ち上げられたFASBの資産除去債務の会計基準の導入プロ

ジェクトは､ 2度の公開草案を経て､当初公開草案の公表から7年を経過した

2001年6月にSFAS第143号の公表に至る｡

日本と米国の資産除去債務に関する会計基準の公表までに至る議論を比較す

ると､それぞれの論点の違いを兄いだすことができる｡

前述のとおり　2007年12月　27日に公表された日本の会計基準及び適用指針

の公開草案に対するコメントは､翌年2月　4日まで募集された｡コメントとし

て挙がった　70件のうち主な項目(ひとつのコメントで複数の項目にまたがる

コメントあり)を挙げると､資産除去債務に対応する除去費用の資産計上と費

用配分(14件)､開示(12件)､資産除去債務の算定(11件)､用語の定義(7件)､

4 0秋葉(2008,p.21.)
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資産除去債務の負債計上(7件)､適用時期等(6件)､設例(6件)に関するもの

となっている｡

一見すると公開草案に対するコメントについて論点の集中は見られない｡こ

れは負債計上における会計処理､つまり､資産負債の両建処理と引当金処理の

比較という最大の論点が､それ以前の2007年5月　30日の論点整理において資

産負債の両建処理の採用を前提とした内容となっていたことが影響していると

推測される｡

実際､当時発表された論文等は､その多くが資産負債の両建処理の問題点を

指摘するものであった｡すなわち我が国において従来行われてきた引当金処理

)　　の正当性を主張し､引当金処理の継続適用や資産負債の両建処理との併用を意

図するものであった｡また関連する議論は2010年4月の強制適用を控えた時

期でさえも見受けられた41｡

一方米国においてはFASBから､ 1996年2月に資産除去債務の最初の公開

草案｢長期資産の閉鎖又は除却に関する負債の会計42｣ (以下｢当初公開草案｣

という)が公表され､ 123件のコメントレターが寄せられた｡この当初公開草

案は4年に及ぶ審議を経て､再度2000年2月改訂された公開草案｢長期資産

除去債務の会計43｣ (以下｢改訂公開草案｣という)として公表された｡さら

に審議を重ねたうえいくつかの修正を加え､ようやく　2001年6月にSFAS第

4 1資産負債の両建処理と引当金処理を扱った論文等は多数あるが､論点整理

の公表から資産除去債務会計基準の公表まで(2007.5.30.-2008.3.31.)

のものとしては､佐藤(2007)や千葉(2008)などがあり､資産除去債務会計

基準公表後(2008.4.1.-)としては､菊谷(2008b)や黒川(2009)などが挙

げられる｡

4 2　rPTOPOSed Statement Of Fl'naHCl'81 AccouHtIDg StaDdaldsJ AccouDtl'Dg

fo1- Cez･taln Ll'abl'll'tl'es Related to Closure or Removal of Long-Ll'ved

Assets, May 1996j

4 3　rProposed Statement of Fl'JZanCl'81 AccouDtl'Dg StaDdaTdsJ AccoulZtl'Dg

for Obll'gatl'oDS Assocl'ated wl'th Retl'rement of Long-Ll'ved Assets,

February 2000j
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143号の最終公表に至った｡

当初公開草案に対する123件のコメントレターは､その多くが資産除去債務

の定義及び範囲に関するものであった｡

具体的に言えば､法的債務に加え､推定的債務を負債として認識するとした

当初公開草案par.62.に対して､より多くのガイダンスの必要性を指摘したもの

であった｡

この論点に関する米国のコメントは､その後の改訂公開草案においても妥協

することなく指摘が繰り返された｡これらのコメントが繰り返されたことに対

してFASBは最終的な結論となるSFAS第143号公表直前に､この推定的債務

を資産除去債務の範囲から除外することを決断し､法的債務のみを取り扱うこ

ととした｡この重大な決断には､少なからずこれらのコメントなどが反映され

たのではないかと推潮できる｡

この米国のSFAS第143号導入までの論点を次頁の図表3-2の①から⑥の

項目に整理して､その議論の経過をみていくことにする44｡

図表3-2の論点項目(∋～③は､当初公開草案から改訂公開草案において結

論が変更された項目で､負債の名称･範囲及び認識対象に関連している｡

負債の名称(①)について当初公開草案par.4.は｢閉鎖または除却(cloSureor

removal)｣が用いられた｡また当初公開草案par.6.に限定列挙45で認識対象が

示されていたため､基準の適用(②)については原子力施設などを所有する一

部の企業と解されていた｡

また同じく当初公開草案par.4.において｢その債務は長期資産の閉鎖または

除却にかかわっており､その資産の現在の運転または使用が終わるまで履行で

きないもの｣とある｡このことから当初公開草案par.38.において資産の使用期

間中に生ずる債務(③)は基準の対象外であったことが明記されていた｡

44図表3-2を基にした､以下の議論の経過については､特段の記載や私

見の箇所を除き加藤(2006,pp.112-142.)に基づいている0

45原子力施設の解除､石油･ガス生産施設の解体及び除却､採掘施設の閉鎖

及び閉鎖後のコスト､埋め立て地の閉鎖及び閉鎖後のコスト､危険廃棄物

保管施設の閉鎖及び閉鎖後のコストが適用対象として示されている｡
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国表3-2　SFAS第143号導入までの論点

■論点項目 涛iDhﾏh､ｩ沓2000年改訂公開草案 Dd9cC8ﾘb���������������

①負債の名称 兔(ﾛﾘ*.(,ﾘｷﾜ)k資産除去債務 倬蝌ｸ鞋)k����������

②基準の適用 ﾋH|ﾘ郢ﾘ,x,ﾉ<.ｼh霻一般企業にも適用 ｩLｨｮ仂h,4ｹw�������������

③資産の使用 期間中に生ず ･る債務 舒顏,ﾉｸ､h+x.対象に含める ｸ,亊ﾈ-���������

④負債の範囲 囘4俐)k法的債務 囘4俐)k,ﾈ-ﾒ������

及び推定的債務 亶�-��I.�4俐)k��

⑤負債の当初 9ﾙ4侏ｸﾝﾘ廂&ﾈｵｩd公正価値(期待現在価 佰i8廂&ﾂ葦ｩ(ﾋｸﾝﾘ幵�������

認識 剩{を使用) 倆諍w����

⑥負債計上の 会計処理 倬蝎X俐(,ﾉ{ﾈﾉｨyﾒ資産負債の両建処理 倬蝎X俐(,ﾉ{ﾈﾉｨyﾒ������

(出所:加藤(2006,pp.112･142.)を参考に､筆者が作成)

それに対して､改訂公開草案は負債の名称((ら)に関しては資産除去債務

(aSSetreもirementobligation)が使用されるとともに､基準の適用(②)が一般

企業に向けられた｡

また新たに改訂公開草案par.7月こおいて､ ｢新しく制定された法律,規則ある

いは契約規定の変更によって､あるいは別のことで,他の実体に対する債務または

責任が発生することによって､資産の耐用年数のどこかで債務が発生したもの｡｣

と規定されたことにより､取得時などの当初認識以外にも､資産の使用期間に

わたって比例的･非比例的に発生するものや新たな法律の制定等により資産の

耐用年数のどこかで債務が発生した場合も加えられた｡

つまり資産の使用期間中に生ずる債務(③)が資産除去債務の対象に含めら

れたことになる｡

次に､論点項目④～⑤負債の範囲､負債の当初認識に関する議論の経過を薙

認するo
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前述のとおり､負債の範囲(㊨)に関しては､当初公開草案に対するコメン

トレターの最大の論点である｡ FASBもその動向を踏まえて2000年2月の改

訂公開草案を公表した｡しかし図表3-2の通り､2001年6月のSFAS第143

号公表において､その結論を変えることになった｡

川西(2007)は､一連の経過を､以下のように要約している46｡

FASBは､最初の公開草案において､推定的債務も範囲に含めることを捺

案し､推定的債務の特定は法的債務の特定に比べて困難であると認めた上

で､企業による判断を要求することとした｡これに対し､最初の公開草案

-のコメント提出者の多くは､推定的債務の特定に関して追加的な指針が

必要であると指摘した｡

そこでFASBは､改訂された公開草案において､法的債務と推定的債務の

区別には触れず､財務会計概念書　くCON) 47第　6号｢財務諸表の構成要

素｣の負債の定義に照らし合わせて判断することを提案した｡しかし､改

訂された公開草案-のコメント提出者の多くは､推定的債務の特定に関す

る追加的な指針がない限り､基準が統一的に適用されないと指摘した0

FAS第143号を公表するに当たり､ FASBは､推定的債務の特定は主観的

であることを認め､基準を統一的に適用するため､約束的禁反言の原則に

よるものを含めた上で､資産除去債務の範囲を法的債務に限定することで

合意した｡

すなわち､前述の当初公開草案par.4.において資産除去債務の範囲を｢法的

債務及び推定的債務｣とした｡そのことにより　FASBは両者の区別と推定的債

務の事例の詳細をもとめられることとなった｡よって､改訂公開草案では資産

46川西(2007,p.42.)

4 7FASBの財務会計概念書は､ ｢Statement of Financial Accounting

concept｣であり､ ｢SFAC｣または｢CON｣と略される｡

本稿では引用部分を除き､ ｢SFAC｣を用いる｡一般的に米国の概念フレー

ムワークを指し､本稿でもそのように取扱っている｡
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除去債務の負債認識は､以下の3つの条件がすべてみたされるものとした｡

A SFAC第6号『財務諸表の構成要素』のpar.35.の負債の定義に合致す

ること｡

B　その債務にかかわる資産を将来において引き渡す可能性が高い

(probable*)こと｡ (｢*｣および以下の｢※｣は筆者挿入)

C　負債金額が合理的に見積もり可能であること｡ (改訂公開草案par.5)

まずAに関して､菊谷(2008b)によれば､ ｢SFAC6(para.35.)では､負債は『過

去の取引または事象の結果として､ある企業が将来において他の企業に対して

資産を引き渡す､あるいは用役を提供する現在の義務から生じる､発生の可能

性の高い(probable※)将来の経済的便益の犠牲(future sacrifices of economic

benefits ariSingfrompresentobligationS)』と定義されている｡この定義にお

ける『発生の可能性が高い』 (probable※)は､ 『高度な期待(ahighdegreeof

expectation)を必要とする(FAS143, par.5.)』ものとされ､資産除去債務に

法的債務として組み込まれた禁反言の原則に基づくものは､この必要条件を満

たすもの｣ (菊谷(2008b,p.43.))であったと解している｡

実際､議論を進める上で問題となったのは､ Bに付けられた脚注であった｡

脚注には｢Bで用いられているprobableという用語は､ SFAS第5号『偶発事

)　象の会計』におけるpl.Obable串の意味,すなわち, 『将来事象の発生の可能性が

高い』という意味で用いられている｣と補足されていた｡

言い換えると､FASf=まSFAC第6号の負債の定義にあるprobable※とSFAS

第5号のprobable串を同義にとらえることを提案したのである｡

しかし､これは以下の点で矛盾を生んだ｡

FASBは､ 2000年2月改訂公開草案公表前にSFAC第7号｢会計上の測定に

おけるキャッシュ･フロー情報及び現在価値の使用｣ (StatementofFinancial

Accounting Concepts No. 7 〝UeI'Bg Cash Flow ZDfol･matloB and Present Value

I'D AccouLZtl'Dg MeaeuremeDtS")を公表している. SFAC第　7号は不確実性

(uncertainty)を取り扱っており､それを認識した負債の公正価値潮定に組み込

むことを主張した｡
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よって直後の改訂公開草案においても､負債の当初認識(⑤)を伝統的現在

価値技法から公正価値-と変更した｡そうなると､ SFAS第5号と　SFAC第7

号の不確実性の取扱いも同じでないと矛盾を生じることになる｡

まとめると､ FASBは､ SFAC第6号の負債の定義にあるprobable※とSFAS

第5号｢偶発事象の会計処理｣のprobable串が同義であること､更にSFAS第

5号とSFAC第7号の不確実性の取扱いも同じであることの2点について説明

を求められたことになる｡

この状況に対しFASBは､基準公表が間近に迫った2001年3月　27日に開催

された委員会において､重大な方針の転換を行うことになった｡負債の範囲か

ら推定的債務を除外し｢法的強制力のある債務(legally enforceable

obligation)｣とすることに同意したのだo　委員会のメンバーには｢法的強制力

のある債務｣と｢法的債務(legalobligation)｣との区別について懸念を表明す

るものもあった｡しかし推定的債務の除外という大きな足柳が取れたことの方

が大きいと考えるメンバーが多かったと思われ合意に至った｡

なおSFAS第143号においては､法的強制力のある債務は法的債務という名

称に変更され､法的債務には約束的禁反言の原則が含められた｡

前述した改訂公開草案でFASBが求められた2点に関しては､以下のような

説明がなされた｡

まずSFAC第6号及びSFAS第5号で用いられたprobableに関しては､SFAS

∫)　第143号par･5･において､ SFAC第6号の負債の定義において使用されている
｢可能性が高い｣という用語は､ SFAS第5号における｢可能性が高い｣とい

う用語と異なる意味で用いられている｡

そのためSFAS第5号では､相当程度高い期待があることが要求されるが､

SFAC第6号の負債の定義においては､結果が確実なことがほとんどない､不

確実の中で経済活動が行われていることを確認しているにすぎないと両者が異

なる意味で用いられていることを認めた｡

その上で｢SFAS第5号とSFAC第7号は,不確実性(uncertainty)を別の

意味で扱っている｡前者は負債が発生しているかどうかの不確実性であり,後

者は将来キャッシュ･フローの金額とタイミングについての不確実性である｡

SFAS第143号では､審議会は資産除去債務の測定に確率を組み入れることを
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決めているので､ 『可能性が高い』 (ほぼ確実)という　SFAS第5号の意味で,

その指針を適用することは出来ない｣ (SFAS第143号par8.13and35.)とし

たo　すなわち不確実性の取扱いにおいてSFAC第7号を優先させ､ SFAS第5

号の指針を取り入れることができないことを明らかにした｡

以上により､ SFAS第143号においては､改訂公開草案にあったBの条件は

削除され､負債の範囲(㊨)は｢法的債務のみ｣となり､その過程の中で負債

の当初認識(⑤)は､公正価値-と変更された｡

この一連の経過からFASBのスタンスとして､国際的な会計基準とのコンバ

ージェンスの中においても｢公正価値｣の採用に重きを置いていることが伺え

る｡

負債の当初認識(⑤)に関しても､我が国の資産除去債務会計基準やIASB

のIAS第16号が採用する割引価値ではなく､公正価値と明記している｡これ

はFASBのSFAS第143号の特徴の一つであり､この流れは､ IAS第37号改

訂案(2005)にも引き継がれようとしている｡

結果的に2000年2月改訂公開草案を公表する直前に出されたSFAC第7号

の役割は大きく､資産除去債務の当初認識を公正価値とすることの要因となっ

たといえよう｡

実際FASBは､公正価値以外にも2つの代替案を検討していたo

ひとつは､企業固有の測定を用いる方法であり､もうひとつはコスト集積に

よる測定である｡

企業固有の測定については､ SFAS第143号B37項において､その仮定には

企業が予謝する決済方法及び決済において間接費やその他の内部コストという

企業それぞれの裁量が反映されることを理由に不採用としている｡

一方､コスト集積による測定はリスク･プレミアムに関する過程を含まず､

公正価値と比較して市場参加者が行う予測キャッシュ･フローなど追加的な仮

定を持ち込まないという点においては､公正価値に対する優位性を持つもので

あった｡

しかし　FASBはコスト集積による潮定について､ ｢会計慣行であって市場を

再現する試みではなく､本質的に窓意的な規則になってしまい､比較優位性を

欠く｣ (SFAS第143号B40･41項)とし公正価値を採用した｡これは公正価値
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という結論が先立つとも取れる展開であり､我が国の資産除去債務会計基準や

IASBのIAS第16号との相違点として残った｡

ここまで､米国のSFAS第143号の公表までの議論を見てきたo

米国での最大の論点であった､推定的債務に関連する項目は､日本では多く

は見られなかった0　-方､日本での最大の論点であり､本章の最大のテーマで

ある､会計処理の問題､すなわち資産負債の両建処理及び引当金処理について

は､逆に米国では､図表3-2の負債計上の会計処理(⑥)からもわかるよう

に当初公開草案より資産負債の両建処理が採用されることが決まっていた｡

これは米国では､すでに1970　年代にアメリカ会計学会(American

hL　)　　AccountingAssociation: AAA)において､除去費用に関して引当金と資産の減

額を組み合わせた会計処理が発表された例もあり48､また実際にも資産除去債

務に類似した除去費用を負債に計上しようと試みた事例もある49｡

このようなことから､我が国と比較して資産負債の両建処理に対する抵抗感

は少なかったためと推潮できる｡

2. 3　SFAS第143号公表後の経過

2001年6月に公表されたSFAS第143号は､7年間粁余曲折しながらも結論

を得ることができた｡しかし､公表後に様々な問題が生じており､それは非金

.)　敵負債会計の蓋然性要件の削除の議論に関連するものであり､現在も続いてい
る｡

48Floyd Beamsの提案で､資産の評価勘定として引当金を設定することによ

り土壌汚染時には土地の簿価を控除し､浄化･修復された場合には減額や

消去を行うものである｡ (植田(2008,pp.49-51.) )

49FASBは､ 1975年のアラブオイルボイコットによる石油価格上昇に対して､

1977年　SFAS第19号において､特殊なケースではあるが資産除去債務の

計上を要求した｡しかし､それまでの処理を求めるすべての小さな石油会

社とガス製造会社による激しい抵抗にあい､結果的には､翌年1978年に基

準は修正されることになった｡ (植田(2008,p.108,))
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よって､ SFAS第143号公表後の負債計上に関する問題点とその対応を､以

下で見ていくことにしたい｡

2005年6月FASBは､ FASB解釈指針第47号｢条件付資産除去債務に関す

る会計処理-FASB SFAS第143号の解釈指針50｣ (以下､ ｢FIN第47号｣と

いう)を公表した｡

条件付資産除去債務(conditional asset retirement obligation)とは､資産除

去に関する法的債務の存在は認められるが､その決済の時期や方法が将来事象

に依存する債務であり､ SFAS第143号A23項の取扱いを明確化したものであ

るらlo

SFAS第143号の公表後､この条件付資産除去債務の会計処理が会計実務に

おいて統一されていないことが判明した｡

すなわち､不確実性の位置づけを､公正価値の測定に反映させる企業もあれ

ば､ SFAS第5号で使用される意味において､特定の方法により特定の時期に

決済される｢可能性が高い｣と判断された場合にのみ反映させる企業もあり､

また実際の除去まで負債を認識しない企業もあるなど､実務上の対応が分かれ

ていた｡

これに対してFASBはFIN第47号において､資産除去債務の決済の時期又

は方法(あるいはその両方)に不確実性がある場合でも､資産除去活動を行う

義務は条件付ではないことを理由に､負債の公正価値を合理的に見積もること

ができる場合52には､これを認識しなければならないとした｡

5 0　rFASB ZDterPretatl'oD No. 47(2005)　LrAccouDtl'Dg for CoDdl'tl'oDal Asset

Getl'remeDt Obll'gatl'oD3- aD l'DterPretatl'oD OfFASB Statement No. 143" j

5 1秋葉(2008,p.28.)

52　合理的に見積もることができる場合として､下記のa～Cが挙げられた｡

a　資産除去債務の公正価値が資産の取得価額に反映されていることが明

らかである｡

b　資産除去債務の移転のための活発な市場が存在する｡

C期待現在価値技法(excepted present value technique)を適用するた

めの十分な情報が存在する｡
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つまり､資産除去債務の決済の時期又は方法(あるいはその両方)に関する

不確実性は､公正価値の謝定借に反映させることが明確にされた｡

続いて2006年9月FASBはSFAS第157号｢公正価値の漸定53｣を公表し

た｡そのpar.5.において､負債の｢公正価値｣は､漸定日における市場参加者

の間の通常の取引において移転のために支払われる価格であるとされる｡これ

は､交換価格の考え方によるものであり､強制されたり清算されたりするとき

に使用されるものではない｡

SFAS第157号E23.b.により改正されたSFAS第143号par.8.には｢期待現

在価値による方法は､資産除去債務の公正価値を見積もるうえで､通常適切と

考えられる唯一の方法であり､この方法を用いる場合､期待キャッシュ･フロ

ーをリスク･フリー･レートに信用リスクを調整した利率を使用して割り引く｡

したがって､企業の信用度の影響は､見積キャッシュ･フローではなく､割引

率に反映される｡｣と規定された｡つまり､あくまでも公正価値評価を行うため

に期待現在価値を用いることが正当化･明文化された54｡

このようにSFAS第143号は､その公表後においてFIN第47号及びSFAS

第157号によりその運用が定められて行った｡

3　IASBにおける資産除去債務に関連する基準

前述したとおりIASBは､我が国の資産除去債務会計基準や米国のSFAS第

143号のように資産除去債務に関して独自の会計基準を持たない｡

つまり我が国の資産除去債務会計基準が整合性を要求される会計基準は､現

行の会計基準でいえば､ IAS第16号｢有形固定資産｣ (Pl･OPertJ; plant and

EqLtl'pmeDt:以下｢IAS第16号｣という)及びIAS第37号(1998)となるo

これらの会計基準に関する規定は､米国のSFAS第143号の公表までの過程

と密接に関連しており､それらを時点別にまとめた図表3-3で確認しながら､

5 3　r Statement of Fl'DaDCl'31 AccouDtl'ng StaHdal-ds No. 157　LrFal'r vTalLle

Measul･emeD tS " j

5 4秋葉(2008,pp.27㌧28.)
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以下の内容を見ていくことにする｡

ポイントとなる内容は2点である｡

ひとつはIAS第16号の二度の改訂(1998年及び2003年)により取得原価

に含まれる付随費用の範囲を変容させたことである｡これはFASBのSFAS第

143号の導入前後に行われ歩調を合わせ､資産負債の両建処理を会計処理とし

て正当化することを可能にしたという点である｡

しかしその変容によりIASBは､資産の定義との内部矛盾を引き起こすこと

になる｡

もうひとつはIAS第37号(1998)の引当金に関する規定が､その解釈の広さ

(唆昧さ)でSFAS第143号との整合性を保っているという点である｡

しかしこれも明確な会計基準であることが求められ､ IAS　第　37　号改訂案

(2005)を出すことになるのである｡

またこれらは､資産除去債務の資産計上および負債計上の認識や潮定におい

て理論的な拠り所とされるものであり､後述する会計処理の検討と関連するの

である｡

3. 1 IAS第16号における取得原価概念の変容

菊谷(2007)に基づく次頁の図表3-3によれば55､ 1993年12月､ IASB

の前身であるIASCにより､ IAS第16号｢有形固定資産の会計処理｣はIAS

第4号｢減価償却の会計処理｣を統合され､ IAS第16号｢有形固定資産｣に

改称･改訂された｡

有形固定資産の取得原価は購入対価および付随費用から構成されるが､ IAS

第16号｢有形固定資産｣において､購入対価は値引･割戻しを控除した購入

価格とする概念に変更はない｡しかし､付随費用に関しては､その範囲につい

て以下のような変遷が見られる｡

1982年当初および1993年IAS第4号統合時におけるIAS第16号が示す付随

費用の範囲は､ a.整地費用､ b.当初の搬入費･取扱費､ C.据付費､ A.建築技師･

5 5私見の箇所を除き図表3-3の説明は､菊谷(2007,pp.33-34.)に基づく.
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エンジニア等の専門家に対する報酬であり､稼働可能な状態にするための直接

付随費用のみであった56｡

このため資産除去債務のような解体･除去費用および原状回復に要する費用

は取得原価に含めていなかった｡それが1998年の改訂において､下記のe.が

追加された57｡

eJAS第37号｢引当金､偶発債務及び偶発資産｣により引当金(provision)

として認識される範囲内で､当該資産の解体･撤去および敷地の原状回

復に関する見積費用

囲表3-3　IAS第16号･IAS第37号(IASB)及び

SFAS第143号(FASB)の公表･改訂

年月 舒顏,ﾈﾏiUﾈ*h-淤/ﾉ>vR������

19.76.10 D9cHﾘj(ﾋ霍,ﾈ檍ﾇhyﾚ8ﾏiUﾂ��������

1982.3 D9chﾘj)tﾈﾆﾌY.磯蝌,ﾈ檍ﾇhyﾚ8ﾏiUﾂ��������

1993.12 D9chﾘj)tﾈﾆﾌY.磯蝴8ﾏiUﾂD9cHﾘh,i9ﾘﾘr����������

1996.2 d9cC8ﾘi9hﾏh､ｩ粂/ﾏiUﾂ���������

1998..9 D9chﾘc涛吋陝ﾉ/忠:紿ﾈ鵑xﾈ弌ﾉ/8.｣佇佰iUﾂ����������

<改訂内容>取得原価の付随費用となる項目を追加 

ⅠAS第37号｢引当金､偶発負債および偶発資産｣公表 

2000.2 d9cC8ﾘh淤/佰h､ｩ粂/ﾏiUﾂ��������

2001.6 d9cC8ﾘhﾏiUﾂ�����

2004.3 D9chﾘc#9D陝ﾉ/茶#9D(ﾈ陝ﾉ/8.｣#IDﾈ佰iUﾂ���������������

<改訂内容>付随費用の項目から引当金に関する規定を削除 

2005.6 D4(*ｨuD9c3xﾘh淤/佰h､ｩ粂/ﾏiUﾂ��������

 )

(出所:菊谷(200･7,pp.33･34.)を参考に､筆者が加筆を行い作成)

5 6a～dは､ 1982年IAS第16号(1982,par.ll.)より｡

5 7　eは､ 1993年改訂のIAS第16号(1993,par.16.)より｡
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すなわち限定的ながら､取得原価に算入できる付随費用の範囲を､当該資産

を稼働できるまでに必要とされる費用から､引当金と認識されれば当該資産の

解体･撤去と敷地の原状回復に関する見積費用を直接付随費用に含めることが

可能となった｡

このe.が追加されたことは､取得原価の範囲が単に拡大したということだけ

でない｡解体･除去費用及び原状回復に要する費用について引当金の認識要件

をあてはめている点に大きな意味がある｡

この点に着目すると､折しもこの改訂●が公表された1998年頃､米国のSFAS

第143号は当初改訂草案を公表し審議は進行中であった｡そのため資産除去債

務に関する規定は何も結論付けられていなかった｡つまりこの段階ではIASB

は独自に付随費用の規定を定めることが可能であった｡

すなわちIASB本来の思考は､この1998年の改訂案のe.にあるのではない

かとの結論に達するのである｡

しかしIAS第16号は､二度目の改訂(2003,par.16.)において､その原型はと

どめながらも､有形固定資産の取得原価について､以下の(a)～(C)のように規定

を一部変更した｡

(a)値引･割戻し控除後の購入価格(輸入関税と還付されない取得税を含む)

(b)当該資産の設備費､･経営者が意図した方法で稼働可能にするために必要

な状況におくための直接付随費用

(C)当該資産の解体･撤去費および敷地の原状回復費､取得時または特定期

間に棚卸資産を生産する以外の目的で当該有形固定資産を利用した結果生

じる債務の当初見積額

(a)購入対価､ (ち)直接付随費用に関しては､当初より変更は見られない｡

それに対して(C)解体･撤去および原状回復に関する費用について､ 1998年

の改訂e,と比較すると､有形固定資産の取得原価に将来の解体･撤去等の見積

費用が算入することについては変わりないが､引当金の認識要件に照らし合わ

せる部分が削除されていることがわかる｡

さらに引当金に変わり使用されている｢当初見積額｣という文言からは､資
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産負債の両建処理か引当金処理のいずれを妥当とするものかは判断がつかなく

なっている｡これは､二度目の改訂(2003年)が､ 2001年6月のSFAS第143

号の公表後ということもある｡そこで米国での資産負債の両建処理による会計

処理の決定を受けて､引当金に関する規定を削除したのではないだろうか｡

このようなIAS第16号における二度の改訂(1998年および2003年)に見

る｢取得原価概念の変容｣は､ FASBのSFAS第143号の導入前後に行われた

ものである｡

しかしこの変容は､ IASC　の概念フレームワークにおける資産の定義との内

部矛盾を引き起こす｡

3. 2　IAS第37号(1998)における引当金の概要

ここでは前述のIAS第16号1998年改訂において取得原価の付随費用とな

る項目として挙げられたe.の｢IAS第37号『引当金､偶発負債及び偶発資産』

により引当金(pl･OVision)として認識｣という部分に着目し､同時期に公表され

たIAS第37号(1998)における引当金の概要を考察する｡

改めてIAS第37号(1998)は､引当金を｢時期又は金額が不確定な負債｣で

あると定義し､ ｢企業が過去の事象の結果として現在の債務(法的又は推定的)

を有しており､当該債務の決済のために､経済的便益を持つ資源の流出が必要

となる可能性が高く､当該債務の金額について信頼性のある見積りができる｡｣

を認識要件としている｡

この規定から考えれば､仮に資産除去債務が負債の定義に合致し､さらに引

当金の認識要件を満たすならば､通常会計処理としても引当金処理が行われる

はずである｡

つまり､引当金として負債計上するとともに､それに対応する除去費用は費

用計上される｡

しかし､前述したとおりIAS第37号(1998,par.8.)では､ ｢他の基準で､支出

を資産とするか費用とするかについて定めている｡これらの論点は､本基準で

は取り扱ってない｡したがって､本基準は､引当金が設定されたときに認識さ

れた費用を資産化することについて禁止もしなければ要求もしない｡｣と規定さ
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れている｡つまりこの規定は資産負債の両建処理と引当金処理に関する優劣や

禁止について言及していない｡

IASの規定がこのように広義に解釈できる(暖味な)記述を採っていること

は､他の国際的な会計基準とのコンバージェンスを容易にし､基準を適用する

国などが多くなった場合においても､暖昧さを残すことで各国での適用をも容

易にする利点を持つといえる｡

一方で他の会計基準との整合性を明確に示しづらいという問題点もある｡

また同様にIASの規定は､資産除去債務に関連して資産負債の両建処理を検

討する際など､資産除去債務に関する資産計上の論点がIAS第16号に規定さ

れ､負債計上の論点はIAS第37号に分かれているため､両者を包含するSFAS

第143号などと比べて､理論的な整合性のバランスがとりづらいと言える｡

FASBは2001年6月にSFAS第143号の設定以降は､大きな改訂や負債の

基準との統合などの動きは見せていない｡

一方IASBは､ IAS第37号改訂案(2005)を公表することになり､引当金の問

題も含めて非金融負債の問題として取り組むことが､求められたのである｡

4　認識範囲に関する企業会計基準委員会の見解とその特徴

本節では､我が国の資産除去債務会計基準の公開草案などによせられたコメ

ントや当時の論文に対し､企業会計基準委員会がどのように見解を出し､結論

を導きだしたのかを項目別に取り上げることで､企業会計基準委員会の基本的

考え方を明らかにしたい｡

4. 1　認識範囲に関する企業会計基準委員会の見解

資産除去債務の定義は､基準第3項(1)において｢有形固定資産の取得､建設､

開発又は通常の使用によって生じ､当該有形固定資産の除去に関して法令又は

契約で要求される法律上の義務及びそれに準ずるものをいう｡｣とされる｡

この定義より推沸される資産除去債務の認識範囲に関して企業会計基準委員

会の考え方が表れている箇所を次頁の図表3-4に列挙した｡
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企業会計基準委員会は､ ｢法律上の義務及びそれに準ずるもの｣という範囲を

限定するにあたって次のようないくつかの見解を示している｡

まず､公開草案コメント3として寄せられた｢対象範囲を限定すべきではな

い｣という広義に解釈を求めるコメントに関しては､財務諸表の比較可能性の

観点及び国際的な会計基準との関係から意見を退けている｡

財務諸表の比較可能性という観点からの考察は､国内のみならず米国や　EU

域内などにおける比較可能性を含むと考えると､コンバージェンス以外の正当

な会計上の理由は存在しない｡また逆に､対象範囲を限定しないということ､

すなわち｢すべての範囲を含む｣ことが比較可能性を有するという見方もある｡

また同じく公開草案コメント3の｢企業の社会的義務としての除却｣に関して

は基準第　28項において企業の自発的な計画のみによって行われる場合は該当

しないことを規定し､範囲が拡大解釈されることを防いでいる｡しかし､なぜ

含まないのかという記述はない｡

一方で｢法律上の義務に限定すべき｣という意見に関しては､ ｢企業が負う将

国表3-4　認識範囲に関する企業会計基準委員会の見解

コメント･意見など 企業会計基準委員会の見解

･対象範囲を限定せ

ず含めるべき

(公開草案コメント

3より)

I ｢企業の社会的義務

としての除却｣を含

めるべき

(公開草案コメント

3より)

･会計基準の範囲を定めることは､財務諸表の比

較可能性の観点から当然要求されることである｡

国際的な会計基準においても､資産除去債務の会

計基準についてその範囲を定めている｡

(公開草案コメント3回答より)

･有形固定資産の除去が企業の自発的な計画のみ

によって行われる場合は､法律上の義務に準ずる

ものには該当しない｡

(資産除去債務会計基準第28項)
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)

巳｡)

･法律上の義務に限 唸ｮ仂h*ｩXH彧xﾉX8/ﾞkUﾈ,僵ﾘ防+x.����������

■定すべきという意見 h*ｩ8ｨ饑,h+X,Itﾉw,X*.h+x.ｨ,鶇+ｸ.ｨ,ﾒ��������

法令又は契約で要求される法律上の義務だけに 

限定されない(資産除去債務会計基準第28項) 

･国際的な会計基準においても必ずしも法律上の 

義務に限定されていないo 

(資産除去債務会計基準第28項) 

･法律上の義務に準 唳dzX8,ﾈｶk,傀+,ﾈ,h,ﾚHﾜ)k,ﾉyｨﾗ8/�����������

ずるものの定義 冤h.ｨ.,h*ｨ-ｩW8Eﾈ,宛k/輾+ZId}H,ﾒ����������

契約で要求される法律上の義務とほぼ同等の不 

可避的な義務が該当するo具体的には､法律上の 

解釈により当事者間での清算が要請される債務 

に加え､過去の判例や行政当局の通達等のうち､ 

法律上の義務とほぼ同等の不可避的な支出が義 

務付けられるものが該当すると考えられるo 

(資産除去債務会計基準第28項) 

･対象範囲の限定に 唳tﾈﾆﾌY.磯蝌/)uhｷ9H,Y_ｩ'Z8+x.,h*｢��������

より､有形固定資産 X*ｸ.h*(*H+,h,ﾚHｸ亊i+x.丶y4亳k*｢���������

を｢遊休状態で放置｣ (,h*(*H+,h,X*.ﾘ-ⅸ蝌ｸ鞋)k,ﾙDh����������

することが考えられ 8.ｨ,(.,ﾈ,hﾖﾈ*h.x.ｨ.薬����

る(公開草案コメン ト3より) 宙ﾏh､ｩ粂5(8986s89ｨ.h.ｒ�����

･禁反言の原則も法 唸檍ﾇhｮ顏帝c#畏,(,IdzX,傀+�����������

律上の義務に準ずる 亳k,h+X,I.ｨ*.芥+.ｨ.x,ﾈﾖﾈ*i_ｸ/:X-ﾈ*b��������

ものとして資産除去 �4ｹw����ｸ,�,�.�*儁ｸ*�/��ﾘﾘy4�,僵ｹ&h+x.�+�,b�

債務に含めることを ｯｩ(+X,H*(.ﾈ,X*.芥*.侘)¥ｨ,ﾈ馼ｸ/b�����������

明示すべき H+ｸ,ﾉｸｦﾈ8*,h,ﾙ4ｹX,(,hﾖﾂ�������������

(公開草案コメント h.薬��

4より) 宙ﾏh､ｩ粂5(8986sH9ｨ.h.ｒ�����

(資産除去債務会計基準､公開草案､コメントに基づき､筆者作成)
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束の負担を財務諸表に反映することが投資情報として有用であるとすれば､そ

れは法令又は契約で要求される義務だけに限定されない｡｣ (基準第　28項)と

している｡

｢法律上の義務｣を範囲とすること､またそれを定毒づけることは比較的容

易で客観性を有するが､ ｢法律上の義務に準ずるもの｣についてそれが容易では

ないことは前述のSFAS第143号の議論で確認済みである｡

さらに同項では｢債務の履行を免れることがほぼ不可能な義務を指し､法令

又は契約で要求される法律上の義務とほぼ同等の不可避的な義務が該当する｡

具体的には､法律上の解釈により当事者間での清算が要請される債務に加え､

過去の判例や行政当局の通達等のうち､法律上の義務とほぼ同等の不可避的な

支出が義務付けられるものが該当すると考えられる｡｣と規定している｡

しかし文章中の｢ほぼ不可能な義務｣｢法律上の義務とほぼ同等｣や文末の｢該

当すると考えられる｣という文言の唆昧さは､個々のケースでの判断を企業に

委ね､最終的には事例ごとに法的な判断をすることを意味するであろうか｡

また対象範囲の限定により有形固定資産を遊休状態で放置することが懸念さ

れるというコメントに関しては､ ｢有形固定資産を『遊休状態で放置』すること

ができるということは､除去に関連する法的義務がないということであるため､

資産除去債務は認識されないものと考えられる｡｣と応えており､法的義務の有

無を認識の拠り所にしている｡

ただ遊休状態で放置することがすなわち法的義務がないとする論法は飛躍が

あるのではないだろうか｡米国でのブラウンフィールド問題は､経済状況の悪

化を受け国内でも顕在化しつつあることを考慮すると､将来に向けては､環境

法などを含め､この間題に対応することが必要であろう｡

4. 2　認識範囲に関する国際比較

企業会計基準委員会の示す｢法律上の義務及びそれに準ずるもの｣という資

産除去債務の範囲は､国際的な会計基準とのコンバージェンスによるところが
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大きいと思われる｡

よってここではSFAS第143号やIAS第16号及びIAS第37号(1998)の

示す範囲と比較して､その異同や包含関係について検証していく｡

論点整理の【論点1】資産除去債務の範囲7. (2)及び8.には､以下のよう

に記されている｡

7. (2)米国会計基準における｢法的債務｣とは､法令若しくは契約の結果又は

禁反言原則に基づく契約の法律上の解釈により､当事者間で決済すること

が要請される債務をいう｡すなわち､米国会計基準の法的債務の範囲は,

法令若しくは契約の結果によるものと比べて多少幅広いものであり､禁反

言原則に基づく契約の法律上の解釈により当事者間での清算が要請される

義務､すなわち､企業による履行を第三者に合理的に期待させるような約

束に基づく義務も法的債務に含まれるo　なお､ SFAS第144号｢長期性資産

の減損又は処分の会計処理｣に規定されている有形固定資産の処分計画の

みから生じる債務は適用対象とならない｡

8.国際財務報告基準においては､米国会計基準とは異なり､資産除去債務に

ついて個別の基準書はない｡しかしながら､国際会計基準(IAS)第16号

｢有形固定資産｣において､有形固定資産の取得原価には､当該資産項目

の解体や撤去の費用､敷地の原状回復費用の当初見積額も含まれるとされ

ており､その中には､当該資産項目の取得時に生じる債務に伴うもののほ

か､特定の期間に棚卸資産を生産する以外の目的で当該資産項目を使用し

た結果生じる債務に関する費用の見積額も含まれる｡また､IAS第37号｢引

当金､偶発債務及び偶発資産｣において､ IAS第37号の負債は､過去の事

象の結果としての現在の債務であるとされており､それには法的債務だけ

でなく推定的債務も含まれる｡

すなわち､いずれの基準も法律上の義務(SFAS第143号でいう約束的禁反

言を除く法的債務)に関しては範囲に含めている｡しかし本章1. 1で指摘し

たとおり､我が国の資産除去債務会計基準における｢法律上の義務に準ずるも

の｣は限りなく法的債務に近いものを指す｡そのため推定的債務の入る余地は
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ほとんどない｡

これに対して､ SFAS第143号には推定的債務である約束的禁反言の原則を

認識している｡さらにIAS第37号においては推定的債務を含むことが明確に

示されている｡

まとめると資産除去債務の認識範囲は､日本の資産除去債務会計基準におい

ては､ほぼ法律上の義務であり､ ｢法令又は契約で要求される義務及びそれとほ

ぼ同等の不可避な支出が義務づけられるもの｣とされ､最も狭義と解される｡

米国のSFAS第143号における範囲も｢法的債務｣であるo　しかし｢法令若し

くは契約の結果によるもの又は推定的債務である約束的禁反言の原則を含む｣

ため日本の資産除去債務会計基準と比べると推定的債務を含む点で広義である｡

またIASBについては､ IAS第37号より｢法的債務及び推定的債務｣が範囲と

なり､最も広義なものである｡

またFASBは当初公開草案及び改訂公開草案においてその範囲に｢推定的債

務｣を含めていた｡このことから本来はIASBと同様の範囲であることが望ま

しいと考えられていた｡これに対し､日本については､そのような議論は見ら

れなかったことは､認識範囲について方向性に違いがあることが推測できるo

この論点においても企業会計基準委員会は､図表3-4の｢(約束的)禁反言

の原則も法律上の義務に準ずるものとして資産除去債務に含めることを明示す

べき｣(公開草案コメント4より､( )内は筆者が加筆)という意見に対して､

法律上の義務に準ずるものの定義を示したのち｢これらの考え方を踏まえ適用

対象になるか否かを総合的に判断することを期待しているのであり､ある個別

の事象を捉えてその性格を決定づけることは適切でないと考える｡｣としている｡

つまり､法律上の義務に準ずるものと約束的禁反言の原則との異同や包含関係

についても判断は示していない｡

4. 3　認識範囲に関する企業会計基準委員会の見解の特徴

これまで資産除去債務の認識範囲である｢法律上の義務及びそれに準ずるも

の｣に関して企業会計基準委員会の基本的な考え方を整理し､国際的な会計基

準との比較検討を行った｡
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そこから企業会計基準委員会の資産除去債務の認識範囲に関する見解の特徴

として以下の2点を挙げることができる｡

まずは資産除去債務の認識範囲が不明瞭であることである｡

本章4. 1で指摘した基準第　28項の文言の唆昧さや本章4. 2で取り上げ

た法律上の義務に準ずるものと約束的禁反言の原則との異同や包含関係の判断

を避けている｡

これ以外にも､公開草案コメント1において｢実務上の負担を考慮し重要性

に関する数値基準を設定し､重要性のない場合には計上対象から除いたり､発

生時に即時償却を認めるべき｣という意見に対するコメントとして｢資産除去

債務の重要性は『金額的側面及び質的側面』を企業ごとに勘案して判断される

べきで､個別のケースを想定して個々に重要性の取扱いを規定すべき性格のも

のではない｣と見解を示している｡

このような企業会計基準委員会のスタンスは､明らかに基準適用後の実務上

の混乱を招くことになる｡

仮にコンバージェンスが最大の理由であるとするならば､コンバージェンス

という理由をより明確に示すために具体的事例を示すべきである｡示したこと

により､すべてが一致しないまでも､それがコンバージェンスの許容範囲内に

あることを示すべきではないだろうか｡

資産除去債務専門委員会のメンバーであった黒川行治氏は､私見ではあるが

以下のように述べている｡

｢ASBJ　の当会計基準では､具体例が列挙されていないので明らかではな

いが､国際会計基準とのコンバージェンスの一環であれば､前者の会計観

に別して､債務の発生と認識する資産除去の義務は限定的であり､ ①原子

力発電施設の解体撤去義務(核原料物質､核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律)､ ②PCB廃棄物の無害化処理義務(ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の適正な処理の推進に関する特別措置法)､③アスベストの除去義務(前

逮)､④借地上に建物を建設している場合の原状回復義務(借地借家法等)､

⑤石油や天然ガスの採掘施設の解体･原状復帰義務､ ⑥鉱山の採掘跡の埋

め戻し及び植栽､坑井の密閉その他の鉱害の防止義務(採掘跡地に関する
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法律)等の法律又は契約で解体･撤去,原状回復義務が求められているも

のが,対象範囲として例示できよう｡｣

上記の事例は､すべて法律上の義務に該当するものであり､事例として資産

除去債務会計基準に列挙しても何ら問題は生じない｡また､国際的な会計基準

との整合性もある｡むしろ､このように限定列挙することで実務上の混乱は解

消されるのである｡

しかも他の基準と比較して我が国の資産除去債務会計基準における資産除去

債務の範囲は狭義であるため将来その範囲が拡大した場合など､他の基準との

)　　整合性を保ちにくいと考えられ､それも懸念材料のひとつである0

もうひとつの特徴は､推定的債務に関しての議論がほとんど見当たらないこ

とである｡もちろんSFASやIASの既存の会計基準を受けて､あとから検討す

るという観点からすれば､結論として推定的債務を含まないとするのが妥当で

ある｡

しかし､両者とも推定的債務を含めることに関しては積極的であるし､むし

ろFASBやIASBの思考はそこにあるのではないだろうか｡我が国の場合､企

業会計基準委員会が論点整理や公開草案で取り扱わないこともあり､当然コメ

ントは少なく議論にあがってこない｡

この点においても､将来環境会計が財務会計領域において環境負債として認

識を求める範囲は拡大していくことが想定される｡そのため米国のようにその

議論を早いうちに喚起しておくことは有用であったのではないだろうか｡

5　会計処理に関する企業会計基準委員会の見解

企業会計基準委員会は､資産除去債務の会計処理に資産負債の両建処理を採

用した｡ ｢資産負債の両建処理｣ ｢引当金処理｣のいずれを採用するか､論点整

理において会計処理に関する考え方が示されてから､様々なコメントや意見が

表明されたが､それを勘案し結論に至ったのである｡

ここでは､ 2つの会計処理に関する企業会計基準委員会の見解を中心に周辺

論点も含めて確認していく｡
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5. 1　資産除去債務の全額を負債として計上する理由

｢資産除去債務の全額を負債として計上する理由｣についての検討は､論点

整理【論点3】 24, -28.で問題提起され､基準第32項で｢資産除去債務の

会計処理の考え方｣として結論が示されている｡

論点整理【論点3】 24. -28.を要約すると以下のようになる｡

ここで論じられていることは､資産除去債務の負債性を検証するとともに､

｢資産負債の両建処理｣ ｢引当金処理｣のいずれで会計処理すべきかを理論的に

考察するものである｡

有形固定資産の除去に関する費用は､本来そのほとんどが将来の支払金額

や支払時期が確定していないため認.識されることはないが､それらが､法

律上の義務に基づく場合など有形固定資産の除去時に不可避に生じる場合

は､その金額が合理的に見積もられることを条件に､資産除去債務の全額

を負債として計上することが考えられるo

まず将来の支払金額が固定され､かつ､支払時期が確定している場合とし

て､資産負債の両建処理が用いられてきた｡ファイナンス･リース取引の

借手側の処理がこれに該当し､リース債務がリース料の総額からこれに含

まれている利息相当額の合理的な見積額を控除して負債計上され､リース

資産が割引後の金額(割引価額)で資産計上される｡

一方､将来の支払金額が固定されない又は支払時期が確定しない場合は､

これまで引当金処理が多く用いられてきた｡資産の保守サービス､確定給

付型の退職給付制度の下で退職給付として事後的に支払われる労働サービ

ス､オペレーティング･リース取引における資産賃貸サービスがこれに該

当し､将来キャッシュ･フローの見積額のうち､その時点までに発生して

いると見積もられる額をもって負債計上される｡

資産除去債務については､将来の支払金額が固定されない又は支払時期が

確定しない場合が通常である｡この場合､次の2つの方法が考えられるo

ひとつは引当金処理として､将来キャッシュ･フローの見積額のうち､そ

の時点までに発生していると認められる額をもって､負債を計上すること
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であり､もうひとつの方法として資産負債の両建処理としてファイナン

ス･リース取引の借手と同様の処理を行うことである｡

資産除去債務の将来の支払金額や支払時期が確定しない場合でも､法律上

の義務に基づく場合など､資産除去債務の範囲に該当すれば､有形固定資

産の除去サービスの支払いが不可避に生じることになるため､資産負債両

建処理の採用が考えられる｡更に環境問題を背景とした資産除去債務の早

期認識に対する関心の高まりや将来の負担を財務諸表に反映することは投

資情報に役立つといった､負債計上に対する情報ニーズから資産負債両建

処理の方がより一層対応したものと考えられ､支持されると考えられる｡

また企業にとっても不可避的な債務の把握を踏まえた投資意思決定を促進

するものであるから､負債計上は意義のあるものであるという意見もある｡

このような理由により､資産除去債務は返済義務のあるものとして負債に

該当するものとし､貸借対照表に計上されることとなる｡

すなわち､結論から言えば資産除去債務の負債性は､ ｢法律上の義務に基づく

場合｣及び｢合理的な見積額が算定できること｣を前提としている｡本来論ず

るべき会計理論からの検証としては理由に乏しい｡また｢合理的な見積額を算

定できること｣は､本来｢測定｣に用いられる要件であるものを負債の｢認識｣

要件に用いている点も指摘できる｡

他に資産負債の両建処理と引当金処理との比較が論じられている｡しかし要

約の冒頭にある｢有形固定資産の除去に関する費用は､本来そのほとんどが将

来の支払金額や支払時期が確定していないため認識されることはない｣という

思考のスタートラインに着目すると､法律上の義務に基づく場合などの前提を

満たすと､すぐにこれをもって資産負債の両建処理により会計処理を行うこと

が妥当な処理とは言い難い｡

5. 2　引当金との関係

次に企業会計基準委員会は､資産除去債務を資産負債の両建処理によって負

債に計上する場合､この負債と企業会計原則注解18の引当金とは切り離して
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整理されるべきと考えている｡

つまり､会計処理における貸方科目として資産負債の両建処理により計上さ

れるケースと､引当金処理により計上されるケースでは意味が異なるとしてお

り､資産除去債務の負債性から資産負債の両建処理が妥当であると指摘してい

る｡

佐藤(2007)は､このように資産除去債務と企業会計原則注解18の引当金

を比較すること自体に問題ありと指摘している58｡

つまり､論点整理の【論点1】 ｢資産除去債務の範囲｣では義務を基礎に説明

しながら､ 【論点3】では引当金のうち注解18の引当金と資産除去債務の関連

性を論じている｡よってこの場合の引当金も義務を基礎に置く引当金を比較対

象とすべきというものであり､この指摘は同意できるものである｡

【論点3】 29. -31.によると､企業会計原則注解18の引当金とは､収益費

用の対応概念を根拠として､将来的に発生する可能性が高い支出が当期以前の

事象に起因している場合における各期の負担に属する額の繰入残高と規定され

ている｡

そのため仮に資産除去債務を｢将来の支払金額が固定され､かつ､支払時期

が確定している場合｣と見た場合､ファイナンス･リース取引と同様の状態と

なるo　そのため､その経済的実態がリース物件を売買したものと認められるo

故に当期の負担に属する繰入額に対応する貸方項目である引当金とは切り離し

て整理されるべきとしている｡

一方｢将来の支払金額が固定されない又は支払時期が確定しない場合｣は引

当金処理が行われて来たケースが多かった｡しかし､資産除去債務として負債

計上を行う場合､それは｢費用性｣の観点から計上される引当金ではなく､情

報ニーズに対応した｢負債性｣の観点から計上されるものであるため､引当金

とは切り離して整理されるべきとしている｡

このことから企業会計基準委員会は資産負債の両建処理及び引当金処理を､

会計観(会計思考)で用いられる資産負債中心観及び収益費用中心観に当ては

めて考えていることがわかる｡

58以下の5. 2の指摘は佐藤(2007,p.30.)による｡
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つまり資産負債の両建処理は｢負債性｣を重視した資産負債中心観､引当金

処理は｢費用性｣を重視した収益費用中心観の思考に基づくものと捉えている｡

また修繕引当金との関係については､ 【論点3】 33.において､資産除去債

務と類似の性格を有することは認めている｡しかし修繕引当金は負債性の有無

に問題があることなどから､資産除去債務に焦点をあてることを優先するため､

有形固定資産の修繕自体を対象外としている｡

5. 3　資産負債の両建処理を採用した理由

本節のここまでの議論を受けて､基準第32項では､ ｢法律上の義務に基づく

場合など､資産除去債務に該当する場合には､有形固定資産の除去サービスに

係る支払いが不可避的に生じることに変わりはないため､たとえその支払いが

後日であっても､債務として負担している金額が合理的に見積られることを条

件に､資産除去債務の全額を負債として計上し､同額を有形固定資産の取得原

価に反映させる処理(資産負債の両建処理)を行うことが考えられる｡｣として

いる｡

またこれを前提に基準第　34項では｢有形固定資産の取得等に付随して不可

避的に生じる除去サービスの債務を負債として計上するとともに､対応する除

去費用をその取得原価に含めることで､当該有形固定資産-の投資について回

収すべき額を引き上げることを意味する｡この結果､有形固定資産に対応する

除去費用が､減価償却を通じて､当該有形固定資産の使用に応じて各期に費用

配分されるため､資産負債の両建処理は引当金処理を包摂するものといえる｡

さらに､このような考え方に基づく処理は､国際的な会計基準とのコンバージ

ェンスにも資するものであるため､本会計基準では､資産負債の両建処理を求

めることとした｡｣と結論付けた｡

さらに基準第41項において資産負債の両建処理は､ ｢有形固定資産の取得に

付随して生じる除去費用の未払の債務を負債として計上すると同時に､対応す

る除去費用を当該有形固定資産の取得原価に含めることにより､当該資産-の

投資について回収すべき金額を引き上げることを意味する｡すなわち､有形固

定資産の除去時に不可避的に生じる支出額を付随費用と同様に取得原価に加え
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た上で費用配分を行い､さらに､資産効率の観点からも有用と考えられる情報

を提供するものである｡｣としている｡

これらの資産負債の両建処理を採用した理由を挙げている基準第32項､第

34項､第41項に共通するのは､いずれも資産除去債務に係る支出額が｢不可

避的｣に生じる点､及び資産除去債務にかかる除去費用が｢取得原価｣である

ことを強調~している点である｡

つまり､国際的な会計基準とのコンバージェンスという大義名分もある｡し

かしそれ以外に法律上の義務に基づく場合などを前提として資産除去債務に係

る支出額は｢不可避的｣に生じるため負債計上され､付随費用として｢取得原

)　価｣とみなされ資産計上されるという論理で､資産負債の両建処理の採用理由

として成り立たせているのである｡

5. 4　引当金処理を不採用とした理由

論点整理が公表された段階から企業会計基準委員会の立場は､引当金処理に

は不利なものであった｡

論点整理第23項の文末には｢コメント等を踏まえて決定する｣と記述され

ているものの､同項冒頭には｢資産除去債務の負債計上が不十分であるという

指摘や国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点を考慮すると資産負債の

両建処理を採用することになる｡｣との前置きがあることからも推測できる｡

また基準第32項において｢有形固定資産の除去に係る用役(除去サービス)

の費消を､当該有形固定資産の使用に応じて各期間に費用配分し､それに対応

する金額を負債として認識する考え方がある｡このような考え方に基づく会計

処理(引当金処理)は資産の保守のような用役を費消する取引についての従来

の会計処理の考え方に採用される処理である｡このような考え方に従うならば､

有形固定資産の除去などの将来に履行される用役について､その支払いも将来

において履行される場合､当該債務は通常､双務未履行であることから､認識

されることはない｡｣と､論点整理における議論の導入とは全く逆に､双務未履

行を引当金処理の不採用の理由としている｡

論点整理第24項においては双務未履行の場合､従来多く用いられたのが引
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当金処理であったはずである｡この逆転した理論展開を可能にしたのは､やは

り｢法律上の義務及びそれに準ずるもの｣ ｢合理的に金額を見積もることができ

る場合｣という要件であろう｡

これとは逆に企業会計基準委員会の見解において､引当金処理の採用を考

慮･評価したと考えられる点について､以下の2点を紹介する｡

まず従来の会計処理法としての引当金処理を評価するという点で､論点整理

第22項において｢すでに引当金処理を採用し､引当金計上の実績がある場合

に､今後､資産負債の両建処理を採用しなければならないのかということにつ

いて十分に議論すべきではないかとの意見もある｡｣としている｡

つまり少なくとも1990年代以前において引当金処理は､国際的な会計基準

とも整合性を持っていたはずである｡

引当金処理が広く採用されなかったことについて､基準第22項は｢電力業

界で原子力発電施設の解体費用につき発電実績に応じて解体引当金を計上して

いるような特定の事例は見られる｣と表現している｡

さらに基準第31項において､ ｢引当金処理は､計上する必要があるかどうか

の判断規準や､将来において発生する金額の合理的な見積方法が必ずしも明確

ではなかったことなどから､これまで広くは行われてこなかったのではないか

と考えられる｡｣と引当金の認識基準や漸定には合理的な見積といった暖昧さが

あったと指摘している｡

しかしこれらの問題点は､有形固定資産の除去費用という将来の費用の認

識･測定に関して一般の企業に適用できる会計基準が存在しなかったことに他

ならない｡引当金に関する明確な会計基準を設定することで問題は解消される

と考えられる59｡

つまり引当金処理は､既存の会計基準のルールの中では､最善の会計処理で

あったとも言える｡

次に論点整理第22項では｢いずれの会計処理であっても､費用計上の観点

5 9その引当金に関する会計基準は､資産除去債務会計基準との整合性を踏ま

えて設定するのではなく､本来の引当金はどうあるべきかの視点にたった

ものであることが望ましいことは言うまでもない｡
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から検討すると､資産負債の両建処理においても有形固定資産の減価償却費の

計上により引当金処理と同様の費用計上を行うことができる場合には､損益計

算書-の影響は限定的であるo　しかし減価償却は､合理的に決定された一定の

方式に従い､毎期計画的､規則的に実施されるものであるため､有形固定資産

の除去サービスをその使用に応じて適切に各期に費用計上するという引当金処

理の結果と異なる可能性があり､その影響を勘案すべきとの意見がある｡｣とも

指摘している｡

つまり､毎期引当金として費用計上しそれを負債計上する方法と､使用期間

にわたって当初の会計処理に資産除去債務の見積もり変更を行う方法は､損益

)　　計算上大きな差異はないことを指すo　しかし､引当金処理には見積方法の明確

な規定はないこと､また資産負債の両建処理に関しては､減価償却という毎期

規則的に償却を行うことが会計処理として適切なのかという点において一長一

短である｡

会計処理に関しては､本章7で仕訳処理の事例を含めて考察を行う｡

5. 5　除去費用の資産計上と費用配分

会計処理の選択を検討する上で､資産負債の両建処理には重要な論点が残さ

れている｡それは本章において幾度となく触れた､負債として認識された除去

費用の資産計上(資産性の有無)である｡

企業会計基準委員会は､基準第　33項において｢引当金処理に関しては､有

形固定資産に対応する除去費用が､当該有形固定資産の使用に応じて各期に適

切な形で費用配分されるという点では､資産負債の両建処理と同様であり､ま

た､資産負債の両建処理の場合に計上される借方項目が資産としての性格を有

しているのかどうかという指摘も考慮すると､引当金処理を採用した上で､資

産除去債務の金額等を注記情報として開示することが適切ではないかという意

見もある｡｣としている｡

さらに基準第　32項において､資産除去債務に対応する除去費用を資産とし

て計上する場合にも｢当該除去費用の資産計上額が有形固定資産の稼動等にと

って必要な除去サービスの享受等に関する何らかの権利に相当するという考え
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方や､将来提供される除去サービスの前払い(長期前払費用)としての性格を

有するという考え方から､資産除去債務に関連する有形固定資産とは区別して

把握し､別の資産として計上する方法も考えられた｡｣として､付随費用として

有形固定資産の取得原価に加える以外の方法もあったことを明らかにした｡

その上で同項において｢しかし､当該除去費用は､法律上の権利ではなく財

産的価値もないこと､また､独立して収益獲得に貢献するものではないことか

ら､本会計基準では､別の資産として計上する方法は採用していない｡当該除

去費用は､有形固定資産の稼動にとって不可欠なものであるため､有形固定資

産の取得に関する付随費用と同様に処理することとした｡｣と結論づけるに至っ

た｡

以上のように､企業会計基準委員会は､自ら除去費用の資産性に疑問を呈し

たものの､取得原価の付随費用の要件に該当すること及び無形固定資産や長期

前払費用を消去法により選択から外すことで､有形固定資産として計上するこ

とにした80｡

次に除去費用の費用配分の論点からは､次の2点が取り上げられている｡

ひとつは､資産除去債務の対象となる有形固定資産が土地である場合の費用

配分である｡

土地に関する意見やコメントとしては｢資産計上された除去費用が有形固定

資産の減価償却を通じて各期に費用配分されるとすると､土地に関連する除去

費用(土地の原状回復費用等)は当該土地が処分されるまでの間､費用計上さ

れないのではないかという意見もある｡｣ (基準第　45項)や｢資産除去の発生

原因が土壌汚染の場合有害物質の除去費用が土地そのものに帰属するケースが

60これに関連して､基準第43項では｢実務上の負担等を勘案すると､関連

する有形固定資産と区分して別の資産として管理することは妨げられない

が､その場合でも､財務諸表上は､有形固定資産として表示することが必

要である｡｣としている｡これは実務上の負担を考慮し､帳簿上と財務諸表

との使い分けを認める配慮を示しながらも､本来付随費用として取得原価

に含めるべきものであるため､財務諸表においては有形固定資産に含めた

表示が求められるとしたものである｡

78



想定されるため､土地勘定(非償却資産)のみに関する規定の必要性の検討を

要請するコメント(公開草案コメント36)が挙がった｡

これらに対し企業会計基準委員会は､意見に関しては基準第　45項において

｢土地の原状回復等が法令又は契約で要求されている場合の支出は､一般に当

該土地に建てられている建物や構築物等の有形固定資産に関連する資産除去債

務であると考えられる｡このため､土地の原状回復費用等は､当該有形固定資

産の減価償却を通じて各期に費用配分されることとなる｡｣とした｡

またコメントの回答としては｢土地の汚染除去の義務が通常の使用によって

生じた場合で､それが当該土地に建てられている建物等の資産除去債務と考え

)　　られるときには､会計基準によって会計処理をする必要がある｡｣と見解を述べ

ている｡

しかし､一連の見解は､土地について適用がある場合､他の償却性資産と合

わせて発生することが前提となっており､コメントに対する適切なものとは言

えないものである｡

会計実務上は､資産除去債務会計基準の適用の決め手となる｢法律｣に何が

適用されるかが論点となる｡

鹿田(2008)によれば土壌汚染対策法が適用された場合｢法律上の義務｣が

認められるものは､汚染地として確認できている土地の数%程度であるが認識

されるという｡また適用される法律が増えたり法律が厳格化されることにより､

土地に資産除去債務が該当するケースが増えると予想されるため､土地勘定に

関する規定は将来に向けて検討されるべきであろう61｡

もうひとつの論点は､資産除去債務が｢使用の都度発生する場合｣の費用配

分の取扱いである｡

基準第　8項では､ ｢資産除去債務が有形固定資産の稼働等に従って､使用の

都度発生する場合には､資産除去債務に対応する除去費用を各期においてそれ

ぞれ資産計上し､関連する有形固定資産の残存耐用年数にわたり､各期に費用

配分する｡なお､この場合には､上記の処理のほか､除去費用をいったん資産

に計上し､当該計上時期と同一の期間に､資産計上額と同一の金額を費用処理

61　鹿田(2008,p.104.)
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することもできる｡｣と規定している｡

つまり､資産除去債務が使用の都度発生する場合は､原則として残存耐用年

数で費用配分する方法を用いながらも､いわゆる即時費用化も例外として認め

ることとなった｡

これに関しては､米国の会計基準との整合性として両方を認めていることも

ある｡またもともと使用の都度という想定自体､例外的と考えているため､大

勢に影響しないと考えたためであろう｡

しかし､両方の処理を認めることは､損益計算に大きな影響をあたえるとの

指摘もある｡引当金処理と資産負債の両建処理はいずれを選択しても損益計算

　　に大きな影響を与えないことを採用の理由に挙げた論点整理第22項の思考と

は矛盾する｡

さらにこの即時費用化の会計処理は､引当金処理と相似しており､その処理

を容認することは､資産除去債務会計基準が､資産負債の両建処理を原則とし

ながらも引当金処理を併用していることに他ならないのである｡

6　会計理論からの考察

これまでの資産除去債務の会計処理に関する議論を踏まえ､先行研究に基づ

いて会計理論からの考察を行う｡

まずは論点整理【論点3】で取り上げられた｢負債と引当金の関係｣を明ら

かにする｡資産除去債務会計基準によれば資産除去債務は負債として認識され

る｡そのため､資産除去債務を引当金処理する場合､引当金が負債に該当する

ことが必要条件となるためである｡

次いで､基準第　33項で取り上げられた｢除去費用の資産性｣を明らかにす

る｡資産除去債務を資産負債の両建処理する場合､この点が会計理論上で証明

されることが必要条件となるためである｡

また｢資産負債の両建処理｣ ｢引当金処理｣は会計理論上いかなる性質を持っ

ているのか､前節で取り上げた資産負債中心観や収益費用中心観を用いて検証

していく｡
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6. 1　負債･資産の定義および鍵概念

本題に入る前に各基準における負債62･資産の定義と鍵概念を確認しておく｡

我が国の企業会計基準委員会の『討議資料財務会計の概念フレームワーク』

によると､負債とは｢過去の取引または事象の結果として､報告主体が支配し

ている経済的資源を放棄もしくは引き渡す義務,またはその同等物｣であり､

資産とは｢過去の取引または事象の結果として,報告主体が支配している経済

的資源｣と定義される｡

負債および資産に共通する鍵概念は｢経済的資源｣であり､これはキヤツシ

　)　　ユの獲得に貢献する便益の集合体を指すo

次にIASB『財務報告に関する概念フレームワーク』における負債とは｢過

去の事象から発生した特定の企業の現在の債務であり､これを履行するために

は経済的便益を有する資源が当該企業から流出すると予想されるもの｣であり,

資産とは｢過去の事象の結果として特定の企業が支配し､かつ､将来の経済的

便益が当該企業に流入すると期待される資源｣と定義される｡

鍵概念は｢ (将来の)経済的便益｣であり､企業-の現金および現金同等物

の流入に直接的にまたは間接的に貢献する潜在能力を指す｡

最後に米国の概念フレームワークに相当する､ SFAC第6号｢財務諸表の構成

要素｣における負債とは､ ｢過去の取引または事象の結果として､特定の実体

が､他の実体に対して､将来､資産を譲渡しまたは用役を提供しなければなら

ない現在の債務から生じる､発生の可能性の高い将来の経済的便益の犠牲｣で

あり､資産とは｢過去の取引または事象の結果として､ある特定の実体により

62広瀬(2009)によれば､負債､債務及び義務とは､それぞれ以下のような

関連を持つ｡ ｢負債｣とは､一般に､約束の期日に支払わなければならな

い｢債務｣であり､ ｢負債｣の基本的な特徴は､企業が負っている｢ (現

在の)債務｣であるという点にある｡ ｢債務｣とは債務者が債権者に対し

て一定の行為または給付を遂行しなければならない｢義務｣または責任を

いい､ ｢義務｣は､支払義務というようにその多くが法律または契約によ

って法的に強制される法的債務である｡ (広瀬(2009,p.294.) )
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取得または支配されている､発生の可能性の高い将来の経済的便益｣と定義さ

れる｡共通する鍵概念は､ ｢将来の経済的便益｣であり､最終的に当該営利企

莱-の正味キャッシュ･インフローをもたらすことを指す630

ここまでをまとめたものが､図表3-5である｡

図表3-5　ASBJ･ IASB･FASBにおける概念フレームワークにおける

負債および資産の定義

ASBJ D4"FASB ���

負債 ﾈ竧処-ﾈ+ﾘ,ﾘ馼ｸ,ﾂ過去の事象から発生した ﾈ竧処-ﾈ+ﾘ,ﾘ馼ｸ,ﾂ����������

結果として､報告主体が支 .ﾈｮ仂h,ﾈﾋｸﾝﾘ,ﾈﾜ)k結果として､特定の実体 �����

配している経済的資源を X*.な+.ｨ/yｨﾗ8+x.ﾒが､他の実体に対して,秤 ������

放棄もしくは引き渡す義 ﾘﾆ兢h揺/tﾈ+r莱,資産を譲渡しまたは用  ������

務,またはその同等物 倬ﾋｩ9h･舒仂h*yzﾂ役を提供しなければなら �����

出すると予想されるもの (ﾋｸﾝﾘ,ﾈﾜ)k*yh+b.痛Jﾙh,ﾈEﾉｸ,ﾈﾘ(*(嵂xﾈﾆ兢h揺,ﾈｵﾙR���������������

資産 ﾈ竧処-ﾈ+ﾘ,ﾘ馼ｸ,ﾂ過去の事象の結果として ﾈ竧処-ﾈ+ﾘ,ﾘ馼ｸ,ﾂ����������

結果として,報告主体が支 .ﾈｮ仂h*ｨ迚Gｨ+ZH*結果として､ある特定の実 ����

配している経済的資源 *H彧xﾈﾆ兢h揺*ｩ9b体により取得または支配 �����

該企業に流入すると期待 8.ｨ,H*(.痛Jﾙh,ﾈEﾉｲ�����

される資源 ﾈﾘ(*(彧xﾈﾆ兢h傭�����

鍵概 ･念 佝倬ﾋ(将来の)経済的便益 傅ｹxﾈﾆ兢h傭b�������

(出所:斎藤(2007､ pp.256-257.)より)

各基準の比較について斎藤(2007)は､日本の負債及び資産の鍵概念である

｢経済的資源｣をキャッシュの獲得に貢献する便益の集合体と考えると各基準

に大きな差はないとする｡また資産の定義において､過去の事象の結果､報告

6 3斎藤(2007,pp.256-257.)
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主体による支配､経済的資源を要件とする点で同じであり､負債の定義におい

ても､過去の事象の結果､経済的資源の犠牲､義務などを要件とする点では同

じであると指摘する64｡

また相違点について斎藤(2007)は､日本の負債の定義には｢同等物｣を含

んでいるが､これは法律上の義務に準じるものが含まれるという意味であり､

FASBにおける｢債務｣の解釈(推定債務を含む)と整合的であるとしている

としている65｡

ちなみに企業会計基準委員会は前節の見解として｢法律上の義務及びそれに

)　　準ずるもの｣とFASBの法的債務(約束的禁反言の原則を含む)が同義である

ことには､肯定も否定もしていない｡

6. 2　負債と引当金の関係一引当金処理の検討-

次に各基準における負債の定義と引当金の認識要件の比較を行うことで,負

債と引当金の関係を会計理論上明らかにする｡

なお､いずれも現況において採用されている基準等を用いることにする｡

まず米国においては､引当金それ自体を他の負債と区別して論じることはほ

とんどなく､ FASBの概念フレームワークにおいても引当金に相当する項目を

特別に取り上げて検討していない66｡

次にIASBは､ IAS第37号(1998)において引当金を｢時期又は金額が不確実

な負債｣と定義し､負債に該当するかどうかについては､ IASB概念フレーム

ワークの負債の定義に従うとされている｡これは2005年に公表されたIAS第

37号改訂案(2005)においても同様である｡

川村(2007a)によれば､これは負債の定義と引当金の認識要件には重複す

る部分が多いためで､引当金の設定要件は一般的な負債の認識要件を援用して

6 4斎藤(2007,p,257,)

6 5同上(2007,p.257.)

6 6川村(2003,p.44.)
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若干の具体化が行われているにすぎないとしている｡実際IAS第37号(1998)

の引当金の要件は､ (a)企業が過去の事象の結果として現在の法的または推定的

債務を有し､ (b)当該債務の決済のために､経済的便益を持つ資源の流出が必要

となる可能性が高く､ (e)当該債務の金額を､信頼性をもって見積もることがで

きることとされる｡それに対して(a)の要件は負債の定義に含まれ､ (b)と(C)

においては資源の流出が必要となる可能性の高さと信頼性をもって見積もるこ

とができることという要件が追加されただけである67｡

最後に､日本における引当金の設定要件は､企業会計原則注解18に｢将来

の特定の費用又は損失であって､その発生が当期以前の事象に起因し､発生の

可能性が高く､かつ､その金額を合理的に見積もることができる場合｣と定め

られている｡

この引当金の設定要件を概念フレームワークの負債の定義と比較すると､ ｢将

来の特定の費用又は損失｣は｢将来の経済的便益の犠牲｣ ､ ｢その発生が当期

以前の事象に起因｣は｢過去の取引または事象｣に相当し､それ以外の引当金

の認識要件は更に詳細な負債要件であると藤田(2006)は指摘している68｡

すなわち負債の定義と引当金の認識要件は､同意である部分を除き､引当金

の認識要件が負債の定義を狭義にするものであるため､この考え方によれば引

当金は負債に含まれることになる｡

広瀬(2009)は､会計上の引当金を資産の部に記載される貸倒引当金などの

｢評価性引当金｣と負債の部に記載される｢負債性引当金｣に大別し､さらに

｢負債性引当金｣を｢法的債務性｣の観点から整理を行い修繕引当金及び特別

修繕引当金が｢法的債務性のない引当金｣ ､退職給付引当金や製品保証引当金

などその他の負債性引当金は｢法的債務性のある引当金｣に分類している69｡

また広瀬(2009)は負債を属性別に分類しているが､修繕引当金や特別修繕

引当金といった｢法的債務性のない引当金｣はその中の会計上の純負債として

位置付けている｡

6 7川村(2007a,p.5.)

6 8藤田(2006,p.78.)

6 9広瀬(2009,p.304.)
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すなわちその分類によれば､負債は法的債務と会計上の純負債に分類される｡

その会計上の純負債として実質優先主義の見地から計上される｢リース負債｣

と並んで､期間損益計算合理化の見地から計上される負債として｢法的債務性

のない引当金｣が挙げられている70｡

この見解によれば､負債に該当する引当金に｢法的債務性のない引当金｣も

含まれることになる｡

ここまで負債と引当金について2つの説を取り上げた｡

藤田(2006)は抽象的であるが､引当金が負債に包含される関係にあるとし､

広瀬(2009)は､評価性引当金を除く負債性引当金すべてが負債に該当すると

の立場をとっている｡

しかし一方でIAS第37号改訂案(2005)及び企業会計基準委員会の公表する

｢引当金に関する論点整理｣では｢債務性のない引当金｣である修繕引当金や

特別修繕引当金を負債から除外する方向である｡

そのため今後の非金融負債会計の方向性からすれば､企業会計原則注解18

との整合性が保たれないため､企業会計原則の改訂を含めた対応が迫られるこ

とがわかる0

-方､川村(2003)は今後の国際的な会計基準のコンバージェンスの観点から

興味深い検証として｢日本の引当金の設定要件とFASB･IASBの負債の定義｣

の比較検討を行っている71｡

まず､ FASB･IASBそれぞれの負債の認識要件の共通点を①～⑤にまとめた

上で､検証を行っているo

7 0広瀬(2009,p,295.)

71この比較検討は､下記の2点が満たされていることを根拠に､有効な検証

であるという考えに至ったものである｡

･各基準の負債の概念が､概ね同意であることが確認できたこと｡

･FASBは引当金と負債を区別して論じないこと､ IASBは引当金認識要

件と負債の定義の共通点が多いことから引当金の設定要件を負債の定義と

置き換えるのが可能であること｡
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①現在の債務であること

(参過去の事象に起因していること

③将来において経済的便益の移転を伴うこと

④蓋然性が高いこと

⑤信頼性をもって測定できること

川村(2003)の検証によれば､企業会計原則注解18　における｢当期以前の事

象に起因し｣は②､ ｢発生の可能性が高く｣は④､ ｢金額を合理的に見積もる

ことができる｣は⑤に対応している｡

｢将来の特定の費用又は損失｣を､ ①及び③と照合すると､まず③について

引当金の設定要件には､経済的便益の犠牲の形態が将来における特定の費用ま

たは損失の発生に限定されていることであるから､両者は対応していると言え

る｡しかし①と照合することにより､対応関係にはないため､引当金には負債

の｢現在の債務｣という認識要件が欠けているということがわかるという72｡

この相違は､当然我が国の引当金の設定方法が損益法の考え方から導き出さ

れているのに対し､米国や国際会計基準における負債の認識要件は財産法(質

産負債観)の考え方から導き出されているという基本的なアプローチの違いに

起因していると考えられる｡そのため､我が国で引当金として設定されている

もののなかには負債の定義にいう｢債務｣でないものが含まれている可能性が

あるとも指摘している73｡

つまり､川村(2003)の検証によれば､日本の引当金は負債の定義にある｢将

来の経済的便益の犠牲｣であるが､ ｢現在の債務｣ではないことになる74｡

7 2川村(2003,pp.43-44.)

7 3同上(2003,p.47,)

74同上(2003,p.42.)

FASB･IASBはそれぞれの負債の定義において､ FASBが｢将来の経済的便益

の犠牲｣であると､いわば経済的視点に立った定義をしているのに対し､

IASBは負債を｢現在の債務｣であると､いわば法律的視点に立った定義を

している点が異なっている｡
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これ自体､ IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトの暫定合意で

ある､負債は｢現在の(経済的)債務｣であることと帝離している｡

このように考察していけば､ますます企業会計原則を現状のまま維持してい

くことが困難なように思える｡

6. 3　除去費用の資産性一資産負債の両建処理の検討-

ここでは､これまでに何度となく取り上げてきた資産除去債務に対応する除

去費用が資産性を有するかについて､いくつかの先行研究を紹介しながら検討

∫ )　　する｡

-4 )

本章3. 1において確認したように､ IAS第16号は､その変遷において取

得原価の概念を変容させ､二度の改訂を通じて､資産除去債務の除去費用を取

得原価の付随費用として構成することを可能にした｡

しかし､そのことはIASB『財務諸表の作成及び表示に関するフレームワー

ク』の資産の定義である｢過去の事象の結果として当該企業が支配し､かつ､

将来の経済的便益が当該企業に流入されることが期待される資源｣と内部矛盾

を抱えることになった｡

菊谷(2007)は､ ｢将来の解体･撤去時における支出(現金価格相当額)を取

得時点(当初認識時点)の取得原価に含めることは､ IAS16 (2003年改訂)が

定義する『当該資産取得のために支出した現金価格相当額』とは異なる取得原

価概念であり､内部矛盾している｡｣と指摘する｡

さらに｢当該資産廃棄時点の支出が､将来の経済的便益を稼得する能力に寄

与できたとは言い難い75｡｣と指摘したうえで､ ｢有形固定資産の取得時点の現

金価格相当額および廃棄処分時点の現金価格相当額(または資産除去債務が認

識された時点の割引価値)との合計額に基づく減価償却費は､過去支出額と将

来支出額との混合による費用であり､当該期間の収益と同期間的･同価値的な

対応(適正な期間利益の算定)は確保できない｡将来支出額の割引価値に基づ

いて償却するのであれば､過去支出額も当期現在の価値水準に修正した基礎価

7 5菊谷(2007,p.38.)
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顔(原則として再調達原価76)に基づいて減価償却を行うべきである77｡｣と

している｡

また佐藤(2007)も除去費用が､資産の定義にある将来の経済的便益という要

件を満たすことに関して､ ｢将来経済便益であるためには､キャッシュ･インフ

ローを将来企業にもたらすことが必要であるが､この借方項目は資産除去債務

という将来キャッシュ･アウトフローの害帽l価値を負債計上した結果として現

れたものであるから､将来キャッシュ･インフローと結び付けて説明すること

は困歴であるといわざるを得ない78｡｣と否定的な見解を示している｡

さらに｢また､将来キャッシュ･アウトフローの割引価値を負債計上した結

果ということからすれば､当該資産の計上額はある意味の支出額ということと

なるo　つまり､計上された資産の当初認識時の測定額は､謝定対価としての取

得原価という牲質を持つこととなる.本来､取得原価は､一方で､当初認識時

の公正価値としての性質をもっていると説明されるのであるが､公正価値とし

ての説明は可能であろうか｡もともと資産としての意味づけが疑わしい項目の

取得原価であるから､『論点整理』では,謝定対価という観点から､付随費用と

しての性質を持っているとして､有形固定資産の取得原価に算入するという会

計処理を合理化しているようである｡しかし､本来､有形固定資産を購入して､

使用可能な状態にするために有形固定資産の使用開始前に負担するコストであ

る付随費用と､最終時点である除去に際して負担するコストとを同様に処理で

きるかは疑問である79｡｣とも指摘している｡

以上のように先行研究によれば､赤塚(2008)も指摘するように｢結局のとこ

ろ､資産取得にかかる付随費用の項目とするかたちでしか､将来の資産除去費

用を取得原価-算入することを説明しえない80｡｣という結論に達することに

76･ ｢再調達原価｣は､本章2. 2でいう｢コスト集積｣による測定と同意で

ある｡

7 7菊谷(2008a,p.14.)

7 8佐藤(2007,p.31.)

7 9同上(2007,p.31.)

8 0赤塚(2008,p.71.)
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に同意する｡また､大日方(2007)の表現を借りれば､資産負債の両建処理の採

用は､除却債務の負債計上が重視される一方その相手勘定の資産性についての

検討が犠牲にされてしまった感が否めない81｡

総括すれば､企業会計基準委員会の示した基準第33項の懸念通り､資産除

去債務に対応する除去費用は資産性を有しているとは言えず､この点に関して

資産負債の両建処理は､検討の余地があるとの結論が得られた｡

6. 4　資産負債中心観と収益費用中心観

) 本章6. 2で示した川村(2003)の検証において､引当金の設定方法につい

て　FASB･IASBが財産法(資産負債中心観)から導きだしているのに対し､

日本は損益法(収益費用中心観)に基づくことから相違が生じたことを紹介し

た｡

広瀬(2009)によれば､財産法と損益法は日本に古くからある利益計算の考

え方に基づく会計理論のひとつで､この財産法と損益法は､資産負債アプロー

チと収益費用アプローチや､資産負債利益観と収益費用利益観などとも呼ばれ､

いずれも同意であるとしている82｡

本稿では､引用の箇所を除き､資産負債中心観及び収益費用中心観､両者の

折衷的な思考を混合思考中心観という83｡

1990年代以降､各国の会計思考はそれまでの収益費用中心観から資産負債中

心観に重きを置きつつあると言える｡資産負債中心観とは､資産と負債の認識

と鄭定を重視し､それに基づいて損益計算を行うものであり､ストックを中心

に会計の考え方を組み立てるものである｡収益費用中心観とは､収益と費用を

8 1大日方(2007,p.102.)

8 2広瀬(2009,p.38.)

83資産負債中心観は､菊谷(2008)･佐藤(2007)は｢資産負債利益観｣､松

本(2006)は｢資産負債中心観｣と記述しており､様々である｡

また野口(2012)は､それぞれを｢伝統的会計モデル｣と｢純資産会計モ

デル｣であると表現している｡
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直接測定しそこから期間利益を誘導すること､つまり期間損益計算を重視し､

それに基づいて資産と負債の認識及び測定を従属させるものであり､フローを

中心に会計の考え方を組み立てるものである｡

論点整理において､引当金処理は｢当期の負担に属する繰入額に対応する貸

方項目｣ (論点整理第30項) ｢費用性の観点から計上される｣ (論点整理第

31項)と解される｡さらに除去費用もその都度見積もって費用計上されること

からも､収益費用中心観として捉えられていることがわかる｡

それでは､資産負債の両建処理は､資産負債中心観･収益費用中心観のいず

れの会計思考に基づくものであろうか｡

これまで確認してきたことなどから､資産負債の両建処理は｢負債性の観点

から当該資産除去債務が負債に計上され｣ (論点整理第31項) ､その負債と

同額を関連する有形固定資産の帳簿価額に加えて資産計上することから､資産

負債中心観を採用しているものと考えられる｡

しかし､佐藤(2007)や松本(2006)などは､いずれも資産除去債務会計基準の

採用する資産負債の両建処理は｢混合思考中心観｣であるとの立場をとってい

る｡

佐藤(2007)によれば､論点整理にいう資産負債の両建処理は, ｢負債計上

の側面では,資産負債利益観の観点から支出義務というストックの認識を求め

ながら,損益計算の側面では,収益費用利益観の観点から資産除去費用を有形

A)　固定資産の使用期間全体-配分するという配分原理が働いている混合利益観で
ある84｡｣とし､これが資産負債の両建処理の最大の特徴であると指摘してい

る｡

また松本(2006)も､資産負債の両建処理は資産除去債務という負債につい

て､資産負債中心観の本来あるべき公正価値会計に忠実に計上することを求め

ながらも､そのまま損失として認識せず除却費用を資産計上し減価償却により

費用配分するという損益計算における期間費用の変動回避の思考をもつ混合会

計であると指摘している85｡

8 4佐藤(2007,p,35.)

8 5松本(2006,pp.48-49.)
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いずれも､資産除去債務の負債計上についてのものではなく､除去費用を資

産計上し減価償却により費用配分することに､資産負債中心観としての一貫性

が欠如していることを指摘するものである｡

7　会計処理の考察

本節では資産除去債務の会計処理を､以下に示す2つの会計思考に基づいて

分類し､仕訳処理を用いながら､様々な会計処理に関する考察を行う0

7. 1　2つの会計思考を用いた会計処理の考察

考察の手順は､以下のとおりである｡

次頁の図表3-6は､佐藤(2007)が用いた資産除去債務の会計処理の分析

視点である2つの会計思考(資産負債中心観･収益費用中心観及び-取引基準･

二取引基準)を参考に､筆者が､資産除去債務の会計処理を6つの区分に分類

したものである｡

そのうえで検討1として､以下の4つの会計処理法について､図表3-6の

分類についての解説および図表3-7の仕訳処理を用いて､それぞれの概要や

仕訳処理の特徴および採用可能性について検討を行う｡

｢本来の資産負債両建処理｣ ｢取得時費用処理｣ ｢残存価額控除法｣および

｢除去時費用処理｣は､会計理論上検討可能な会計処理であるが､これまで用

いられたことはない会計処理である｡

｢除去時費用処理｣は､これまで有形固定資産の除去費用の会計処理として

用いられてきたが､資産除去債務の会計処理としては､論点整理の検討事項に

も挙がらなかった会計処理である｡

さらに検討2として､図表3-6および図表3-8の仕訳処理を用いて､資
●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●      ●

産除去債務の会計処理として実際に検討された｢資産除去債務会計基準におけ

る資産負債両建処理(-取引基準) ｣ ､ ｢資産負債の両建処理(二取引基準) ｣

及び｢本来の引当金処理｣について､概要や仕訳の特徴から両者の比較分析を

行う｡
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なお本節においては､ ｢資産負債の両建処理｣及び｢引当金処理｣を詳細に

検討することになるため､資産除去債務基準において採用された資産負債の両
●     ●     ●     ■     ●     ●     ●     ●     ●     ■     ■

建処理は｢資産除去債務会計基準における資産負債の両建処理｣ ､従来除去費
●      ●      ■

用に関して採用された引当金処理を｢本来の引当金処理｣とする｡

検討1. 4つの会計処理に関する分析

まずは4つの会計処理法･について､図表3-6のように分類した過程につい

て解説する｡

｢本来の資産負債の両建処理｣は､図表3-6において｢資産負債中心観･

-取引基準｣の区分に分類される｡

この処理は､資産負債の両建処理が資産除去債務の負債計上に基づきその除

去費用が資産計上される｡そのため本来資産負債中心観に基づくものと考えら

図表3-6　2つの会計思考に基づく資産除去債務の会計処理の分類

-取引基準 �?�竧処ｮ顏��

資産負債中心観に 冏ｹxﾈ蝎X俐(,ﾉ{ﾈﾉｨyﾒ ����

基づく会計処理 宙ﾉ�:#���

取得時費用処理(検討1) 偃i;韜餒yﾒ伊#������

(有形固定資産取得税を計上) 宙��蝌�ｸ餒��/�ﾇh�2��

混合思考中心観に 俶9h廁ｧｨﾕHd伊# ������

基づく会計処理 倬�蝌�ｸ鞋)k�檍ﾇhｮ顏�,�*�*��別個の資産として計上され 

る資産負債の両建処理 倬蝎X俐(,ﾉ{ﾈﾉｨyﾒ����

(検討2) 宙ﾉ#"��

収益費用中心観に 除去時費用処理(検討1) �

基づく会計処理 hｾyﾒ伊#"本来の引当金処理(検討2) ������

(減価償却費を計上) 宙初9hｾﾄｩ?ﾈ/ﾇh2����

( )は､取扱う箇所(検討1または検討2)を示す

(出所:佐藤(2007,pp.31･35.)､菊谷(2008a,pp.4･19.)を参考に､筆者が作成)
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" )

れるためであり､除去費用を付随費用として取得原価に含めることを考慮する

と-取引基準に該当する｡

次に｢取得時費用処理｣は､ ｢本来の資産負債の両建処理｣を簡便的な処理

に置き換えたものである｡

そのためこの処理は資産負債中心観に基づく処理である｡そのため取得時に

負債計上とともに資産計上を行う-取引基準との関連が強いと考えられるo　し

かし二取引基準としてとらえることも会計処理上は可能である｡そのため両方

に分類されている｡

また｢残存価額控除法｣は､連続意見書第三(第一　四)に基づく処理であ

る｡

この処理は､取得時に資産除去債務を負債として認識せず､それを資産計上

する会計処理は行わない｡しかし毎期末に減価償却の追加計上として損益計算

に反映させるものである｡したがって資産負債中心観及び収益費用中心観の両

方を併せ持つ｢混合思考中心観｣に該当する｡そのため図表3-6において｢混

合思考中心観･-取引基準｣の区分に分類される｡

｢除去時費用処理｣は､従来有形固定資産の除去費用の処理について､原子

力発電施設解体引当金等に計上されるものを除き､一般的に行われてきた会計

処理法である｡資産除去債務会計基準適用後も､資産除去債務として負債計上

されないものについては､この会計処理方法が適用される｡

この処理は､除去サービスの支出時に費用を一括計上するため収益費用中心

観に該当するものと考えられる｡さらに取得時に費用に関する会計処理を行わ

ないことから｢収益費用中心観･二取引基準｣に分類される｡

引き続き､これら4つの会計処理86の仕訳処理を次貢の図表3-7で確認に

しながら､分析を行っていく｡

なお仕訳処理はいずれも､で1期首に資産除去債務に該当する有形固定資産

(取得原価300,000,耐用年数3年,残存価額0)を取得し､耐用年数経過後

(T3期末)に資産除去費用30,000を支払う場合を前提としており､資産除去

債務を割引価値で算定することは考慮していない87｡
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囲表3-7　4つの会計処理法の仕訳処理

　つ

会計処理法 俶Io8yﾒ��

本来の資産負債 彦ﾈｯｨ磯蝌靖;韜竰���

.両建処理 宙墲冲ﾈﾆ�ﾌY.磯�蜩3��ﾃ���壱�ﾋｸｾ�2���ﾃ����

(借)有形固定資産30,000(質)資産除去債務30,000 

(借)有形固定資産取得損30,000(貸)有形固定資産30,000 

で1-で3各期末(減価償却時) 

(借)減価償却費100,000.(質)減価償却累計額100.,0.00 

で3期末(資産除去費用支払時) 

(借)資産除去債務30,0.00(貸)現金30,000 

取得時費用処理 彦ﾈｯｨ磯蝌靖;韜竰���

(借)有形固定資産300,000.(貸)現金300.,0.00 

(借)有形固定資産取得損※30,000(貸)資産除去債務30,000 

T1-で3各期末(減価償却時) 

(借)減価償却費100,000.(貸)減価償却累計額100,000. 

で3期末(資産除去費用支払時) 

(借)資産除去債務30,000.(質)現金30,000. 

※二取引基準に基づく場合は､資産除去費用となるo 

残存価額控除法 匹ｯｨ磯蝌靖;韜竰����

(借)有形固定資産300,000(質)現金300,000 

T1-で3各期末(減価償却時) 

(倍)減価償却費110,000(貸)減価償却累計額110,000 

で3期末(資産除去費用支払時) 

(借)減価償却累計額30,000(貸)現金30,000 

除去時費用処理 匹ｯｨ磯蝌靖;韜竰����

(借)有形固定資産30.0,000(貸)現金300,000 

T1-T3各期末(減価償却時) 

(借)減価償却費100,000(貸)減価償却累計額100,COO 

T3期末(資産除去費用支払時) 
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(借)資産除去費用30,000(質)現金30,000 

(出所:佐藤(2007,pp.31･35,)､菊谷(2008a,pp.4･19.)を参考に､筆者が作成)

86なお､図表3-7で用いた会計処理法の名称などについては､下記のとお

りである｡

｢取得時費用処理｣は､川西(2007)によればFASBがSFAS第143号当初

公開草案作成時に｢(認識時に)即時費用｣として取り扱ったものである｡

なお本稿では｢取得時費用処理｣の仕訳処理の科目について､佐藤

(2007,p.33)で使用されているものを用いている｡

｢残存価額控除法｣という会計処理名は､菊谷(2008a,p.6.)によるもの

であり､政岡(2008)はこれを｢残存価額において考慮する処理｣と表現

している｡

｢除去時費用処理｣について､本稿では､ ｢取得時費用処理｣と区別するた

め｢除去時費用処理｣という名称にしている｡

ちなみに菊谷(2008a)はこれを｢期間費用算入法｣と呼んでいる｡

8 7実際､資産除去債務は現在価値技法により当初認識される｡

したがって資産除去債務の時の経過による負債の変動額は利息法を適用す

ることによって､当期首の負債額に配分される｡当該負債の変動額を漸定

するのに用いられる利子率は､当初認識時の信用リスク調整後リスク･フ

リー･レートによるo
●     ●     ●     ●     ●     ●     ■     ■     ●     ●     ■     ●     ■

図表3-8における｢資産除去債務会計基準における資産負債両建処理｣
●      ●      ●

及び｢本来の引当金処理｣を信用リスク調整後リスク･フリー･レートが

5%であると仮定した場合､各期費用の計上は､どちらの方法を用いても

Tl(109,934),　T2(109,998), T3(110,067)

となり差異は生じない｡

また他の論点に関しても信用リスク調整後リスク･フリー･レートを考慮

する､しないにより結果に影響を与えないため､本稿では紹介を省略した｡

なお､信用リスク調整後リスク･フリー･レートを考慮した場合の仕訳処

理は､菊谷(2008a,pp.12-16.)を参照のことo
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｢本来の資産負債の両建処理｣は､資産除去債務を資産の取得(認識)時に

期間費用とする会計処理である｡

図表3-7の仕訳処理でもわかるように､資産取得時に有形固定資産の購入

対価(300,000)とともに､資産除去債務(30,000)を負債計上する｡資産除去債

務と同額である除去費用は付随費用(30,000)として有形固定資産に含められ

ると同時に､有形固定資産取得損として損失(費用)計上される｡

｢有形固定資産取得損｣という科目を用いるのは-取引基準に基づくためで

あるo佐藤(2007)も支出及び支出義務の負担合計330,000だけの犠牲を払い

ながら300,000の価値の有形固定資産を取得したのだから､ ｢有形固定資産取

･き　　得軌として30,000だけ計上されるべきとしている880

またこの処理は松本(2006)のいう､ ｢資産負債中心観にあるべき会計シス

テムは公正価値会計であるから､除却費用をそのまま損失として認識すること

は､会計理論上整合性をもつもの89｣という主張にも合致するものである｡

しかし､一旦取得した有形固定資産は､会計理論の整合性を保つためだけも

のであり､資産性は有していないと解される｡

｢取得時費用処理｣は､ ｢本来の資産負債の両建処理｣の仕訳処理を簡便的

にしたものである｡

この処理は資産除去債務として負債計上されたものを有形固定資産に計上し

ない｡そのまま有形固定資産取得損として損失(費用)計上することにより､

′つ 一旦有形固定資産として計上することを省略するものである.

しかし､これら｢本来の資産負債両建処理｣及び｢取得時費用処理｣は資産

除去債務が使用期間中に発生する場合もあることや収益を生み出す前に多額の

費用が発生することがFASB当初公開草案で指摘されており､議論の対象には

至らなかった90｡

今後の採用可能性としては､会計基準の設定に関して､会計理論を厳密にあ

てはめることを重視すること､たとえば｢資産除去債務に関する会計基準は資

8 8佐藤(2007,p.33.)

8 9松本(2006,p,48.)

9 0川西(2007,p.44.)
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産負債アプローチという会計理論を厳密に適用すべき｣という考えに基づかな

い限りは､採用の可能性は低いといえよう｡

｢残存価額控除法｣は､取得時に実際､資産除去債務の負債計上､除去費用

の資産計上は行わない.その一方で減価償却計算では考慮された減価償却費が

計上されるため除去費用は､減価償却費の追加費用として計上される｡つまり

｢負の残存価額｣とみなされる91｡

この処理における資産除去費用は減価償却費の中に混入･計上され､当該資

産に係る総費用の回収計算の構成要因となることができる｡しかし当該資産の

帳簿価額が利用期間中にマイナスになるケースがあるなど､｢貸借対照表上の資

産価額の合理性は考えていない92｣という会計処理上の重大な欠点を抱えてい

る｡よって採用の可能性は将来に向けても非常に低いといえよう｡

｢除去時費用処理｣は､資産除去サービス時にかかる支出額を除去時に費用

化するものである｡

この処理は､IAS第16号(2003改訂,par.6.)で有形固定資産の取得原価が､

当該認識日(すなわち取得時点)の｢現金価格相当額｣であるべきであるとい

う考えに基づく｡この取得原価に基づき減価償却や期末評価額の基礎価額が決

定されることは､適正な期間損益計算･財政状態の表示に重要な意義を持つと

解されるo　さらに米国SFAC第6号において示される資産の定義である｢将来

の経済的便益を獲得する能力｣の観点から､これに(経済的便益獲得能力を喪

)　失した)資産除去債務を含めないと考えるべき解釈を採っている930
｢除去時費用処理｣は､有形固定資産の除去費用の処理について資産除去債

務会計処理基準適用後も､資産除去債務として負債計上されないものについて

適用される｡

しかし資産除去債務の会計処理という点において適用を検討すると､これま

での議論より資産除去債務を負債として認識することは問題ない｡そのため負

債計上を行わない｢除去時費用処理｣の適用は難しいと言えよう｡

9 1菊谷(2008a,pp.6-8.)

9 2新田(2007,p.3.)

9 3菊谷(2008a,pp.4-5,)
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検討2.実際に検討された会計処理法の比較および分析

 l

｢資産除去債務会計基準における資産負債の両建処理｣は､資産負債中心観･

収益費用中心観にあてはめると､その両方を併せ持つことは前述した0
●      ●      ■      ●      ■      ●      ●      ■      ■      ●      ■      ■      ●      ■

それに基づけば｢資産除去債務会計基準における資産負債の両建処理｣は図

表3-6において｢混合思考中心観･-取引基準｣の区分に入るo

また基準第　42項において検討された､除去費用を資産計上する場合に､有

形固定資産の取得原価に含めず､ ｢別個の資産として計上する方法｣が採られた

場合は､ ｢混合思考中心観･二取引基準｣に該当する｡

一方佐藤(2007)は｢本来の引当金処理｣は､ ｢収益費用中心観･二取引基

準｣の区分に入ると指摘する94｡

つまり引当金として認識された除去費用が､有形固定資産の使用期間にわた

り毎期合理的に見積もった上で引当金に繰り入れ費用計上される点から､損益

計算を中心とした会計思考であり､毎期計上を行うことから有形固定資産の取

得と除去は別の取引として処理していると考えられるためである｡

またこの方法における｢二取引基準｣を｢-取引基準｣に置き換えると､計

上された費用は､ ｢引当金繰入｣から｢減価償却費｣に変わることになる｡

さらに｢減価償却費｣として計上することは､有形固定資産を有することを意

味するのが一般的であるため､取得時に資産計上すれば｢混合思考中心観･-

取引基準｣となる｡

この｢混合思考中心観･-取引基準｣は､まさに資産負債の両建処理そのも

のを指す｡

また図表3-8に示したこれらの処理は､いずれも各年度の負債計上額及び

総費用額が同額であることがわかる｡

すなわち､固定資産の負債計上について有形固定資産の取得段階で固定資産

を330,000と300,000にするかの違い以外は､期間損益計算においても各期末

に同額の費用計上(110,000)がなされるためいずれの会計処理によっても差が

生じないことを意味する｡

9 4佐藤(2007,pp.33-34.)
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よってこの結果から､期間損益計算上同様の効果が得られるとすれば､ ｢資産

除去債務会計基準における資産負債の両建処理｣ ｢本来の引当金処理｣のいずれ

を選択するかは､資産除去債務会計基準の指摘する｢負債計上の不十分｣とい

う､取得段階での有形固定資産の負債計上が問題ということになる｡

この点に関して植田(2008,p.124.)では､ SFAS第143号の履行による財務諸

表及び財務比率の影響を検討している｡

まずその影響として(有形固定資産)の簿価の増加及びそれと同額の負債(質

産除去債務)の増加が生じ､追加計上される費用(減価償却費及び資産除去債

務に対する利息費用)の発生による純利益の低下があると指摘している｡

それを基に具体的に図表3-8の会計処理から両者の相違を確認する｡そう

すると除去費用の資産計上か費用計上かという点のみが相違点だと判明する｡

そのため実際は資産(有形固定資産)の簿価の増加のみが相違点となる｡

よって財務比率-の影響も､資産回転率の低下(資産レベルの上昇による)､

資産収益率の低下(純利益の低下及び資産の増加による)などに限定される｡

例えば､資産回転率(この場合有形固定資産回転率)は､有形固定資産の取

得を積極的な設備投資と捉えると､売上高等収益の増加率が有形固定資産の増

加率を上回らなければ､自然と回転率は低下する｡当然短期間のみでの比較は

できないが､見掛け上は資産効率が悪くなるのが一般的である｡

つまりこの例からもわかるように､投資家等-の情報提供の観点から財務比

率-の影響をもって懸念することはないと考えられる｡逆に資産除去債務を認

識するか否かで､正当に認識する企業が不利益をこうむることが､財務諸表の

企業間の比較可能性の観点から大いに懸念されるべきであろう｡

以上の考察から､検討可能な会計処理について､その性質や仕訳処理から､
■     ■     ●     ■     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ●     ■     ●     ●

やはり資産除去債務の会計処理として｢資産除去債務会計基準における資産負
●      ●

債の両建処理｣ ｢本来の引当金処理｣に絞られることがわかった｡

さらにその両者を財務比率への影響などから分析しても､本稿で示した資産

負債の両建処理が引当金処理に対して､優位であるわけではなく､両者の併用

や引当金処理の採用再論が検討可能であることがわかる｡
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図表3-8　実際に検討された会計処理法の比較および分析

)

会計処理法 俶Io8yﾒSｯｨ,倬蝌ｸ鞋)k,丼h+x.冲ﾈﾆﾌY.磯蜥鞍�����������得原価300,000,耐用年数3年,残存価額0)を取得し､耐用 

年数経過後(で3期末)に資産除去費用30,000を支払う場合) 
●■ 資産除去債務会計基 Sｯｨ磯蝌靖;韜竰�����

準における資産負債 宙墲冲ﾈﾆﾌY.磯蜩33ﾃ壱ﾋｸｾ3篥｣��������������

の両建処理 忠�ﾒ倬�蝌�ｸ鞋)k�3�ﾃ����

(-取引基準) Sﾘ,S8ｦXｯｩib依霍鰾������

(借)減価償却費110,000(貸)減価償却累計額110,000 

で3期末(資産除去費用支払時) 

(借).資産除去債務30,000(貸)現金30,000. 

資産負債の両建処理 �,S�ｯｨ��磯�蝌靖;韜竰�

(二取引基準) 宙墲冲ﾈﾆ�ﾌY.磯�蜩3��篥������ﾒ侏ｸｾ�3��ﾃ�����

(借)無形固定資産30,000.(貸)資産除去債務き0,000 

で1-で3各期末(減価償却時.無形固定資産償却時) 

(借)減価償却費100,000(質).減価償却累計額100,000 

(借)無形固定資産償却10,000(質)無形固定資産10,ロoo 

で3期末(資産除去費用支払時) 

(借)資産除去債務30,000(貸)現金30,000 

▼ 本来の引当金処理 彦ﾈｯｨ磯蝌靖;韜竰���

(二取引基準) 宙墲冲ﾈﾆ�ﾌY.磯�蜩3��ﾃ���壱�靈ｸｾ�3��ﾃ����

で1-で3各期末(減価償却時) 

(借)減価償却費100,000(質)減価償却累計額100,000 

(借)資産除去引当金繰入※10,00.0(質)資産除去引当金10,000 

T.3期末(資産除去費用支払時) 

(借)資産除去引当金30,000(質)現金30,.000 

栄-取引基準と考えれば､減価償却費に含められるo 

その場合の仕訳処理を示せば下記のとおりとなるo 

(借)減価償却費※10,000(質)資産除去引当金10,000 

(出所:佐藤(2007,pp.31-35.)t菊谷(2008a,ppA･19.)を参考に筆者が作成)
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7. 2　会計理論との整合性に基づく会計処理

これまでにも資産負債の両建処理に関して､その会計処理を行うために､除

去費用の負債性および資産性が必要であることを論じてきた｡

資産除去債務自体の負債性は｢法律上の義務及びそれに準ずるもの｣を満た

すことにより問題は生じない｡むしろ問題はその認識範囲が､基準ごとに推定

的債務を含むか否かにより､大きく異なることにある｡

よって問題点としては､除去費用の｢資産性｣､つまり､常に資産計上を行う

ことの是非を問うことになる｡

我が国における基準設定前後において､その議論が多くなされた｡

その主な問題点を改めて整理すれば､以下の4点となる｡

まず基準第　33項｢結論の背景｣において｢資産負債の両建処理の場合に計

上される借方項目が資産としての性格を有しているのかどうか｣と述べられて

おり､更にその上で､ ｢引当金処理を採用した上で､資産除去債務の金額等を注

記情報として開示することが適切ではないかという意見もある｡｣としている｡

つまり､企業会計基準委員会自体疑義を有したまま採用に踏み切った観が否

めない｡山中(2007,pp.106-107.)が指摘するところによれば､論点整理が公

表された翌月の2007年6月に行われた企業会計基準委員会とFASBの第3回

定期協議において､企業会計基準委員会は資産負債の両建処理を採用する方向

であるとの考えを示したという｡

また基準第22項の冒頭においても､ ｢これまで我が国においては､例えば､電

力業界で原子力発電施設の解体費用につき発電実績に応じて解体引当金を計上し

ているような特定の事例は見られるものの､国際的な会計基準で見られるような､

資産除去債務を負債として計上するとともに､これに対応する除去費用を有形固定

資産に計上する会計処理は行われていなかった｡企業会計基準委員会は､有形固定

資産のこのような除去に関する将来の負担を財務諸表に反映させることは投資情

報として役立っという指摘などから､資産除去債務の会計処理を検討プロジェクト

として取り上げることとした｡｣としている｡

つまり我が国の資産除去債務会計基準は､導入前から国際的な会計基準が採

用する資産負債の両建処理の採用にあったのではないかということである｡
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二つ目はIASBなど各概念フレームワークの資産の定義にある｢将来の経済的

便益｣に該当するのかという点である｡

つまり､廃棄時点の支出が,将来の経済的便益を稼得する能力に寄与できた

とは言い難く､従来キャッシュ･インフローと結び付けられていた資産の性質

である将来経済便益が､支出額というキャッシュ･アウトフローから計上され

ている観点から疑問が投げかけられた｡

三つ目として､ IAS第16号の取得原価の定義｢当該資産取得のために支出

した現金価格相当額｣に､ ｢除去時の支出額｣を含めることには異論があり､そ

れによって定められた取得原価から行われる減価償却の配分額の意義が兄いだ

せないとの指摘もある｡

最後に四つ目として､減価償却を行う点からは､資産負債中心観に基づく負

債計上を重視した会計処理を求めながら､一方で減価償却による期間損益計算

を意識した計算も含んでいると考えられる点が指摘された｡

つまり､資産性の観点から､様々な基準に照らし合わせて考えると､この除

去費用は､本章3. 1のIAS第16号の｢取得原価概念の変容｣などにより｢取

得原価に対する付随費用｣であるとしか説明がつかないことになる｡

この矛盾点が､資産除去債務に関する会計基準の導入により生じたことを確

認するものが､図表3-9および図表3-10であるo

まずは､次頁の図表3-9により､資産除去債務会計基準導入前を確認するo

図表3-9は､資産除去債務会計基準導入前に､固定資産の除去費用が､会

計処理上どのように行われていたのか､それが会計理論(概念フレームワーク

の資産および負債の定義､会計基準における引当金の定義や認識要件を満たす

か密かなど)に則した会計処理だったのかを指すものである｡

図表3-9の見方を説明すれば､表の上下は､会計理論(概念フレームワー

クの負債の定義を満たすか否か)による負債性の有無､表の左右は､同様に資

産性の有無を指す｡

たとえば､左上の①のブロックに分類される除去費用は､会計理論として｢負

債性･資産性｣の両方を満たし､会計処理として(借方)資産､ (貸方)負債と

仕訳されることにより､整合性が保たれていることを確認する｡
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図表3-9　資産除去債務会計基準導入前　　　　　　　　　　　(筆者作成)

資産性あり 倬蝎ｸ,R����

負債性あり ��･�9h,�+R�磯�蜥������②原子力発電施設解体引当金等 (費用など)×× 

(負債)×× 忠X俐(,r����

-資産負債の両建処理 坪初9hｾyﾒ���

負債性なし (･h,R磯蜥㊨(②に該当しない)除去費用 (費用など)×× ⁾�������

(現金等)×× 宙ﾋｸｾ�9著�����ﾘ�ｸ韜餒���yﾒ�

.)

このように､会計理論の定義の要件を充足し､それに基づいて会計処理が行

われていれば､ ｢会計理論に基づく会計処理｣が行われていることになり､両者

は合致していると考え､合致していなければ問題点として捉える｡

そう考えれば､会計処理として①のブロックは資産負債の両建処理が該当し､

②は引当金処理が該当し､ ③は　く固定資産の除去費用としては)該当なし､ ㊨

は除去時費用処理が該当することになる｡

それでは順に考えていく｡

資産除去債務会計基準適用前の段階で､ ①のブロックに分類される取引項目

は存在しなかった｡つまり資産負債の両建処理も､この段階では存在しなかっ

た｡

次に②のブロックは､特定の業種で引当金計上が認められていた､原子力発

電施設解体に係る除去費用の見積額などが分類されていた｡この②のブロック

は､企業会計原則注解18に基づく引当金が収益費用中心観に基づき｢引当金

繰入(費用など)･引当金(負債など)｣と仕訳されていた｡

左下の③のブロックは､基準適用前後いずれにおいても､除去費用として分

類されるものはない｡同様のものとしては､有形固定資産の取得後支出にかか

る資本的支出が該当する(これに関連する考察は巻末の付録を参照のこと)0
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最後に④のブロックは､ ②に該当しない除去費用が除去時に一括して､支出

とともに費用計上されていた｡

このように資産除去債務会計基準導入前の段階では､単純に除去費用は②と

④に整理され､その区別も明確で､引当金として認識されたものが負債計上さ

れていたと考えられ､ ②と④の区別は､引当金の認識要件を用いていたと考え

られる｡

つまり､資産除去債務会計基準導入前は､会計理論と会計処理が整合性をも

っていたことがわかる｡

次に資産除去債務会計基準導入後はどのようになったかを示したのが図表3

-1 0である｡

図表3-1 0　資産除去債務会計基準導入後　　　　　　　　　　　(筆者作成)

資産性あり 倬蝎ｸ,R����

負債性あり ����蝌�ｸ鞋)k�,丼�9h+x.儂���ﾈ靖;韜聹�偉Y.磯�蜥������磯�蝌�ｸ鞋)k�������ﾘ��蝎X俐){ﾈﾉｨ�yﾒ�(卦該当なし 

負債性なし (･h,R④資産除去債務に該当しない除去費用 <除去時> (除去費用)×× (現金等)×× -除去時費用処理 ����

資産除去債務会計基準導入後は､太字で示されている通り､除去費用は2つ

に区分される｡

①のブロックに区分される資産除去債務に該当する除去費用は､資産負債の

両建処理が行われる｡

一方で､対極④のブロックにある｢資産除去債務に該当しない除去費用｣は､

除去時に費用処理が行われることになる｡

104



つまり､これまでに指摘した資産除去債務に係る除去費用の資産性の問題に

関して､必ずしもその全てが資産性を有していないと考えられるため､資産除

去債務会計基準導入後には､会計理論と会計処理は整合性を有していない｡

つまり､ ｢会計理論に基づく会計処理｣という整合性が失われているため､こ

れを問題点と捉えるべきである｡

そこで次に､これを解消するための一考察として試案を示すことにする｡

8　資産除去債務の会計処理に関する試案

前節で示された問題点を解消するための検討を行うことにする｡

まず､あらためて基準第　7項を確認すれば､ ｢資産除去債務に対応する除去

費用は､資産除去債務を負債として計上した時に､当該負債の計上額と同額を､

関連する有形固定資産の帳簿価額に加えるo｣とある.

この文言に従えば､対象となる有形固定資産の除去費用は､まず④のブロッ

クを起点として､｢資産除去債務を負債として計上した時に｣つまり負債性を有

しているものが､ ②のブロックに入る｡そこからさらに｢当該負債の計上額と

同額を､関連する有形固定資産の帳簿価額に加える｡｣ことになるため､資産性

を有しているものが､最終的に①のブロックに入るのである｡

つまり､ ｢④-①｣ではなく､ ｢④-②-①｣と考えるのが自然である｡

それでは､ ②のブロックに該当する会計処理はどのようなものなのであろう

か｡次に資産除去債務会計基準第8項および適用指針第4項から推察する｡

8. 1　資産除去債務会計基準における引当金処理の容認規定

基準第8項では､ ｢資産除去債務が有形固定資産の稼働等に従って､使用の

都度発生する場合には､資産除去債務に対応する除去費用を各期においてそれ

ぞれ資産計上し､関連する有形固定資産の残存耐用年数にわたり､各期に費用

配分する｡なお､この場合には､上記の処理のほか､除去費用をいったん資産

に計上し､当該計上時期と同一の期間に､資産計上額と同一の金額を費用処理

することもできる｡｣と規定している｡
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つまり､ ｢資産除去債務が使用の都度発生する場合｣は､原則として残存耐用

年数で費用配分する方法を用いながらも､いわゆる即時費用化も例外として認

めている｡これに関しては､米国のSFAS第143号の処理も両方を認めている｡

またもともと使用の都度という想定自体､例外的と考えているため､大勢に影

響しないと考えたためであろう｡

しかし､両方の処理を認めることは､損益計算に大きな影響をあたえるとも

考えられる｡

さらにこの即時費用化の会計処理は､引当金処理と似ている｡その処理を容

認することは､資産除去債務会計基準が､資産負債の両建処理を原則としなが

らも引当金処理の併用を容認していることに他ならない｡

では具体例として適用指針設例4に基づいて考察を行う｡

資産除去債務が使用の都度発生し､その支出が100である場合のその会計期

間の仕訳処理を示せば､以下のとおりとなる｡

(借)　有形固定資産　100　　(貸)資産除去債務　　100

(借)　減価償却費　　100　　(貸)減価償却累計額　100

さらに減価償却方法を間接法から直接法に変更すると(貸)減価償却累計額

100は､ (貸)有形固定資産100となる｡

これをまとめると､下記のとおりとなる｡

(借)　減価償却費　　100　　　(貸)　資産除去債務　100　-･A

つまり仕訳処理Aは､ (貸)資産除去債務100と負債計上を行うが､実体と

して資産計上されず､ (借)減価償却費と費用計上される｡

よって適用指針設例4に基づく仕訳処理Aは､実質は引当金処理であり､こ

れが､図表3-10で示す｢②のブロック｣に該当するのである｡

8. 2　資産除去債務の会計処理試案一非金融負債処理-
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IAS第37号(1998,par.8.)では｢他の基準で､支出を資産にするか費用にする

かについて定めている｡これらの論点は､本基準では取り扱ってない｡したが

って､本基準は､引当金が設定されたときに認識された費用を資産化すること

について禁止もしなければ要求もしない｡｣とある｡

すなわち､これは貸方科目の負債が先決され､そののち借方科目が｢費用｣

｢資産｣および｢収益の控除項目｣ (par.6.)のいずれかとなるものである｡

この思考を取り入れることにより､現在の資産負債の両建処理の問題点が解

消できると考える｡まずその分類試案を示すと図表3-1 1になる｡

  ) 図表3-1 1　資産除去債務の会計処理の分類試案　　　　　　(筆者作成)

資産性あり 倬蝎ｸ,R����

負債性あり 蝌ｸ鞋)k,丼h+x.儂②資産除去債務に該当する費用 韯⁰�������

-資産負債の両建処理 坪初9hｾyﾒ���

負債性なし (･h,R◎資産除去債務に該当しない除去費用 -除去時費用処理 ����

この試案は以下の点において､検討に値すべきものと考える｡

まず基準第7項の文言通り､ ㊨-②-①の流れに従い､それぞれに該当する

ものを3つに分類している｡これは資産除去債務に係る除去費用の資産性の認

識判定を有効にすることになる｡

つまり､負債性の認識判定が､概念フレームワークの負債の定義や資産除去

債務の認識要件である｢法律上の義務及びそれらに準ずるもの｣などにより行

われる｡そののち引き続き資産性の判定が概念フレームワークの資産の定義な

どに照らし合わせて行われる｡現状の会計処理では､事実上負債性の判定のみ

が行われていることになる｡

またこの試案は､IAS第37号(1998)における引当金の考え方を取り入れるも

のと考えることができる｡資産負債中心観の思考を採りいれ負債計上したのち

に､費用計上･資産計上･収益控除を判定させるものであるからである｡

さらに実際､資産除去債務に関する会計基準を持つ米国と日本で､前述した

とおり､ ②のブロックの会計処理が事実上容認されている｡
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つまり､現状､ IAS第37号(1998)において①資産負債の両建処理の取得時の

処理､すなわち(借)有形固定資産(質)資産除去債務は､資産･負債の組み

合わせであり､ ｢引当金処理｣に該当する｡

換言してまとめれば､本章7の検討2により導き出された｢混合思考中心観･

-取引基準｣による引当金処理(減価償却費を計上)を行う会計処理は､まさ

に図表3-1 1の①を指すo

また｢収益費用中心観･二取引基準｣による引当金処理(引当金繰入を計上)

に基づく処理は図表3-1 1(卦を指し､図表3-1 1④の除去時費用処理に該

当する｡

さらに今後のIAS第37号改訂案(2005)の公表を考え深慮すれば､図表3-

1 1の①および②は､両者は｢非金融負債(に該当する)処理｣と言えるので

はないだろうかo　またその場合､ (参の除去時費用処理は､ ｢非金融負債に該当し

ない処理｣となる｡

このように試案による｢非金融負債処理｣は､非金融負債の定義および認識

範囲に従って分類され､すなわち会計理論に基づいて､ ①と②の会計処理が行

われるのである｡

その場合､どちらが原則処理と考えられるだろうか｡

それは､ ②の会計処理が原則であろう｡なぜなら最初の思考である基準第　7

項に立ちもどれば､ ②の存在なくしては､ ①の存在はないからである｡

この頃で示した試案を仕訳処理としてまとめたものが､次頁の図表3-12

となる｡

以上本章では｢非金融負債会計と環境負債｣のいずれにも該当し､本研究の

論点にも影響する｢資産除去債務｣に関して論じてきた｡

これらの包含関係を整理すると､それぞれ認識されるものを対象に考えれば､

原則95 ｢負債>非金融負債>環境負債>資産除去債務｣になる｡すなわち､質

産除去債務は､負債であり､かつ､非金融負債であり､環境負債である｡

95環境負債は､ほとんどが非金融負債に該当すると考えられる｡しかし､

該当しないもの(つまりデリバティブ負債など金融負債に該当するもの)

の存在の可能性も否定できない｡よって｢原則｣としている｡
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資産除去債務が環境負債であることには異論をはさむ余地がない｡また環境

負債である資産除去債務が､負債や非金融負債の定義､認識範囲および会計処

理などにおいて矛盾点があっては､本来ならないはずである｡

図表3-1 2　資産除去債務の会計処理試案　　　　　　　　　　(筆者作成)

)

①非金融負債処理 OｾuｩX俐(yﾒ④非金融負債に ������

(例外) 宙ﾋIR該当しない処理 ��

取得 時 忠tﾈﾆ�ﾌY.磯�蜥������磯�蝌�ｸ鞋)k�������処理なし 傀謁ﾘ,�+R�

毎決 宙ﾋ��霍�N������(資産除去引当金繰入)×× 傀謁ﾘ,�+R�

算時 宙ﾋ霍}ﾘﾇhｧ｢(資産除去引当金)×× ������

除去 宙��蝌�ｸ鞋)k�������(資産除去引当金)×× 宙�ｸ餒��������

時 宙ﾋｸｾ9著(現金等)×× 宙ﾋｸｾ9著��������

*便宜上､購入対価の金額は仕訳に含まず､資産除去債務についてのみ示す｡

*実際の採用を考えるときは､科目名についてさらに検討を行う必要がある｡

9　まとめ

非金融負債会計の今後を知る足掛かりとして､資産除去債務に関する会計基

準を分析することは､非常に有用であった｡

それは､非金融負債の中で､他の会計基準で定められている退職給付引当金

(退職給付引当金)やリース債務(リース会計)など､既に詳細が検討された

ものを除けば､今後非金融負債として､新たに認識されるものとして環境負債

が想定されるためである｡

それらは､本章において検討したように除去費用の資産性が現行の概念フレ

ームワークで担保されているとは言い難く､会計処理として従来用いられてき

た引当金処理を破棄し､資産除去債務に該当するすべてを資産負債の両建処理

で受け止めることに矛盾を感じ､IAS第37号(1998)を考慮にいれた試案を示し

た｡

このように､非金融負債に該当するものに関しては､ IAS第　37号改訂案
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(2005)で示す定義からも容易に想像できる｡

｢金融負債以外の負債｣という定義から､本章で掲げた問題提起および思考

は今後も必要であろうと考える｡
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〕

第4章　非金融負債会計と蓋然性要件(1)

一蓋然性要件の現況とその変遷-

はじめに

蓋然性(probability)とは､ある事柄が起こる確実性や､ある事柄が真実　とし

て認められる確実性の度合いを指す｡よって高い･低いなどでその度合いを示

す96｡

蓋然性要件とは､その度合いが､認識や漸定する上で必要な要件として取り

扱われることを指す｡

まずは各基準により蓋然性要件が現在どのように取り扱われているのか､そ

の現況と変遷を辿る｡

1　日本

第1章で取り上げたとおり､我が国において蓋然性要件が多く詩論されるよ

うになったのは､企業会計原則設定以降である｡

制度会計上では､その他に財務諸表規則第　58条に｢偶発債務がある場合に

は､その内容及び金額を注記しなければならない｡｣とされており､財規取扱要

領146において｢偶発債務とは､債務の保証､係争事件にかかる賠償義務､先

物売買契約､受注契約その他の現実に発生していない債務で将来において当該

事業の負担となる可能性があるものをいう｡｣と規定している｡

我が国では､負債の範囲は､確定債務､経過勘定､条件付債務､そして計算

擬制項目(収益費用の期間損益計算のなかで擬制された負債項目)に分かれ確

定債務である未払金や経過勘定である未払費用に区別をされ､残る条件付債務

9 6同じような意味で用いられている用語として可能性(possibility)がある｡

可能性は､本来厳密には｢ある･ない｣で示される｡ (伊原吉之助(2003)

｢関西師友｣より)しかし現在では確率や見込みの要素も含むため､蓋然

性同様｢高い･低い｣という表現がなされる｡
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や計算擬制項目が引当金として計上されている97｡

これは収益費用中心観に基づくもので､特徴としては法的債務性の有無に

よらずに計上されることである｡

企業会計上の引当金(負債性を前提とする)と偶発債務98の相違点を比較

すると図表4-1のようになる｡

図表4-1　引当金と偶発債務の相違

(負債性)引当金 仭IJﾘﾜ)k��

特定の支出または損失が将 来確定する可能性 俘(*"確定するとは限らない �

支出または損失の金額 俘yyﾙ4侈.,h*｢合理的に見積もることが �������

できる X*ｸ,"���

借方項目 hｯｨ,ﾈ揺,陌x.hｯ｢当期の収益に対応する当期 ������

の費用 ﾉN,h+X,H,ﾉｸｦtﾈ+R,"���������

-引当金繰入 坪ｿIJﾙ俯��

貸借対照表能力 .なし､または注記  ��

(出所:加古(2000,pp.89-90.を参考に､筆者が作成)

まずは､蓋然性要件として特定の支出または特定の損失が将来確定する可能性

が高い場合は引当金として認識される｡

なお企業会計原則もその規定において､蓋然性要件の程度は変化している｡

現在の企業会計原則注解18は､ ｢発生の可能性が高く｣ (1982年､昭和　57

年改訂)であるが､それまでは｢確実に起ると予想され｣ (1974年､昭和　49

年改訂)と規定されている｡

つまり､蓋然性要件の基準となる昭和57年改正により低くなり引当金とし

9 7江村(1961,p.17.)

98ここでの偶発債務は本稿での偶発負債と同意と考える｡
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て認識されやすくなったことを指す｡

その理由として稲垣(1982)は､以下の2点を挙げている99｡

1982年(昭和57年)までの企業会計原則では､偶発損失の計上を認めておら

ず､引当金の範囲が狭義に設定されていたため､会計実務や監査において不統

一となり､これを解消するためとされるo

また1982年(昭和57年)の改訂により､それまで｢当期支出の原因となる事

実が当期において既に存在｣となった文言を｢その発生が当期以前の事象に起

因｣とあり､支出原因の事象の発生が､当期以前に拡張されたことから､確実

なものから可能性の高いもの-と判断を依存する割合が高くなったためとされ

る｡

また我が国の場合､企業会計原則注解18により蓋然性要件を取り入れてお

り､さらには資産除去債務会計基準にもそれを考慮した規定がある｡

それは資産除去債務会計基準第6項(1)にある瓢定に関する規定である｡

規定には｢割引前の将来キャッシュ･フローは､合理的で説明可能な仮定及

び予潮に基づく自己の支出見積りによる｡その見積金額は､生起する可能性の

最も高い単一の金額又は生起し得る複数の将来キャッシュ･フローをそれぞれ

の発生確率で加重平均した金額とする｡｣とある｡

すなわち､資産除去債務会計基準策定時にこの方法を認めたことにより蓋然

性要件によって選択された測定値が､そのまま採用されることを可能にしたの

である｡そこが米国SFAS第143号との相違点でもある｡

結果的に､資産除去債務の蓋然性要件は､謝定方法の併用(期待値と最頻値)

により一定の蓋然性要件を容認することとなった｡

2　米国

続いて米国におけるSFAS第5号およびSFAS第143号について蓋然性要件の

現況とその変遷､および比較を行う｡

9 9稲垣(1982,p,47.)
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2. 1　SFAS第5号の蓋然性要件

ここでは､このSFAS第5号の蓋然性要件がどのようなものであったかを見

ていくC.

まずは､偶発事象の定義について｢偶発事象とは､企業にとって利得または

損失が発生する可能性を確認できない不確実な状況､状態または一連の環境が

現存しており､ひとつまたはそれ以上の将来事象が､発生または未発生によ

り判明する事態をいう｡この不確実性の解消は､資産の取得､負債の減少､資

産の喪失または減損､あるいは負債の発生により確かめられる｡｣としている｡

(par.i.)

ここでいう利得または損失は､偶発利得(gaineontingency)および偶発損失

(loSSCOntingency)を指すo偶発利得に関してはARB第50号に準ずるものとし

て､財務諸表の利害関係者を誤らせない記述および開示がなされれば､偶発利

得は実現まで認識しないことを規定しているにすぎない｡ (par.6. andpar,17.)

そのため実質的な規定は､偶発損失に関するものがほとんどである1000

その偶発損失の計上要件は､次のように規定されている｡

次の2つの条件をともに満たす場合､偶発損失から見積もられる損失を利

益(income)から控除することにより､見越し計上しなければならない｡

(a)財務諸表の発行前に入手が可能な情報により､資産が減損し､または負

債が発生する可能性が高い(probable)と判断できること｡この状況下にお

いてその損失の事実を確認するための事象が将来発生する可能性が高い

(probable)ということが暗示されていることo

(b)損失額を合理的に見積もる(reasonably estimate)ことができることo

まず(a)は偶発損失の発生の可能性を指す｡

つまり資産の減損や負債の発生は､事実として確定したわけではなく､確定

したという可能性が高いことを指し､これは将来その事象が起こったかにより

i 0 0 LLIf(2000,pp.35-50,)
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判断される｡つまり確認するべき将来事象が生じる可能性が高いということを

求めている｡この要件からは資産の減損の可能性が高くないときは減損損失の

計上を､負債の発生の可能性が高くないときは､負債の計上を行うことを禁止

している101｡

蓋然性要件を示す｢資産の減損または負債の発生する可能性が高い｣につい

て､その可能性を3つに分けている. (par.3.)

計上要件を満たす可能性が高いものは"probable'であり､将来事象がほぼ

発生する( -iSlikelytooccur)であることを指すo　次に満たさないものとして

可能性は高いわけではない(ある程度高い) " reasoLnablypossible'りま､将来事

象の発生のチャンスはなくはないが特に高いわけではない(=morethan

remoもebutlesBthanlikely)を指す.三番目の可能性がほとんどない(わずか

な) ``remote"は､将来事象の発生可能性がわずかであることを指す｡

これを示された会計士の判断は､様々であった｡つまり``probable''と

"reasonablypossible"の例示が十分でなかったため､計上の有無という重要な

判断に必要な情報が得られなかったことである102｡

現存するSFAS第5号の規定であるが､様々な基準の設定によって､今後は

改訂を余儀なくされる可能性は高い｡

10 1山下(2000, p.38.)

このSFAS第5号の見解に対して､島村(1983, p.26.)は､ ｢偶発事象は､も

ともと現在時点において不確実なものであるから､将来の特定事象の生起

によって､価値減少の起因原因とは区別された意味での､価値減少､その

ものが生じていた(完了形)ことが確認されるという表現は論理的に問題

があるように思われる｣と批判的である｡

また細田(1983, p94.)も｢偶発損失は､少なくとも期末現在においては､

将来の不確実であることが基本的要件であるはずです｡期末現在すでに発

生しているとか､存在しているということ自体が､論理的に自己矛盾をお

かすものといわねばなりません｡｣としており､見解の前提的な条件に異論

があるとしている｡

1 02同上(2000, p,38,)
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つづいて(ち)は偶発損失の見積りを指す｡

この｢損失額を合理的に見積もることができる｣とはどういう場合に該当し､

どういう金額をもってその合理的な金額とするのかという説明が､ SFAS第5

号ではなされていなかった｡

その説明はFIN第14号par.3.において補完されている｡

それによれば､その損失額の正確な見積がある範囲にある場合において､次

の2つのケースなどがあるとしている｡

第1に､その範囲内にある金額が､その範囲内の他の金額に比べ､より適

切な見積りの場合は､そのより適切な見積りをもって｢合理的な金額｣とす

ることとある｡

第　2､に範囲内の金額のどの金額も他の金額と比べ､より適切な見積りで

ない場合は､その範囲内最低額が計上されるとある｡

さらに､偶発損失の性質および計上額を超える損失額について､正確さを

もって発生の可能性がある場合､追加計上の開示を要求する｡

第1のケースは､発生の可能性､つまり確率からより高いものを選択する最

頻値をとることを意味する｡この場合多数の金額が存在し､その最頻値が､例

えば20%であった場合､その見積りに依拠することができるのかという点にお

いては､肯定できない｡

第2のケースは､範囲内最低額を採ることは､保守的な会計によるものであ

る｡しかし､適切でない金額から選択するということは問題ではないだろうか｡

つまり､この場合は､合理的に金額を見積もることが出来ないという選択が正

しいのではないだろうか｡

追加計上開示については､例えば決算日までに起こされた訴訟について､財

務諸表作成日までに不利な判決は出たが､実際の損失額は見積できない状況に

おいて､損失額が正確性を持った見積で100-1000の範囲であった場合(さら

にこの範囲内に適切な見積額はない場合)､100についての財務諸表-の計上を

行い､ 900(1000-100)の追加損失可能額の開示が要求されることを指す｡

以上からすれば､ SFAS第5号の補完として示されたFIN第14号も有効で
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あったとは言い難い｡

この合理的な見積りについては､非金融負債会計においても､測定のみなら

ず認識の領域についても議論されているところである｡

なおSFAS第5号pars.8-12.について､フローチャートで示すと以下のとお

りとなる｡

国表4-2　SFAS第5号における偶発損失の認識要件

摘発盤碍野鶴髄

抜き鳳棺督

(出所: SFAS第5号pp.8-12.より)

またSFAS第5号の考察として､資産負債中心観と収益費用中心観の会計ス

タンスを考えてみるD

まず偶発事象の定義が､偶発資産や偶発負債から捉えられているわけではな

く､偶発利得･偶発損失から捉えられている｡ (par.1.)また合理的な損失額を利

益の額から控除し､見越し計上をおこなう(par.8.)などからは､収益費用中心観

が伺える｡

このことから､原因発生主義という損失の原因が当期以前の事象に起因して

いるということに論点を置くのではなく､現在､資産が減損または負債が発生

するというストックの変動を前提として理論を成り立たせれば､資産負債中心

観的な思考を兄い出すこともできる｡

117



いずれにしても､ひとつの会計観で説明することは困難であることがわかる｡

このように　SFAS第　5号によって示された蓋然性や会計観などは､その後

1989年｢アスベスト除去コストの会計処理｣や1990年の｢環境汚染処理コス

ト｣など環境負債の会計処理の中で討鼓され､解釈がその都度付け加えられた｡

そして第3章で取り上げたSFAS第143号が公表されたのである｡

2. 2　SFAS第5号とSFAS第143号の蓋然性要件の比較

SFAS第5号と　SFAS第143号の相違点としては､まず蓋然性要件の取扱いが

挙げられる｡

これは､資産除去債務の会計処理が､資産負債の両建処理を採用しているこ

とからも明らかなように､資産取得時に資産除去債務として負債計上したと同

時に､不可避的にその除去費用を資産計上することから､その可能性について

検する余地はない｡

つまり､この点においてSFAS第5号とSFAS第143号は､蓋然性要件を認識

要件とするか否かにより相違する｡

また､ SFAC第7号が採用する期待キャッシュ･フローによる測定を､認識時

に採り入れるとすれば､蓋然性要件を認識要件とする必要はない｡

この点に関し､ FASBはSFAS第143号の採用により､ SFAS第5号に示される

認識要件を充足しないような資産除去債務が認識される可能性はあるが､ SFAC

第5号の認識要件に敵齢をきたすことはないとしている103｡

またSFAC第7号およびSFAS第5号は､蓋然性要件においても､異なる前提

であることは､第3章2. 2により示している104｡

もうひとつ両者の相違を挙げれば､測定値として採用する数値が異なる｡

sFAS第5号が､第3章で示した原価累積を用いるのに対し､ SFAS第143号は

1 0 3SFAS# 143%　(footnote24. and pars,4-5,B36,)

104第3章2, 2SFAS第143号公表までの議論のうち､ pp.53-55.を参照さ

れたい｡
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公正価値を用いる｡

FASBは我が国やIASBが資産除去債務の測定と異なることを容認する形で現

在価値を採らない｡

すなわち､ SFAC第7号において現在価値は経済主体固有の価値の代替的潮定

額ではないとしながらも､包含される要件を含んだ上で､公正価値の妥当性を

主張した｡

これらの相違点から､SFAS第5号が､収益費用中心観の視点を残しながらも､

資産負債中心観-の移行期であることを象徴させる規定であるのに対して､

SFAS第143号は､資産負債中心観を多く採り入れていることがわかる105｡

3　IASB

本節では､ IAS第10号(1978)およびIAS第37号(1998)における引当金と偶

発負債の区分に見る蓋然性要件を中心に取り上げる｡

3. 1 IAS第10号(1978)からIAS第37号(1998)～

1978年にIASCより公表された(旧HAS第10号｢偶発事象および後発事象｣

は､最初の公表後､ 1994年リフォーマットされ､ 1995年にIAS第37号(1998)

で差し替えられなかった部分を1999年に差し替え､ (節)IAS第10号｢後発事

象｣として再度公表された｡

その後もIASB　によって　2003　年に表題を｢後発事象｣ (Events after the

Balance Sheet Date)､さらには2007年にIAS第1号｢財務諸表の表示｣によ

り行われた用語の変更の結果､｢後発事象｣ (Events aftertheReportingPeriod)

と二度の変更を経て現在に至る｡

まずは蓋然性要件の変遷として､ (旧) IAS第10号を取り上げる｡

1 0 5資産負債の両建処理として､除去費用を資産計上するとともに減価償却

により費用配分を行うことから､混合思考中心観と考えることもできる｡

119



山下(2000,pp.62-63.)は､ 1978年に公表された(旧) IAS第10号のうち偶発

事象については1975年に公表された米国のSFAS第5号の影響下にあったが､

以下の4点において相違点がみられるという｡

(1)(旧)IAS第10号には､ ｢可能性が高い｣ (probable)という用語の規定

はないo　少なくとも一般的定義はないので､会計士が(旧)IAS第10号に

おけるどのような指針を適用するのか明確でない｡

(2日旧HAS第10号は､損失の引当額を決定する際､請求権の行使により

回収可能額を考慮に入れることを要求する｡しかし､引当金について､

貸借対照表上､資産を別建て計上することにより相殺が指示されている

のか､または相殺後の純額で計上されているのかについて､不明確であ

る｡

(3)SFAS第5号を含む米国基準､およびAICPAにより公表される公式見解

は､偶発事象の開示の内容に多くの指針を与える｡

(4)(旧)IAS第10号は､後発事象(次期以降の事象)の指針を含む｡米国

においては､監査の公式見解が次期以降の事象に指針を与えるo

(1)は､蓋然性要件の規定に関する明確性､ (2)は損失引当時の回収可能額の

問題など､ (3)は偶発事象に対する開示の不十分､ (4)は後発事象の指針につい

ての相違を指摘するものであるが､ここでは本稿のテーマに従い､ (1)を中心に

検討していく｡

(旧HAS第10号par.6.は､蓋然性要件の規定として｢将来事象が実際に発生

する可能性は､一定の幅によって示すことができるo｣としている｡また同par,8.

において､発生の可能性が高い損失の計上に関して｢偶発事象が結果として企

業に損失をもたらす可能性がかなり高いものであるならば､その損失を財務諸

表上に引当計上することが､慎重性にかなう取扱いである｣と規定する｡

｢一定の幅｣については具体的には示されておらず､これにより経営者の窓

意性の介入が懸念される｡また(3)などからも､どのような事例が該当するかを

経営者は判断するときに､ (旧)IAS第10号によって偶発事象に該当すると判断

したものが､ SFAS第5号に当てはめると該当しないケースも存在する｡

120



また第8項において発生の可能性が高い損失の計上が挙げられている｡しか

し､損失の発生可能性がある程度高い､またはほとんどないなどのケースは不

明であり､これもSFAS第5号を掛酌するしかないのである｡

このように考えれば､ (旧)IAS第10号は､新たに基準化されるべくしてそう

なったのかもしれない｡

このような変遷を辿り､20年の歳月を経て､本稿の研究対象であるIAS第37

早(1998)は基準化されたのである｡

3. 2　IAS第37号(1998)の蓋然性要件の特徴

IAS第　37号(1998)においても偶発負債の貸借対照表-の計上はみとめられ

ておらず､したがって引当金(provision)との対時が生じていた｡

そこでIAS第37号(1998,par.13.)では､両者を次のように区分している｡

..)

引当金一現在の債務であり､債務を決済するために経済的便益を有する資

源が流出する可能性が高いため､負債として認識されているもの(信頼

性のある見積りが可能であると仮定して)

偶発負債一次のいずれかの理由で､負債として認識されていないもの

(i)可能性のある債務で､企業が経済的便益をもつ資源の流出を引き起

こす現在の債務を有しているか否かまだ確認していないもの

(近)本基準における認識規準に合致しない現在の債務(その理由が､債

務の決済に経済的便益をもつ資源の流出が必要となる可能性が高くない

か､又は､債務金額の十分に信頼性のある見積りができないかのいずれ

かであるもの)

これを基に､フローチャートにしたものが､次頁の図表4-3であるo

まずは区分の前提として､過去の事象の結果として現在の義務が存在するか

確認をする｡この現在の義務は､完全に企業の支配外にある1つ以上の不確実

な将来事象の発生または不発生によってのみその存在が確認できる発生可能性

のある義務の履行の存在の確認によっても､いずれの場合も同様とみなされる｡
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義務の発生の可能性がほとんどない場合は偶発負債として開示され､ない場

合は潜在的債務として財務諸表上は無視されることになる｡

図表4-3　IAS第37号(1998)の引当金に関する認識フローチャート
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次に､過去の事象の結果として現在の義務などが存在することが確認できた

ものは､将来の経済的便益のある資源の流出の可能性が高い(probable)という

蓋然性要件の適用が行われる｡この蓋然性要件に適合したものが､信頼のある

見積りができるかという測定可能性により､引当金として計上される0

また適合しなかったもの､すなわち､流出の可能性が低いものは､ほとんど
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その可能がない場合は財務諸表に計上されない｡またそうでないものは偶発負

債として開示される｡

さらに発生の可能性は高いが信頼ある見積りができない場合は偶発負債とし

て､開示されることになる｡

SFAS第5号と比較すれば､蓋然性要件をいずれも認識基準に採り入れてい

るが､その程度が異なる｡

つまり､ SFAS第5号が示す可能性が高い(probably)は､ ｢ほぼ発生する(-

iSlikelytooccur)｣であるのに対し､ IAS第37号(1998)では､ ｢発生の可能性

が高く(-islikelythannottooccur)｣であり､それぞれの解釈がことなるの

である｡山下(2001,p.37)によれば､この点に関して企業会計原則注解18の解

釈は､ SFAS第5号に近いものであるという｡

4　環境負債と蓋然性要件

環境負債は､環境問題や汚染浄化のために生じる将来の支払義務のことであ

り､環境コストが生じた場合の財務会計上の負債項目を環境負債という｡

環境負債の範囲を決める要因は様々ある中で､そのひとつは環境コストに起

因する｡本節では､環境負債と蓋然性要件の関連性の変遷を紹介する0

4. 1　環境負債認識の方向性

まずは､環境負債認識の方向性を概説する106｡

環境コストは､ ｢社会的コスト(80Cialcost)｣および｢私的コスト(privatecost)

の2つに分類される｡

社会的コストは､いわゆる｢外部不経済｣といわれ､企業などの活動が市場

を経由せず他の企業などに影響を及ぼすことをいう｡

たとえば､大気汚染などに代表される公害は､まさに外部不経済(負の外部

悼)の代表的なものである｡

1 0 6赤塚(2010,pp,17-55.)より.
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これに対して､会計上認識対象とすべきコストが私的コストであり､外部(社

会)が負担すべきではなく､企業(私的)が負担すべきコストを指す｡

この2つを区分については､簡単に区分されているわけではなく､各国や地

域､特に欧州と米国により考え方が異なっている｡

そのうちのひとつが､私的コストにおける｢ペナルティーコスト｣(環境法規

制の不遵守による罰金や損害賠償など)の取扱いである｡

これらは､当然根拠となる法や判決等が存在するため企業が負担すべきコス

トであることには異論はない｡つまりそれが環境コストに該当するかつまり環

境負債に該当するか否かという議論である｡

欧州統計局(Statistical Office of the European Communities)は､環境コ

ストからペナルティーコストはすべて除外すると考えるo　そのため欧州を拠点

とするAAF(Accounting Advisory Forum)やEC (European Commission)の思考

も同様である｡

それに対し米国は､第3章において自国の環境負債-の取り組みを紹介した

が､スーパーファンド法などからもわかるように､ペナルティーコストは制度

会計上の環境コストと位置付けている107｡

二つ目の問題点として､擬制債務の取扱いの相違を挙げている｡

第3章でもふれたが､法的債務と推定的債務の中位にある擬制債務の取扱い

である｡

SFAC第6号par.40によれば､擬制債務は衡平法上の債務等を指し､倫理･

道徳上の制約､つまり良心や正義感から正しいと信じる行為を行う義務感から

1 0　7折衷案と　して　UNCTAD(United Nations Conference on Trade and

Development)が示した｢環境関連コスト(environmentally-relatedcosts)｣

を設ける案がある｡これは｢環境コストからペナルティーコストを除外し

たうえで､環境コストに準じる項目を収容する区分を設ける｣というもの

である｡

しかし環境関連コストは､環境コストではないことになるため､赤塚

(2010,p.31.)では､環境負債の定義自体を｢環境コストまたは環境関連コ

ストに起因する負債｣とおくことでこの案を一考できるとしている｡
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生じるものであるとしている｡

もともと環境負債には､法的債務以外の債務を根拠とするものも少なくない

ためで､赤塚(2010,p.29.)は､ ｢ちなみに､環境負債について言及した先行研究

の多くが､擬制債務を法的債務と同列に扱うことについて肯定的である｡｣と述

べている｡

確かに､環境会計の立場から考えれば､本来企業が自主的に環境修復などに

関連する費用の支出､つまり自主的な判断によるものも含めて環境負債として

認識すべきものである｡しかし第3章でふれたように米国のSFAS第143号に

おいては｢法的債務および約束的禁反言の原則のみ｣､日本においても同様の基

準においては､実質は法的債務のみである｡

三つ目の問題として､原因発生の時点による認識範囲の拡大である0

すなわち､現在認識されている多くの環境コストは､当期以前(過去､また

は現在)の会計期間に帰属するコストであるo　前述したとおりペナルティーコ

ストには国や地域より差があるとして､環境修復負債がこれに該当する｡

それに対して､ 2000年代に入り､将来の会計期間に属するコストの認識が多

くなっている｡具体的には､資産除去債務､電気･電子機器廃棄物処理負債(以

上､第3章で紹介)､環境保証債務などがこれに該当する｡

これらの項目を図で示したのが､次頁の図表4-4である｡

日本においては､環境修復負債や環境保証債務などは現在基準化されておら

ず､今後｢引当金に関する論点の整理｣で取り上げられる｡

いずれにしても､様々な環境負債が新たに認識されており､各国や各地域､

およびそれぞれの会計基準によって大きく異なっているのが現実である｡

ここまでの内容から環境負債について考察すれば以下のとおりとなる｡

環境負債は､環境コストの発生に起因する負債項目である｡

その認識に関して､現状における各国や地域により異なり､環境法の整備や

基準の厳格化､新たな環境コストの発生など様々な要因があることから､今後

の方向性も不透明といわざるを得ない｡

つまり見てきたように､社会的コストの内部化により私的コストとして認識

される場合もあれば､ペナルティーコストの取扱い､将来の会計期間に属する

コストの認識などさまざまである｡
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図表4-4　環境負債の分類　　　　(　)は帰属する会計期間をさす｡

･療境法規制等の不遵守による罰金など

･第緒-の損害賠償支払額

･米国のスーパーファンド法に代表される

･ ｢厳格責任｣ ｢遡及責任｣ ｢連帯責任｣を求める

I 2001年米国のSFAS第143号で初めて会計基準化

･有形固定資産の除去に関連して発生する債務を指す

･回収､処理､リサイクルなどの費用負担を生産者にも

とめるもの

･不動産売寮や商用リース､アスベスト等の有害物質

を含有する機材売欝に際して締結されることが多く､
その際に被保証人に生じた環境関連損失について保
証人が補填する補償契約

(赤塚(2010,pp.38･47.)を参考に､筆者が作成)

しかし､いずれも趨勢として､認識は現状よりも｢拡大｣されるという方向

性は､確かではなかろうか｡

4. 2　環境負債の蓋然性要件に関する整合性分析

負債の認識は､どの基準にも｢測定可能性｣が採り入れられているため､蓋

然性要件を採り入れているかにより､ ｢蓋然性+測定可能性｣と｢測定可能性の

み｣の2通りに分かれると考えられる｡

前項で取り上げた環境負債について､その認識に関する基準等についてその

整合性を分析していく｡図表4-5の｢認識方法｣を参照されたい｡

まず当期以前の会計期間に属するコストとして従来から認識されていた｢ペ

ナルティーコストに係る環境負債｣ ｢環境修復負債｣について分析する｡

これらは､現況ではIASBのIAS第37号(1998)､ FASBのSFAS第5号お

よびSOP96-1に捕捉されている｡これらは､いずれも｢蓋然性+測定可能性｣

を認識要件に含めており整合性がある｡ (今後の方向性を示すものとして､ IAS

第　37号改訂案(2005)があり､こちらは｢測定可能性のみ｣を提案している｡
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I)

以下同様であり､ IAS第37号改訂案(2005)は図表には反映されていない｡)

これらに対し､2000年代以降､新たに将来の会計期間に属するコストとして

認識される環･境負債には整合性がない｡

まず｢資産除去債務｣は､現況においてIASBではIAS第37号(1998)･ ｢蓋

然性+謝定可能性｣､ FASBではSFAS第143号､ FIN第47号では｢測定可能

性｣に捕捉されている｡ IASBと　FASBの問では相違するが､基準間の中での

矛盾はない｡

同様に｢電気･電子機器廃棄物処理負債｣は､現況においてIASBではIAS

第37号(1998)およびIFRIC第6号｢蓋然性+測定可能性｣､FASBではFASB

StaffPosition143-1.(以下､ ｢FSP143-1.｣という)では｢謝定可能性のみ｣が捕

捉されており､ IASBと　FASBの間では相違するが､基準間の中での矛盾はな

い｡

しかし､環境保証債務においてはIASBではIAS第37号(1998)により｢蓋

然性+測定可能性｣が､一方IAS第39号では｢漸定可能性のみ｣となってお

り､基準内でも矛盾が生じているo　またFASBではFIN第45号により｢測定

可能性のみ｣となっている｡

以上で､環境負債ごとに認識方法に適用される基準について｢蓋然悼+測定

可能性｣ ｢測定可能性のみ｣のいずれを採用しているか､また両方を採用してい

るかについて確認した｡

さらにこれを踏まえて整合性分析を行うo　図表4-5の｢整合性分析｣を参

照されたい｡

①は､環境負債名での整合は､環境負債名すなわち環境負債の性質により矛

盾がないかを示すものである｡

②は､基準間整合性として､ IASBと　FASBの認識方法が相違していないか

どうかを示す｡

③は､さらに基準内に該当する複数の基準等が存在する場合､それが矛盾し

ていないかということであるo　該当する基準が一つだけの場合は､矛盾してい

ないものと考える｡
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図表4-5　環境負債の蓋然性要件に関する整合性分析

環境負債 の名称 僖h_ｹd韜ｨ,ﾔd4"帝靼yｹZｩﾒ���������

蓋然性十 ｩ.)Eﾂ①環境負債 ｮ顏ｭI靼r③基準内整合 ��������

測定可能性 ｸ,ﾈ-ﾒ名での整合 宙uD4"臈4):ﾂ(ⅠASB.FAS8内) �����

ペナルティーコ ストに係る負債 ﾂ- ｲ○ 宙ﾒ������

(工AS37,SFAS5) 辻�

環境修復負債 ﾂ- ｲ○ ｲ²�����(ⅠAS37,SFAS5 ,SOP96-1) �

資産除去債務 ��ﾂ�● ����○ ��ｲ�(ⅠAS37) 着4d3C2ﾂhuHusCr����

電気.電子機器廃 棄物処理負債 ��ﾂ�● ����○ ��ｲ�

(ⅠAS37,工FRⅠC6 ) 嫡e5C2ﾓ����

環境保証債務 ��ﾂ�● ����× ����(ⅠAS37) 宙uD33陳huHusCR���

認識方法:●-該当する基準等あり(一部該当含む)　--該当する基準等なし

整合性分析: 0-整合性あり　　　×-整合性なし

(出所:赤塚(2010,p.48.)の表3.1.を参考に､筆者が作成)

｢ペナルティーコストに係る環境負債｣ ｢環境修復負債｣については､整合性

を有している｡つまりいずれも｢蓋然性+謝定可能性｣で統一されているため

である｡換言すれば､ 2000年より前に認識されたものが多いため｢測定可能性

のみ｣で捉えた基準が存在しないためである｡

またこれらは､ ②IASB･ FASB間の基準間での整合性③IASB･ FASBそれぞ

れの会計基準設定機関内での基準内での整合性のいずれも満たしており､問題

ない｡
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次に｢資産除去債務J ｢電気･電子機器廃棄物処理負債｣ ｢環境保証債務｣に

ついては､ ｢蓋然性十測定可能性｣ ｢潮定可能性のみ｣のいずれにも基準等が存

在するため矛盾が生じていることが分かる｡

つまりこれらは､一つの環境負債で､異なる認識方法を示す基準があること

になる｡

しかし｢資産除去債務｣ ｢電気･電子機器廃棄物処理負債｣については､IASB･

FASBという会計基準設定機関内での基準間の整合性は有している｡

ところが｢環境保証債務｣については､同じIASB内において､該当する基

準にIAS第37号およびIAS第39号が該当し､かつ､異なる認識方法を示し

)　ているため､会計基準設定機関内での基準間で整合性を有していないことにな

る｡

これまでの分析により､以下の考察を行う｡

まずは､本来環境負債の性質(名称)から､その認識方法が決定されるべき

であるが､そうではないということである｡この点は赤塚(2010,p.49.)も｢環境

負債の性質というよりは､むしろ会計観という外的要因の影響を大きく受けて

いるのである｡｣と指摘している｡

ここでいう｢会計観｣とは､資産負債中心観･収益費用中心観を指している

ものと推謝される｡すなわち､ ｢ペナルティーコストに係る環境負債｣ ｢環境修

復負債｣はSFAS第5号などに基づく収益費用中心観による借方科目の費用を

)　重視しているもので､その蓋然性の認識の高さを変えただけであるIAS第37

号(1998)に引き継がれている｡

ただし､ IAS第37号(1998)は､蓋然性要件と環境負債に環境コストの負債性

を求めたものであるといえよう｡

この矛盾を解消するにはいくつかの方法が考えられる｡

たとえばIAS第37号改訂案(2005)を採用し､ IAS第39号やSFAS第143

号などとの整合性をもたせることである｡また異なる考え方として､IAS第37

号(1998)の考え方を継続したうえで､測定に公正価値を原則としつつも､蓋然

性要件を含むことを容認することである｡

次に環境負債は今後その認識が拡大される可能性が高いことは､これまでの

本稿で指摘するところである｡しかしそれは無制限に認識されることを容認す
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るわけではない｡

つまり､ ｢蓋然性+測定可能性｣と｢漸定可能性のみ｣を比較すれば､後者の

方が認識される範囲は拡大されるが､それによって認識されるものは､何であ

るかを考えなければならないということである｡

5　まとめ

)

.::I )

本章においては､非金融負債会計における蓋然性要件の変遷および現況につ

いて取り上げた｡

まず我が国においては､蓋然性要件は企業会計原則注解1 8によって示され

ているが､SFAS第5号に倣ったもので､独自性のある思考は見られなかったo

SFAS第5号の思考を採り入れた企業会計原則注解18は､引当金と偶発債務

の区分に収益費用中心観からの思考に基づき､蓋然性(認識する可能性)の程

度の変更があったものの､それは根本的な問題点を解決するものではなかった｡

非金融負債会計の源泉である引当金は､他のものと比べてそれぞれの国や地

域において様々な取扱いをされてきた｡それにはそれぞれの理由があったとの

前提に立てば､それ相応の後ろ盾を持って会計基準作成時に取り組むことが必

要であろう｡

次に米国における蓋然性要件についてSFAS第5号とSFAS第143号を取り

上げた｡

SFAS第5号は､偶発損失に関する規定として､資産が減損し､または負債

が発生する可能性が高い場合を前提に､その損失の事実を確認するための事象

が将来発生する可能性が高いということが暗示されていることを計上要件のひ

とつに挙げた｡

この規定に関する蓋然性要件は､発生の可能性が商いという可能性を3つに

分けもっとも高いレベルにおいて認識することを求めた｡しかし具体例として

どのようなケースがどの段階に入るものかが明示されなかったため､有効な機

能を果たさなかった｡特に計上される高いレベルとそうでないレベルの境界線

が唆味であったため､混乱を招いた｡

またこの規定は､資産や負債から蓋然性要件の判定を求めており､収益費用
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中心観と資産負債中心観の両方の会計観を持つものと考えられる｡

また､ SFAS第5号とSFAS第143号を比較すれば､ SFAS第143号の蓋然

性要件の削除が､会計処理面からも資産負債の両建処理を採用したことから判

断できる｡また鄭定面からも期待キャッシュ･フロー(期待値による測定)を

採用することが､蓋然性要件を必要としない漸定方法であることがわかった｡

IASBの蓋然性要件は､ IAS第10号(1978)およびIAS第37号(1998)につい

て触れた｡

IAS第10号(1978)は､ SFAS第5号の影響を受けたものであるが､蓋然性

要件について､規定の明確性が不十分であった｡具体的には｢一定の幅｣によ

')　-て示されるとされたものが明示されておらず､これにより経営者の窓意性の

介入の懸念を招き､事例によって､参考とされるSFAS第5号との不整合を招い

た｡

最後に､環境負債の観点から､その蓋然性要件の変遷をたどり分析を行った｡

環境負債が企業の負債として認識されるのは私的コストと認識された場合で

ある｡しかし､この私的コストと対時される社会的コストの取扱いは､ペナル

ティーコストや擬制債務について各国や地域などにより取扱いが異なるという､

環境負債独自の問題点が存在した｡

また我が国においては､環境修復負債や環境保証債務などは基準化されてお

らず､今後その認識が検討される現況を指摘した｡

さらに環境負債の蓋然性要件に関する会計基準間の整合性分析を行った｡

その結果から得られたこととして､本来環境負債の性質(名称)から､その

認識方法が決定されるべきであるが､そうではなく外的要因となる会計基準に

よりその取扱いが決定されている現況を示した｡

また近年設定された会計基準は蓋然性要件を削除した謝定可能性のみを認識

要件とする会計基準がほとんどである｡今後の環境負債の認識範囲の観点とし

て､蓋然性要件に加え測定可能性を求める従来の会計基準より認識範囲は拡大

されることを指摘した｡

なお本章までの内容に即して､現況における､我が国および　FASB､ IASB

の非金融負債に関する蓋然性要件の規定を表す､企業会計原則およびSFAS第

5号､IAS第37号(1998)についてまとめれば､以下の図表4-6の通りとなる｡
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図表4-6　企業会計原則･SFAS第5号･IAS第37号(1998)の比較

企業会計原則 d9cXﾘbⅠAS第37号(1998) ����

名称 hｾ見積負債(estimated liability) hｾ&柳竰�����������

会計的中心観 假ｸ擁N(i8ｬ収益費用中心観(一部 資産負債中心観) 倬蝎X俐)(i8ｬ�������

現在の債務 冽hﾈh+X,"要件とする 冽hﾈh+x.�����

貸倒引当金や修繕 几ﾈ/初9hｾ,hﾖﾈ*b貸倒引当金のみ引当 几ﾈ/初9hｾ,hﾖﾈ*b��������

引当金 H*(.金に該当 ""����

引当金に関する判 断規定 們k轌｢ｩgｸﾏiDh橙ﾇh齎ｺh橙FASBのEtFT D48,ﾈuDe(uD2���������

引当金(負債)の 認識における蓋然 俐ﾈ.ﾈ.ｨ,H*(.採り入れている 俐ﾈ.ﾈ.ｨ,H*(.����

SFAS第5号と同様 ｩJﾙh+x.,h/SFAS第5号よりはゆ �������

性要件 唏ｦﾙzh,ﾈﾘ(*"指す (*弌煇+8.ｨ.�������

(出所:山下(2001,pp.36･37.)を参考に､筆者が作成)
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第5章　非金融負債会計と蓋然性要件(2)

-蓋然性要件の削除に関する考察-

はじめに

本章では､ IAS第37号改訂案(2005)および企業会計基準委員会の｢引当金に

関する論点の整理｣に基づき､第4章の変遷を踏まえて､蓋然性要件に関する

考察を行っていく｡

1　蓋然性要件の方向性

IAS第37号改訂案(2005)においては､蓋然性要件を削除することが提案

されている｡

2008年2月のIASBの会議において､再審議の上､蓋然性要件の削除の方針

を再確認している｡しかしその後のIAS第37号再公開草案(以下､ IAS第3

7号改正案(2010)という)に対するコメントとして､範囲を潮定に限定した公

開草案であるにもかかわらず､企業会計基準委員会は｢引当金に関する論点の

整理｣に対するコメント及び引当金専門委員会での意見を踏まえ､幾度となく

検討され､その結果反対意見が表明されている｡

蓋然性要件の削除は､ ｢引当金に関する論点の整理｣において､図表2-2で

示した｢当該債務の欺済のために､経済的便益を持つ資源の流出が必要となる

可能性が高く｣が削除されたことを示したうえで､同第　26項において､ IAS

第37号改訂案(2005)が｢その場合､発生に係る不確実性は認識でなく測定

に反映されることになる｡｣ことを紹介している｡

さらにそれを具体的に示したものとして｢なお､現在の債務を有しているか

どうか不確実な場合には､蓋然性要件の適用に代えて､過去の経験や専門家の

助言等､期末日現在入手可能なすべての証拠を織り込んだ上で判断することが

提案されている｡また､偶発負債という用語も削除することが提案されており､

その結果､決済金額が1つ又は複数の不確実な将来事象に左右される負債は､

不確実な将来事象が発生する(又は発生しない)蓋然性とは無関係に認識され
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ることになる｡｣と規定している｡

つまり測定としての｢金額｣の不確実性と､認識における｢生起する確率｣

とは異なり､ ｢金額｣の決定には蓋然性は考慮されるとしている｡

この方向性を踏まえ､次にIAS第37号(1998)とIAS第37号改訂案(2005)

における蓋然性要件の取扱いを比較する｡

2　蓋然性要件の取扱い

　　　　　　　本節では､負債の定義や引当金の認識要件でも使用され､蓋然性要件を決め

)　るものとして用いられる｢現在の債務｣と｢将来の経済的便益の流出=こつい

てその方向性から検討を行う｡

そののち､蓋然性要件の削除による認識の変化を検討したうえで､いくつか

の項目について評価点や問題点を洗い出し､いくつかの考察を行う｡

さらに､蓋然性要件の削除から派生して生じる問題についてもテーマとして

取り上げる｡

2. 1　｢現在の債務｣と｢将来の経済的便益の流出｣

蓋然性要件の取扱いを決定するものは｢現在の債務｣である｡

現行の概念フレームワークの負債の定義に関して､図表3-5において

ASBJ･IASB･FASBともに､ ｢現在の債務｣と｢将来の経済的便益の流出｣ (同

意と考えられるものを含む)を含んでいることは確認した｡

しかし､どちらを前提(優位)として記載しているかはそれぞれ異なる｡

すなわち　FASBが､負債は｢現在の債務から生じる､ (中略)将来の経済的

便益の犠牲｣であると結んでいる｡これは｢将来の経済的便益の流出｣を前提

(優位)としており､ ｢現在の債務｣は単にその発生原因を指している｡

これに対し､ IASBは負債を｢現在の債務であり､ (中略)経済的便益を有す

る資源が当該企業から流出すると予想されるもの｣であるとして､｢現在の債務｣

を前提としており､ ｢経済的便益の流出｣はその後の事象を指している｡

日本は､ IASBに近く､ ｢現在の債務｣を前提(優位)に捉えている｡
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また､今後の方向性を示すIASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェク

トにおいては､｢将来の経済的便益の流出｣という文言自体が消え､｢現在の(経

済的)債務｣のみが残ることになった｡

同様の確認を各基準の引当金の認識要件にあてはめてみると､企業会計原則

注解18は｢将来の特定の費用または損失｣であることが｢将来の経済的便益

の流出｣と解され､ ｢現在の債務｣の要件に相当するものは見当たらない｡

IAS第37号(1998)では､ ｢現在の債務｣を有していることを前提に｢経済

的便益を持つ資源の流出｣が必要となる可能性が高いことを述べているo　その

ため､両方記載はあるが､ ｢現在の債務｣を前提(優位)としている｡

これに対して､今後の方向性を示すIAS第37号改訂案(2005)では､ ｢負

債の定義を満たしており､信頼性のある見積もりができる｣ことが引当金(罪

金融負債)の認識要件とされる｡

これは一見すると｢現在の債務｣と｢経済的便益の流出｣､いずれの記載もな

いように思える｡しかしキーワードの｢負債｣を概念フレームワークのいずれ

(現行･共同プロジェクト)かと組み合わせることにより判明する｡今後の方

向性として共同プロジェクトの｢負債｣として捉えれば｢現在の債務｣となる｡

これは､IAS第37号改訂案(2005)における非金融負債の認識は概念フレーム

ワークの｢負債｣の定義に依存することを指す｡

ここまでをまとめたものが､次頁の図表5-1である｡

図表5-1によれば､今後の方向性を示す｢IASB･FASB概念フレームワー

ク共同プロジェクト｣および｢IAS第37号改訂案(2005) ｣は､いずれも｢現

在の債務｣のみから捉えることを求めている｡

それでは次に､この｢現在の債務｣と｢将来の経済的便益の流出｣の取扱い

を検討する｡現実的な方法として3つを掲げ､以下に考察を行うことにする｡

まずは､今後の方向性から｢現在の債務｣のみで非金融負債を捉えていく方

法(第1法)である｡

次に､現行の基準にみられる｢現在の債務｣と｢将来の経済的便益の流出｣

の併記により非金融負債を捉えていく方法(第2法)である｡

三番目に､企業会計原則注解18の｢将来の経済的便益の流出｣のみで非金

融負債を捉えていく方法(第3法)である｡
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図表5-1　｢現在の債務｣と｢経済的便益の流出｣の取扱い

◎-.記載あり(優位) 

○-記載あり 

×-記載なし 

--.規定なし 

概念フレームワ-ク(負債) 侏ｸﾝﾘ,ﾈﾜ)k(将来の)経済的便益の詫出 ��

日本 ﾒ○ ��

ⅠASB ﾒ○ ��

FASB ｲ◎ ��

ⅠASB.FASB共同PJ ﾒ× ��

引当金.非金融負債の認識要件 侏ｸﾝﾘ,ﾈﾜ)k(将来の)経済的便益の流出 ��

日本(注解18) ◎ ��

ⅠAS第37号(1998) ﾒ○ ��

ⅠAS第37号改訂案(2005) × ��

FASB(引当金規定なし)  �

(筆者作成)

まず第1法を選択した場合､評価点としては､非金融負債の捉え方が単純に

なる｡つまり､現在･過去･将来のバランスから検討することなく､期末日現

在での認識が可能となる｡また負債の測定に関しても期末日現在の決済額によ

ることが検討案として示されており､その点において整合性を有する0

一方問題点として､田中(2010,p.22.)は第1法を採る場合､ ｢過去の事象･

現在の債務･将来の経済的便益の犠牲｣など､様々な時点から検討されていた負債

が｢現在｣のみを焦点とすることなどを懸念している｡会計が継続企業を前提とす

る中で､会計観として非金融負債の認識･測定にかかる時間軸が｢現在｣のみで決

定されることは､そこから導き出される会計数値の意味を問われることにもなる｡

第2法を選択した場合､現行のIASBや日本の概念フレームワークなどを踏

襲することを意味する｡

この方法を選択した場合の評価点としては､非金融負債を､現在のみで捉え
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ず､将来など他の時間軸からも捉える事ができることである｡また､本来｢現

在の債務｣として負債計上するものは､ ｢将来の経済的便益の流出｣のはずで

あるから､稀なケースがあり､個々に議論をすべきものがあるとしても一体と

考える方が自然である｡

しかし第2法を選択した場合の問題点は､ ｢将来の経済的便益の流出｣が蓋

然性要件の存続につながることである｡つまり将来の不確実性は蓋然性要件に

よる判断を必要とする｡このため､ ｢将来の経済的便益の流出｣を残すことは､

｢蓋然性要件の削除｣とは整合性を持たないことになる｡

第3法を選択した場合は､経済的概念から負債を捉えることになる｡評価点

として､法的概念よりも経済的概念から捉えた方が､会計上は理解しやすい｡

つまり､負債を｢将来の経済的便益の流出｣があると捉えることは､将来の支

出を意図することであるから､単純で理解しやすい｡

しかし､ ｢将来の経済的便益の流出｣のみで負債や引当金を捉えた時期は､

様々な引当金が費用化されており､その乱用が問題となっていた｡

このように3つの方法について､その可能性を論じてきたが､いずれも一長

一短である｡しかしこれまでの基準がほとんど第2法を用い､併記してきたの

は､そういった両者の長所･短所を補完してきたからではないだろうか｡

つまり第1法を選択することは｢蓋然性要件の削除｣を前提としていると考

えられ､ ｢現在の債務｣と｢将来の経済的便益の流出｣との相乗効果は考慮さ

れていないものと考えられる｡

2. 2　蓋然性要件の削除による認識の変化

蓋然性要件の削除により､これまでの｢引当金｣と対時してきた｢偶発負債｣

は｢非金融負債｣に統一される｡

これまでIAS第37号(1998)において､引当金および偶発債務の区分は､

｢現在の債務｣か｢潜在的債務(possible obligation)｣に区分されていた｡

現在の債務に該当するものは､以下の流れにより3つに区分される0

信頼性ある測定が可能であり､かつ､発生の可能性が高いと判断された場合

は引当金として認識され､財務諸表上に測定された値が計上される｡
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信頼性ある測定が可能であり､かつ､発生の可能性が低いと判断された場合

は偶発負債として認識され､財務諸表上には注記開示される｡

信頼性ある測定ができない場合も偶発負債として認識され､財務諸表上には

注記開示される｡

また潜在的債務とは､過去の事象から発生するもので､企業が必ずしも支配

可能な範囲にあるとはいえない将来の1つ又は複数の不確実な事象が発生する

か､または発生しないことによってのみ､その存在が確認される債務をいう｡

この潜在的債務も偶発負債として財務諸表上には計上されず､注記開示され

る｡

つまり､現在の債務であり､発生の可能性の高いもののみが､引当金として

認識され､それ以外は偶発負債として注記表示される｡

一方IAS第37号改訂案(2005)においては､現在の債務として認識されるも

のは､すべて非金融負債として認識されることになる｡なお信頼性ある測定が

できない場合も非金融負債として認識された上で､注記開示されることになる｡

また､潜在的債務という概念は､ IAS第37号改訂案(2005)公表時においては

必要ないとされた｡しかしその後のコメントから､存在するか否かが不確実な

項目で現在の債務が存在しないと判定される場合があるとして､これを注記開

示することに暫定合意している｡ (論点整理第113項)

以上を示したものが､図表5-2である｡

図表5-2　蓋然性削除による認識の変化

現在の債務(present obligation)

発生の可能性が高い

発生の可能性が低い

引当金

偶発負債※

(※は注記開示)

信頼性ある測定ができない　　　　偶発負債※

潜在的債務(possible obligation)　　　偶発負債※

(出所: ｢引当金に関する論点の整理｣ p.13.図表2.より)
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3　蓋然性要件の削除の評価点･問題点

前節の蓋然性削除による認識の変化を踏まえて､いくつかの項目により評価

点および問題点を列挙して考察を行う｡

3. 1　経営者の慈恵性の排除

まず引当金と偶発負債は､非金融負債-と認識名称が変わり統一されたo

これは､今まで｢発生の可能性｣という蓋然性により､引当金と偶発負債に

区分し､財務諸表に計上するものと注記表示するものに分けていたためで､注

記表示するものの総称として偶発負債が用いられていた｡

これが蓋然性要件の削除によりその必要性がなくなり､｢発生の可能性が低い｣

場合も非金融負債となることを可能にした｡

更に､現在の債務であるが｢信頼性のある潮定ができない｣場合も､ ｢未認識の

非金融負債｣であるとして､あくまで非金融負債としてとらえていくことにした｡

これら一連の流れは､経営者の窓意性を排除できる点において評価できる｡

すなわち､発生の可能性の高低の区別が､経営者に委ねられてきたことが排除

される｡

これまでの問題点としても､発生の可能性の高低は､基準により発生の可能性

が高いことを示す目安であるレベル｢50%｣や｢確実なもの｣などそのものが妥

当であるかの是非が問われたはずである｡またある事象が発生した場合に､経営者

により認識するか否かの判断が異なるケースがあり､それが窓意的に行われるケー

スの可能性も否定できない｡

例えば､BoritZl(1990)はカナダを中心に蓋然性に関する個々の判断のばらつきを

示す調査を行っている｡

それによれば､ SFAS　第　5　号における蓋然性の判断基準､ ｢蓋然性が高い

(probable)｣､ ｢相当程度の蓋然性が認められる(reasonablypossible)､ ｢蓋然性は乏

しい(remote)｣を例に挙げてどのくらい確率の高さがそれに該当するのかを調べた0

その結果｢蓋然性が高い(probable)｣が平均値で70%､範囲としては40%～80%､

｢相当程度の蓋然性が認められる(reasonably possible)｣では平均値で60%､範
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園としては同じく　40%～80%､ ｢蓋然性は乏しい(remote)｣においては､平均値で

10%､範囲として0%～25%となった｡

この結果をみると､ ｢蓋然性が高い(probable)｣と｢相当程度の蓋然性が認めら

れる(reasonably possible)｣に大きな差異はないo　両者とも平均値において50%

を大きく超えている｡つまり両者の区別はついていないことになる｡

また本来認識すべき｢蓋然性が高い(probable)｣場合､範囲が　40%～80%であ

ることから､仮に経営者が40%と判断した場合認識しないケースもあることがわ

かるo　逆に認識すべきでない｢相当程度の蓋然性が認められる(reasonably

poSSible)｣場合では､同様に範囲が40%～80%であるため､仮に経営者が80%と

う　　判断した場合､認識すべきではないケースであるのに認識してしまうケースがあるo

Borit21は､これをIAS第37号(1998)とSFAS第5号という基準間の認識相

違に当てはめて考察している｡

すなわちIAS第37号(1998)は､蓋然性を｢ある事象が発生しない確率より

も発生する確率が高い(more likely than not)｣としており､これは50%を超

える場合に認識することは明らかである｡それに対してSFAS第5号における

蓋然性は高く設定されているとしている｡

Borit2;の調査結果を示せば､図表5-3の通りとなるo

図表5-3　Bortizの調査による蓋然性の解釈

用語 兌ﾘｼﾂ範囲 ��

Remote 祿0%～25% ���

Slight RR0%～30% ��

Unlikely R5%～3.5% ���

Possible 鉄R25%～75% ��

reaSonablypossible 田R40%～80% ��

Probable 都R40%～80% ��

Likely 都R40%～80% ��

highprobably 塔RR70%～100% �

(出所: Boritz.J.E(1990)による)
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調査が示す蓋然性に関する暖昧さについては､蓋然性要件を削除することを肯

定することにはならない｡それは､今後の非金融負債会計の策定に際し､一定の容

認可能な蓋然性要件を定めることにより問題は解消されるためである｡これまでの

ように解釈指針や実務慣行に任せることも一考である｡また､これまでの考察から

取引事象に対する経営者の発生確率の認識がすべて同一とは､もともと限らない｡

それよりも考慮しなければならないのは､現在の債務ではあるが発生の可能性

が低いためこれまでは引当金として認識されなかったものが､非金融負債として認

識されるということである｡

言い換えれば､発生の可能性の低いものまで認識するということは､信頼性あ

る測定ができないことと同意ではないかということである｡

これまで指摘されてきた蓋然性の問題点は､発生の確率が低い事象ではあるが

財務諸表上オフバランスすべきではないケースがあるのではないかという点であ

る｡

すなわち､たとえ1%の確率であっても､ 100億円の1%であれば､ 1億円

であり､これは財務諸表上無視できないという｢金額の多少の問題｣である｡

しかし､やはり｢確率の高低の問題｣からすれば､ 1%の発生事象を正確に見

積もることは信頼できる測定とはいえない｡

また｢信頼できる測定｣が行えるかどうかは､調査コストも含め､経営者の窓

意性に委ねられるのではないだろうか｡

この｢信頼できる測定｣は､ IAS第37号改訂案(2005)が負債の測定に期待キャ

ッシュ･フローを用いることとも関連する｡

3. 2　信頼性ある測定

ここでは期待キャッシュ･フローに関する､ IASBの公表された改訂案､および

そのコメントのやりとりから､ IASBの信頼ある測定に関する見解を見ていく｡

IAS第37号(1998,par.36.)における漸定に用いられる金額は､以下のとおり規

定されている｡

･期末日における現在の債務の決済に要する支出の最善の見積り
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(具体的に示すと以下のとおり)

･債務を決済するために企業が合理的に支払う金額

･債務を第三者に移転するために企業が合理的に支払う金額

これに対してI AS第37号改訂案(2005)においては､以下のとおり変更して

いる｡ (｢引当金に関する論点の整理｣第54項より)

･期末日において現在の債務の決済又は第三者-の移転のために合理的に支

払う金額

相違点としては､ ｢最善の見積り｣という用語を削除したことである｡

つまり､最善の見積りをおこなうことは､確率の高低の問題､つまり蓋然性要

件も含むと考えられるためであるo

これに対し､改訂案によれば､期末日現在と､現在の債務であることを確認し

たうえで､第三者-の合理的支払額を潮定すればよいのである｡

まずこれら一連の負債の測定に関する改訂案のうち､上記の測定金額に対す

るコメントおよびIASBの見解を示せば下記のようなものであった0

IAS第37号改訂案(2010,par.BC5.and BC6.)によれば､ IAS第37号改訂案

(2005)の測定に関して､コメントレターは以下の3点を批判した｡

まずは､潮定の目的､決済および決済金額の解釈が不明瞭な点である｡

具体的には､債務の履行としての決済なのか､または債務の解消としての決

済なのかというコメントやその場合測定される決済金額や移転金額の相違点や

どちらを優先して用いるべきなのかというコメントである｡

これに関してIASBは､企業自体が､現在の債務を決済するために､期末日

に合理的に支払う金額で負債を測定することは､全体の謝定目的を示すことで

あるとしている｡したがって､謝定目的は､実際の債務の移転または債務の駄

済価格を示すものであり､仮定の域を出ないものは測定されないとする｡

IAS第37号改訂案(2010,parBC9.)では､それを踏まえたうえで､次の3つ
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の最も低い金額を合理的に支払う金額としている｡

･債務を履行するために要求される資源の現在価値

･企業が債務を決済するために支払わなければならない金額

･企業が債務を第三者に移転するために支払わなければならない金額

このように示されたのは､謝定として現在の債務を決済または移転するため

に支払う金額が､イコール､基準が負債として示す範囲を適切に示していない

というコメントから､その範囲の適合性を考慮したためである｡

また､期待値による測定が､最頻値による謝定より適切なのか､また適切で

あってもコストがかかり複雑であるのではないかというコメントに対して､期

待値による測定の具体例を示すことを考慮したものである｡

さらに､この改訂案が資産除去債務のような将来のキャッシュ･アウトフロ

ーの見積りに含めるべき種類についての何らかの指針を示すべきという指摘が

あったことも上記の3つを示した理由に挙げられるであろう｡

このような謝定金額に関するやりとりから､ IASBはIAS第　37号改訂案

(2005)をベースに潮定金額に関する定義を定めていこうとしている｡

次に測定金額としての期待キャッシュ･フローに関して､あらためて関連す

るコメントを､ IAS第37号改訂案(2010,par.BC7.)より列挙すれば以下のよう

になる｡

･株主などが､企業の将来キャッシュ･フローの予測としての必要な情報は､

負債の漸定として最頻値によるものではないか｡

･期待値による負債の測定は､不確実性を有しており見積を誤る可能性があ

るため､最頻値のものより信頼性に欠ける｡

･期待値の計算には､多くの情報を得なければならず､また計算も複雑とな

るためコスト面においても支持できない｡

･係争中の被告人などを想定した場合､期待値による負債の潮定は､相手方

に起こりそうな結果についての見解を求めることになるため､信頼性のあ

る数値の開示は期待できない｡その場合､米国の基準とも矛盾を生じさせ

143



ることになる｡

これらのコメントに対し､ IAS第37号改訂案(2010,par凱BC14, BC15, and

BC18.)において以下のような反論をしている｡

･株主などは､企業自体が負債の支払額を多く支払うことを前提としてい

るわけではなく､それをどのくらい少なく支払っているか測定する結果

を､最も多く起こりそうな結果ではなく､可能性のあらゆる結果を考慮

に入れる｡

･企業およびその経営者は､株主などより負債の不確実性についてより多

くの知識がある｡したがって､多くのコストをかけずしてベネフィット

を得ることが出来る｡

･謝定の信頼性について､ある日(たとえば当期末)と後ロ(たとえば翌

期末)に要求されるアウトフローが異なっていたとしても､それは誤り

ではなく､単に不確実性を括写していることになる｡したがって､倍額

性の高低に関する問題には及ばない｡

･IAS第37号(1998)の範囲の負債は､本来不確実であり､それを見積り

という誤差をもって測定していた｡そのような従来の方法に対し､期待

値による測定は最頻値を考慮にいれた謝定であるため､見積りの誤謬の

インセンティブがない｡

･訴訟に関しては､非常に稀で先例のないような訴訟の場合はコメントの

指摘に該当するが､ある程度の先例等がある場合において信頼性がある

場合を負債として認識することを前提としているため､これをもって期

待値による訴訟の賠償額の測定を否定することにはならない｡

･提案された測定要求が､US GAAPと相違する108ことは認めるが､最

頻値による謝定が両者のコンバージェンスに寄与するとの見解に同意し

ない｡

以上のように､信頼ある測定に関して､ IAS第37号改訂案(2005)の公表か

ら様々なやり取りが行われてきた｡

しかし､まず根本的な問題点を挙げるとすれば､蓋然性要件という問題が､
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削除することを前提に行われてきたことである｡

このIAS第37号改訂案(2010)に対して､同年9月よりコメントの分析と検

討が行われている｡

その中で､信頼ある鄭定ができるにもかかわらず､将来の経済的便益の流出

の可能性が低いため､負債として認識されないことを問題の前提として､あら

ためて議論を行った結果､ 2006年､ 2007年の蓋然性要件の削除の暫定合意を

再確認するに至った｡

期待キャッシュ･フローの是非を含めた漸定の問題を論じるのであれば､そ

れに明らかに関連する蓋然性要件に関して､ (暫定的とは言え)先に結論を持ち

だすのは､好ましいこととは言えない｡

しかし､さらなる関係者との意見交換が必要であるとの判断から､スタッフ

に対して､この問題に関する論点をまとめた文章を作成し､コメントを求める

ことになり､作業が進んでいる｡また将来IASBがIAS第37号に関するすべ

ての事項に関して合意に達した場合には､それらすべてについて改めて意見を

求めることが､暫定合意されている｡

このような議論に関するプロセスを辿ることは､結果的に何度も同じ議論を

することに他ならない｡これは第3章において取り上げた､資産除去債務の認

識範囲を巡り､推定的債務を含めることに賛成出来ないコメントが何度も繰り

1 0 8IAS第37号改訂案(2005,par,18.)において挙げられた､ USGAAPの負

債謝定に関する思考は以下のとおりである｡

(a)uSGAAPによる訴訟に関する負債の認識は､レベルが高すぎること

により､ほとんど認識されない｡

(ち)USGAAPによれば､偶発損失に関して合理的に発生する個々の見積

りが可能である場合は､その可能な範囲での最小値となるため､最頻

値を採用しているわけではない｡

(e)資産除去債務について､当初公正価値での謝定を要求したのち､期待

価値技法は常に公正価値で見積もることによる唯一の適切な技法で

あるとしている｡これに対し､負債の測定が最頻値による謝定を採る

ならば､資産除去債務に関する測定の相違が増大すると考えられる｡
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返されたことと同様ではないだろうか｡

それは､会計基準を作成する側が最初から結論ありきで思考する際に､コメ

ントを送る側が､何度もそれに反論をする状態である｡今回は､先に述べたよ

うに我が国の企業会計基準委員会も含めて､蓋然性要件に対するコメントを考

慮して､ IASBに対応しているのである｡

企業会計基準委員会は､これらを踏まえて｢引当金に関する論点の整理｣の

議論にあたることになる｡

コメントの応酬に話を戻せば､ IASB　のコメントに対する見解には､いくつ

か指摘すべき点を見つけることができる｡

まずは､潮定の目的は全体的なものであり､仮定上の債務の移転または債務

の決定価格で負債を測定しないことを強調した点である｡

つまり決済金額および移転金額が存在する場合の規定がないということであ

る｡見解では､計算を複雑にしないことに留意していたため､そういったこと

は解釈指針や実務慣行に任せるという意図であろうか｡

しかし､コメントに対して結果的にIASBは｢債務を履行するために要求さ

れる資源の現在価値｣を含めて3者のいずれか低い金額としたのである｡

これは､｢将来の債務を履行するために必要な資源などの経済的便益の流出を

現在価値｣で謝定することを含むことを示す｡

つまり､現在の債務だけではなく経済的便益の流出を要件に含むことを示す

ものである｡

また単純に選択の幅を3つに増やしたことにより､計算の複雑性は増し､そ

のいずれかが調査コストを要するものであったり､その結果不確実性を増す要

素があれば､これも問題点として指摘されよう｡

次に期待キャッシュ･フローに対する批判的なコメントに対する見解につい

ても､以下のように再反論が可能であろう｡

まず株主などが求める負債の金額とは､その多寡ではなくて､その金額が信

頼性をもって潮定されたかが最も重要ではないだろうか｡そういった経営者の

行動を推測し､謝定に反映することから期待値を選択することは､説明として

難がある｡

またこれを単一の事象と複数の事象に分けて考えることができる｡
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特に議論の対象となるべき､複数の事象である場合について､ある事例によ

り導き出される期待値と最頻値の数値から選択することが最良ではないだろう

か｡

これは､決して新しい理論でなく､我が国でも資産除去債務会計基準におい

ては､期待値と最頻値は選択可能である｡

たとえば､期待値を原則とするが､期待値が企業の利害関係者の判断を著し

く誤らせる場合などは､最頻値を使用することができるというような代替案で

ある｡

つまり､複数の事象である場合に､どちらかがすべてのケースにおいて優れ

ているということではないということである｡

次に､株主などと経営者などを比較して､調査コストがかからないという比

較は論外であろう｡特に環境負債などを例にとっても､経営者が事前の知識を

有するとはいえず､特に新しい環境負債に取り組む場合は､調`査会社など外部

に委託することもある｡

たとえば､調査コストを要する項目であるが､それを見逃したことにより､

あとでより大きな環境負債を負担するのではないかというケースは､まさに知

りえる情報の中で経営者の判断が求められる｡

さらに､期待値による漸定において見積と実際で異なっていたとしても､そ

れは信頼性の高低に結び付かないという見解である｡

これも期待値と最頻値を併用することにより､常に見積りと実際が同一とな

らないまでも､その時点での最良の数値が求められると考える｡

最後に訴訟に関する負債の測定であるが､これは現在追加ガイダンスにより､

その問題点は解消されている｡それは､蓋然性要件の容認であることは第6章

で取り上げる｡

このように､蓋然性要件の削除と関連性を持つ謝定における期待キャッシ

ュ･フローの導入は､2005年の当初草案から7年たった今もまだ結論を得られ

ていない｡

なお本節の最後に､コメントとして挙げられたものとして､気がかりなもの

が二つあったので､紹介しておく｡

ひとつは､保証債務のような負債は期待キャッシュ･フローによる漸定が適
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しているが､訴訟の場合はもともと経済的便益の流出に関する適切な判断材料

がないため､期待キャッシュ･フローによる測定には不向きであるという指摘

である｡この指摘は､事例によって期待値と最頻値の潮定を組み合わせること

を提案するものである｡つまりそれぞれの鄭定借の選択が最良ではなかろうか

というものである｡

またもうひとつは､これまでの引当金から非金融負債に移行することにより､

より多くの負債が認識されるとすれば､そのすべてを漸定する公正価値は実務

上容易ではないという指摘である｡

いずれの指摘も同意できるものであり､今後の検証において有用なものであ

る｡

続いての論点として待機債務(stand.readyobligation)について考察を行う.

3. 3　待機債務

これまでも第3章で取り上げたように､資産除去債務において米国のSFAS

第143号がその公表後､条件付資産除去債務の問題から､ FIN第47号やSFAS

第157号によって解決してきたことを紹介した｡

その間題は｢無条件債務　uneonditional obligation｣と｢条件付債務

(eonditionalobligation)｣の区分に関するもので､ ｢条件付債務｣の要件が問題

とされてきた｡

IAS第37号改訂案(2005,par.BCll.)によれば､条件付債務とは､契約上の債

務をふたっに分類した際､将来の不確実な事象にその履行が依存する条件付(ま

たは偶発的)のものである｡

一方無条件債務とは､その履行のために時間的な要因のみが勘案され､時の

経過によりその履行がなされる無条件(または非偶発的)のものである｡

IAS第37号改訂案(2005)では､この待機債務の説明に製品保証が用いられ

ていたが､収益認識プロジェクトの関連から､2010年のIFRS作業草案｢負債｣

では､環境修復に関する負債の説明に切り替えられている｡

第2章で取り上げたとおり､この環境修復に関する負債は､我が国では検討

項目とされているが､ IFRSの作業草案par.19.に準じて概要を説明する.
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たとえば､環境修復に関して､他の企業に代わりそれを引き受ける場合､こ

れまでは実際に引き受けたとき､またはそれに伴う経済的便益の流出を伴う場

合に無条件債務に該当すると考えられてきたものが､実際に引き受けなくとも､

仮に他の企業が引き受けない場合に備えるべき待機債務が生じたと考え､引き

受け時にこれを無条件債務に含めることを可能とした｡

今回この｢待機債務｣の考え方を採り入れたことにより､ ｢条件付債務｣を

｢無条件債務｣に置き換えすべてを｢無条件債務｣にすることを可能にした｡

つまり､蓋然性要件の削除と合わせて､待機債務の思考を採り入れたことに

より､これまで引当金と偶発負債で区分されていたものを､非金融負債として

認識することを可能にした｡また潜在的債務も未認識の非金融負債として認識

されることになった｡

また同様に待機債務の導入メリットを赤塚(2010,p.154.)は､ ｢現行のIAS第

37号(1998)では､負債を単一のものとして考えるかそれともポートフォリオと

して考えるかによって､取扱いが区別されていると解されている｡それは､単

一の負債には(蓋然性要件を厳格に運用したうえで)最頻値を用い､ポートフ

ォリオの負債には期待値を用いるという､測定値の性質の相違をもたらすこと

になる｡なお､電気･電子機器廃棄物処理負債と環境保証債務の一部について

は､負債が発生する原因となる取引が相当程度反復すると考えられることから､

ポートフォリオで考えることができる｡｣と指摘している｡

すなわち､現行の負債は､それを単一と捉えるかポートフォリオと捉えるか

により､測定方法を使い分けているo　単一の場合は､蓋然性要件を用いたのち

に最頻値を使用し､ポートフォリオの場合は､期待値を含めて最頻値との併用

により謝定を行う｡

つまり負債に対して2種類の謝定方法を使用していることが､現行規定の欠

点であるとの指摘である｡

これがIAS第37号改訂案(2005)では､いずれも無条件債務に焦点を当てる

ならば､双方ともに一律に蓋然性要件を充足すると解されるためである｡

これをメリットとして捉えると､次のような思考も可能である｡

すなわち､いずれの場合もまず蓋然性要件によって､その単一のものとポー

トフォリオのものを認識する｡その際､単一のものは問題ないが､ポートフォ
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リオのものは､異常値などを除くことを目的として蓋然性要件を適用する｡そ

ののち､測定として､単一のものには最頻値を､ポートフォリオのものには､

最頻値と期待値を選択するという具合である｡

このように思考すると､その債務発生対象が何かによって､最善の選択をす

ることも可能にする｡

たとえば､スーパーファンド法に基づき生じた環境修復義務は､その指摘が

なされた段階から､待機債務であり､蓋然性要件に照らし合わせても発生の可

能性は認識しうるに足る高さである｡しかし､資産除去債務に関していえば､

将来に発生する除去債務は将来に決済の時期や方法が依拠するところがあり､

)　　これをFIN第47号の無条件債務･条件付債務の区分なく､すべてを一律に無

条件債務と捉えることは､難しいのではないだろうか｡

つまり､債務発生対象の区別なく蓋然性要件を用いたうえで､最頻値または

期待値(単一のものは最頻値)を用いるのが最適である｡

一方でこの待機債務の問題点として､田中(2010,p.22.)は､ ｢IASBは､認識

と謝定を明確に分けて､現在時点において存在する無条件債務のみを認識対象

とし､将来発生する可能性のある条件付債務については測定段階で考慮するこ

ととしている｡しかしながら､将来において一定の事象が発生する可能性を測

定段階で考慮に入れるということは､現在の無条件債務を測定しているという

よりも､むしろ将来の条件付義務を漸定していることになろう｡したがって､

現在の無条件債務を認識するとしながらも結果的には将来の条件付債務そのも

のを認識していることに他ならないのではなかろうか｣と指摘する｡

すなわち､認識と漸定を二段階に分けて､まず現在の無条件債務のみを認識

対象とし､将来の条件付債務は､その次の漸定段階で組み込むという考えであ

る｡しかし､この二段階をまとめて考えれば､現時点において将来の条件付債

務を､現在の無条件債務にすり替えていることに他ならないのだ｡

また佐藤(2010,pp.97･100.)も､リース料支払義務の認識謝定におけるリース

期間の取扱いをめぐって､同趣旨の指摘を行っている｡

さらにその他の問題点として､田中(2010)は｢過去の事象･現在の債務･

将来の経済的便益の犠牲｣など､様々な時点から検討されていた負債が｢現在｣

のみを焦点とすることなどを懸念している｡
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会計観として､継続企業を前提として会計数値を出すと考えた場合に､現在

(期末日)の要素のみで計算された結果から得られるものは何であろうか､と

懸念するところである｡いずれにしても時間軸のバランスが求められることに

同意するのである｡

待機債務は､このように当初のIAS第37号改訂案(2005)から様々な議論が

行われている｡この議論はIAS第37号改訂案(2010)公表後も継続している｡

まず､ 2007年の保険契約のDP.part2. Appendix GloSSary.において､待機債

務を｢特定の事象の生起によって､現金またはその他の経済的資源を移転する

ことを待機する債務｣と定義した｡

この暫定案において注目すべき点は､経済的資源の移転を待機する現在の無

条件債務に｢特定の事象の生起によって｣と条件がついたことである0

これを受けて､ 2009　年に公表された一連の負債プロジェクトの　AP･

4D(Agenda Paper. 4.D.)において､待機債務を｢将来の特定事象の発生･非発

生によって経済的資源の移転を待機する現在の無条件債務(present

unconditional obligation)｣ (par.15.)と定義する暫定案が提示された｡

このAP･4Dでは､待機債務は次の3つの特徴をもつとされる｡ (par.18.)

(a)待機債務は､将来事象の発生･非発生を企業がコントロールできない場

合に限り発生する｡

(b)したがって､企業が特定の事業活動を遂行したときのみに限定して発坐

するのであれば､待機債務は既にその事業を遂行したか､または､第三

者に対してその事業活動を遂行する債務を負っている場合に限定して発

生する｡

(C)待機債務は､直接的に経済的資源の移転を引き起こすわけではない｡ ｢無

条件の待機債務(unconditional Stand ready obligation)の発生｣と｢経

済的資源の移転｣の間には､それらとは別の無条件債務が存在する｡す

なわちある特定の事象が発生または非発生の場合に生じる新たな債務で

ある｡さらに､特定の事象の発生と企業の当該事象の報告と企業により

正当化を立証された事象の間に時間差があれば､新たな債務が存在した

かどうか不確実な期間が存在する｡
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AP･ 4Dのpars.28-30.において､ AP･ 4D.par.18.の(a)～(C)を次のように

解説している｡

つまり､ (a)は､負債であるからには義務を回避できないことが必須条件であ

ることを示し､ (b)は(a)に加え義務を回避することができないことを明確にす

る特徴と相侯って､待機債務が｢現在の債務｣であることを担保されることを

指している｡

それに対して(e)は､ ①待機債務は契約または法律により確定された期間にわ

たって存在し､当該期間の終了をもって消滅すること､および②待機債務が消

滅する以前に特定事象の生起が認められれば､待機債務のほかに新たな債務が

発生し､待機債務と併存することも指掃するのである｡

赤塚(2010,pp.196-197.)は､最も注目すべきは(C)の新しい解釈であると指締

する｡

つまり､待機債務の精教化のため､無条件債務と経済的資源の移転の間に新

たな無条件債務を置いたことである｡これらを基にさらにコメントを求め議論

が継続される｡待機債務の定義についてまとめたものが図表5-4である｡

図表5-4　待機債務の定義

 )

ⅠAS第37号(1998). 唳(ｴﾜ)k,ﾉ.宛,R������

(無条件債務および条件債務に区分) 

ⅠAS第37号改訂案 唸淤/H,h.宛,ﾘ,R������

(2005.) 宙ｾﾉ~,h+X,IｹV兢ｸｨｹ8+.x.ｪHﾈHﾜ)k/yｨﾗ8+x.ﾘ-�������������

に待機する債務であることが示される) 

保険契約DP(2007) 唳<.ﾈ馼ｸ,ﾉhｴh,,JHﾋｸｾ-ﾈ+ﾘ,ﾘ+ｸ,ﾉﾈ,ﾈﾆ倬ﾋ���������������

移転することを待機する債務 

AP.4D(2009) 唸彧xﾉ<.磯hｸ,ﾉJﾙb餔Jﾙh,h,,Hﾆ倬ﾋﾈ昆5ﾘ/"���������������

機する現在の無条件債務 

(その他に待機債務の判定に用いる3つの特徴を示す) 

(筆者作成)
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それでは､待機債務について独自に考察を行う｡

待機債務の概念についてIAS第37号改訂案(1998)からAP･ 4Dまでの取扱

いの変遷を図表5-5に示す｡

なお､図中の面積は､期間の長さを示すものではない｡したがって､図表を

群にそれぞれ対比するのではなく､横に債務の発生から経済的資源の流出まで

の流れを確認して頂きたい｡

図表5-5　待機債務の概念の変化

)

(債務の発生)一一一(経済的資源の流出) 

ⅠAS第37号 (1998) ﾈHﾜ)k丿ﾙ.緯)k佝倬�����������

ⅠAS第37号 (ｴﾜ)kﾈHﾜ)k/yｨﾗ8+x.ﾘ-(ｴ+x.俐)k壷k8����������������

改訂案(2005) 佇ﾈﾜ)k劍ﾋﾉzﾈ������

AP.4D 冖8ﾈﾂ発生の可能性のある 発生の可能性の高い109) �����

二(200.9) (ｴﾜ)k新たな無条件債務 刳m実な新たな無条件債務 ����

(筆者作成)

まず､ IAS第37号(1998)では,条件付債務が蓋然性要件により認識されるか

否かが判断され､その条件付債務の条件に該当する際に確定債務となり､経済

的資源の流出が行われる｡

それがIAS第37号改訂案(2005)では､債務が発生してから経済的資源の流

出までがすべて待機債務となる｡またこの待機債務を､条件付債務を履行する

ために待機する債務として､無条件債務とみなす｡すなわち､待機債務は無条

件債務であるため､蓋然性要件の適用は必要なく､公正価値による判断を可能

にする｡

これがコメントなどにより議論が進んだAP･ 4Dでは､この期間が4段階

に分かれる｡

AP･ 4Dのpar.31.andpar.32.の保険に関する例に従って説明すれば以下の

1 09新たな無条件債務をわかりやすく区分するために､ ｢発生の可能性のあ

る｣に対応させるため｢確実な｣の前に､筆者が挿入した｡
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とおり要約できる｡

家計保険については､企業は当初の契約に基づく待機債務と保険金の実際の

支払に対する待機債務を有するものと考えられる｡

当初の契約に基づく待機債務は､契約期間にわたって存在するのに対し､保

険金の実際の支払に対する待機債務は契約者が保険金の支払い請求をしてから

保険金の査定により支払･不払いの決定がなされるまで､および支払の金額が

確定するまでの間､新たな無条件債務が　2段階に区別され存在するのであ

る｡

また生命保険を考えれば､死亡により一括して死亡保険金を支払うことによ

り､当初の契約に基づく待機債務が消滅する場合もある｡

このケースから､赤塚(2010,p.197.)も指摘するように､ IAS第37号改訂案

(2005)の待機債務が直接的に経済的資源の移転をもたらすわけではないことが

伺える｡

直言すれば､ IAS第37号改訂案(2005)が示した､待機債務を無条件債務とみ

なし､負債として認識することには無理があった｡つまり理論的な再構築が必

要となった｡そのため､ APT 4Dのように4段階に分類されたのである｡

しかし､この4段階の区分のいずれの段階から負債として認識されるのかを

思考すれば｢確実な新たな無条件債務｣が適当ではないかと考える｡

むろん公正価値謝定から考えれば､ ｢発生の可能性のある新たな無条件債務｣

も謝定可能であれば､すなわち信頼性のある見積もりができることを要件に､

認識は可能である｡

公正価値測定に蓋然性要件を取り入れることが検討できれば､つまり原則を

公正価値で測定し､それに認識対象として蓋然性要件を加えることができれば､

この問題も解決する｡

いずれにしても､この議論において､皮肉にも新しい債務が蓋然性要件と取

れる要件により2つに区分された｡つまり保険契約のケースのように､ 2つの

状態が実際に存在することが証明されたのである｡

これまでの議論を踏まえて､ AP･ 4D.par.9.は､ ｢待機債務｣という用語を

今後は使用しない方向で検討を進めることにしている｡
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4　IASBの蓋然性要件の削除理由の検討

これまでの検証を踏まえて､IASBのIAS第37号改訂案(2005)で示された蓋

然性要件の削除の理由について検討していきたい110｡

理由1　負債が存在すれば何らかの経済的資源の流出を伴うことは間違いな

いため､蓋然性要件は形骸化しているのではないか｡

理由2　単一の保証債務について､将来に支払う蓋然性が高くない場合､認

識当初は負債ではなく収益が認識される｡

理由3　蓋然性要件を継続させるということは､条件付債務に適用するとい

う誤解を生じさせる恐れがある｡

理由4　すでにある会計基準との整合性が保てない｡

理由1を検討すれば､現行の概念フレームワークやIAS第37号(1998)にお

ける負債の定義は､確かに｢現在の債務｣と｢経済的資源(便益)の流出｣の

両方を満たすものである｡そのため負債の存在は経済的資源(便益)の流出を

示す｡

しかし､ IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトおよびIAS第

37号改訂案(2005)における負債は､ ｢現在の債務｣であるため必ずしもそれが

｢経済的資源(便益)の流出｣を満たすとは限らない｡それは､経済的資源(倭

義)の流出は､将来に対するものであるため､現在の債務からは推定できない｡

理由2を検討すれば､確かに負債ではなく収益と認識される｡そのため蓋然

性要件を継続するためには例外と見なされる｡しかし､保証債務の原始認識に

際して蓋然性要件により負債計上の適否を判別していることに注目すべきであ

る｡

理由3を検討すれば､これは待機債務で確認したように､無条件の待機債務

は､蓋然性要件によって区分された2段階の新たな無条件債務を経て経済的資

源の流出と考えられることになる｡よって条件付債務に蓋然性要件を用いるこ

1 1 OfAS第37号改訂案(2005) pars,BC26,BC37,BC38,BC40,and BC48,より
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とはないo

理由4を検討すれば､それを解消するにはいくつかの方法がある｡ひとつは

以前検討された会計基準を優先させ､それに合わせて新しい会計基準をつくる｡

もうひとつは､検討事象ごとに議論を行い､適否を検討することである｡後者

は会計基準作成のプロセスを長期化させる懸念やひとつの会計思考や会計処理

によることを求める立場からは問題であろう｡

しかし中長期的に検討されるIASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェ

クトには有用であり､その会計基準などを様々な国･地域で用いることを考え

れば､国際的な会計基準にコンバージェンスの受け入れを容易にするものであ

ろう｡

以上､IASBのIAS第37号改訂案(2005)で示された蓋然性要件の削除の理由

について検討してきたが､蓋然性要件の削除の決定的な理由は見当たらない｡

しかし､蓋然性要件の削除を前提とした思考から考えれば､こうした理由を

挙げる他はないことに同意するo

5　負債の認識範囲の拡大

第2章の図表2-2が示すとおり､ IAS第37号(1998)の引当金の定義､お

よびIAS第37号改訂案(2005)の非金融負債の定義には､いずれも｢負債｣で

あることが明記されている｡

また第5章の図表5-2が示すとおり､ IAS第37号(1998)の引当金として

注記開示されるものを除いて財務諸表に認識される範囲とIAS第37号改訂案

(2005)の非金融負債として同様に認識される範囲を比較すれば､明らかに｢現

在の債務として発生の可能性の低いもの｣が新たに認識される非金融負債とな

る｡

本節では､蓋然性要件の削除に派生する問題点として負債の認識範囲の拡大

を取り上げる｡

1990年頃までの負債概念､特に資産除去債務に関する会計基準が設定される

までは､法的概念から経済的概念-引当金の計上に対する考えが支配的であっ

た｡これは収益費用中心観の会計観に基づくもので､実際に様々な費用性の引
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当金が計上されるようになった｡

したがって､この時期の引当金の認識範囲は､法的債務から推定的債務など

に広がりを見せた｢拡大期｣であったと言えよう｡

しかし､資産除去債務会計基準の設定を境に､資産負債中心観の会計観に基

づき負債の認識範囲の拡大には歯止めがかかり｢縮小期｣を迎えたと考えられ

る1110　っまり負債の認識範囲を法的概念のみに近い概念とするものであるo

では､今後の負債の認識範囲に関する方向性を考えてみたい･｡

現在検討されているIASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトでは

フェーズBにおいて負債の認識範囲について｢債務(Obligation)｣などではな

く｢強制( Compulsion )｣という用語を用い､具体的範囲を｢法的強制(le嘗al

compulsion)｣ ｢倫理的強制(moral compulsion)｣ ｢経済的強制(economic

compulsion)｣に分け法的強制のみを該当させる方向で検討が進んでいる112｡

｢債務｣と｢強制｣という文言の違いからは推論できないが､この動向は一

見､負債の認識範囲が拡大しないように捉えられる｡

しかし下記に挙げる､蓋然性要件の削除による認識範囲の拡大以外の､国際

的な動向を踏まえた4つ要因により､今後の負債概念は｢再拡大期｣に入るも

のと考える｡

要因1 IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトの動向

法的強制のみに加え｢同等の強制(Compulsion ofequivalent force)｣に由来

する項目も含むとされ､具体的提示はなされていない｡また｢同等の強制｣が､

約束的禁反言の原則を排除するものではないとしている｡ (IASB　2006C,

pars.54-55.)

要因2　FASB本来の思考

第3章で取り上げたように､ SFAS第143号では､当初公開草案で示された

｢推定的債務｣を含む資産除去債務の認識範囲に対し､その具体的な範囲を示

1 1 1赤塚(2011,p2.)

i i 2 IASB(2006a) :Agenda Papel･, 4A pars.32-33,
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すことを求められた多くのコメントに対応できず､最終的に｢法的債務と約束

的禁反言の原則｣に限定した経緯がある｡

つまり　FASB本来の思考はそこにあり､ IAS第37号の示す｢法的債務およ

び推定的債務｣に近づける思考ではないかということ｡

要因3　会計基準の国際的なコンバージェンス

IASBやFASBとのコンバージェンスの観点から考えれば､第3章で指摘し

た資産除去債務の認識範囲は､我が国が最も狭義であるため､今後の拡大要因

となる｡

要因4　環境負債の増加

多くが非金融負債に含まれる環境負債を考えても､今後想定される環境法の

整備や法律の厳格化に伴いこれまで認識されなかった地域や国､事例で認識さ

れるようになることが考えられる｡

ここまでの流れをまとめたものが図表5-6である｡

図表5-6　負債概念の認識範囲の方向性

拡大期

収益費用中心観

に基づく

法的概念から

経済的概念-

(企業会計原則

注解18など)

(筆者作成)

⇒

縮小期

資産負債中心観

に基づく

法的概念のみ

に近い概念

(資産除去債務

会計基準)

再拡大期 

･蓋然性要件の削除 

･概念FWの動向 

･FASB本来の思考 

･コンバージェンス 

(日本の場合) 

･環境負債の増加 

また井上(2009,pp.87-89.)は､負債範囲の拡張手段は3つあると指摘する｡

次頁の図表5-7に示めすとおり､負債の範囲を､債務性のないもの､衡平
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法上の債務や推定的債務､法的債務の3つに区分した包含図を用いて説明して

いる｡

なお､現在の｢負債の範囲｣は､ ③法的債務と②衡平法上の債務や推定的債

務の中位にあると考えられる｡

一つ目は､図表の｢①債務性のない項目｣を｢負債の範囲｣に取り込むこと

による拡張手段を指す｡

これらは､フロー認識法(蓋然性による負債の認識法のひとつで､費用の認

識に誘導されて負債を計上する方法)において現在の債務である項目以外に債

務性のない項目を負債として認識することを可能とするものである｡

この拡張手段に該当するものは､SFAS第5号や企業会計原則注解18などで､

図表5-6でいえば､拡張期にあたる｡

二つ目は､ ｢②衡平法上の債務や推定的債務｣を｢負債の範囲｣に取り込むこ

とによる拡張手段である｡

これらは､拡張期から資産除去債務会計基準などの縮小期にも用いられたも

ので､フロー認識法やストック認識法(蓋然性による負債の認識法のひとつで

図表5-7　負債範囲の拡張手段

(出所:井上(2009,p.87.)を参考に､筆者作成)
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負債の定義を満たして負債の発生を認識することにより負債を計上する方法で

あり､蓋然性を要するものと不要なものがある)において法的債務に衡平法上

の債務や推定的債務を採り込むことによる拡張手段を指す｡

この拡張手段に該当するものは各概念フレームワークやIAS第37号(1998)､

IAS第37号改訂案(2005)､ SFAS第143号､我が国の資産除去債務会計基準､

さらにはSFAS第5号や企業会計原則注解18など､これまで紹介したほとん

どが該当し､図表5-6でいえば､拡張期および縮小期にあたる｡

三つ目は､ ｢③法的債務｣を拡大して｢負債の範囲｣とする拡張手段である｡

これらは､資産除去債務会計基準に用いられたもので､ストック認識法にお

う　　いて法的債務の解釈を拡大したり､環境法の整備や厳格化により法的債務自体

が拡大することによる拡張手段を指す｡

この拡張手段に該当するものはSFAS第143号や我が国の資産除去債務会計

基準であり､図表5-6でいえば､縮小期以降の動向となる｡

この三つ目の流れが､今後の負債の範囲の拡張の方向性であることに同意す

る｡それは､第3章で取り上げたSFAS第143号の基準導入時に｢推定的債務｣

の具体性を求めるコメントに対して､FASBが十分に説明できず､結果的にIAS

第　37号(1998)の範囲である｢法的債務および推定的債務｣との差異を解消で

きなかった経緯からである｡

それでは改めて､このように負債の認識範囲の拡大に対して､どのような対

応が求められるのであろうか｡

例えば､第3章で示したような資産除去債務の会計処理試案のような､多様

で柔軟な会計処理を検討することも必要ではないだろうか｡

また負債の認識拡大に対し､そのすべてに公正価値漸定を適用することは､

難しいのではないだろうか｡それは待機債務などで指摘したとおりである｡

当面は､今後公表されるであろうIAS第37号の改訂に関する最終的な蓋然

性要件の取扱いや中長期的に形成されるIASB･FASB概念フレームワーク共同

プロジェクトにおけるフェーズBの負債や資産などの概念が注視される｡
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6　非金融負債と非金融資産の対称性

　う

本節では､川村(2007b)の先行研究である非金融負債を非金融資産とのグルー

プ化によりその会計処理を捉える説を紹介し､その特徴および非金融負債の会

計処理としての可能性の検討を行う113｡

この研究は､非金融資産と非金融負債の対称性はどこまで考慮されるべきか

に関するものである｡

まず非金融負債の会計処理は､非金融資産の会計処理とのバランスや整合性

を考慮すべきであるという必要性を次のように説明している｡

非金融負債の計上時には同時に費用または損失が計上される｡この効果は､

非金融資産の収益性が低下した場合の減損処理と同様である｡つまり非金融資

産の減損処理は､収益性の低下を表わすと同時に､構成する事業の収益性を反

映するという側面も有する｡

このように非金融資産が存在するような固定資産の減損や棚卸資産の評価減

は減損処理によって収益性の低下を表わすことができるが､オペレーティング

リースのみにより資産を調達している場合､ IAS第37号(1998)およびIAS第

37号改訂案(2005)のいずれも契約の負担増加(onerous contract)として非金融

負債の追加認識を行うことになる｡

さらにビッグバスのような会計処理や製造物責任に対する負債を､非金融資

産の減損処理をとおしてではなく､非金融負債の追加認識により行われている

事例があるが､この中には本来非金融資産の減少として処理されるべきものが

ふくまれているとしているo

その上で､少なくとも非金融資産が取得原価を基調とした会計処理を行って

いるにもかかわらず､非金融負債は公正価値に近い合理的支払額によって継続

的に再漸定されることから､両者の整合性が失われていると指摘している｡

よって､従来通りの非金融負債の原始認識に際して一定の開催を蓋然性要件

として課し最頻値を会計的認識額とするアプローチと蓋然性要件を考慮せず原

始謬識および再測定に際して公正価値等を用いるアプローチ以外のアプローチ

1 1 3川村.(2007b,pp.82-100,)
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の存在があるとしている｡

その3つめのアプローチの要約は以下のとおりであるo

非金融負債が非金融資産と同様に企業の遂行する事業プロジェクトを構成

するストックであるととらえるならば､負債の原始的な認識および測定に

際しては､対価の受取りがあった時点で､当該受取対価額を用いて潮定し､

その後はプロジェクト終了時点で期待される当該負債の清算価額(資産で

あれば残存価額)まで帳簿価額を配分する｡

その後､非金融負債について負担が増加し､非金融負債の清算価額が増加

し､負債の帳簿価額を上回る場合には､当該清算価額で評価し､従来の帳

簿価額との差額を損失として認識する｡

このアプローチは､蓋然性要件を必要としないことも特徴である｡つまり､

負債の原始認識には受取対価額であるためであり､負担の増加時に資産の減損

損失の認識における要件との整合性を検討すればよいことになる｡

これらを応用して考えれば､非金融資産と非金融負債のグループ化による会

計技法が可能であるとしている｡

たとえば､非金融資産の帳簿価額が150､非金融負債の帳簿価額50であり､

両者は同一プロジェクトにより存在すると考える｡その際､プロジェクト全体

の回収可能額が　80であれば､これまでのケースであれば非金融資産の減損に

すべてが当てられることころであるが､このアプローチを採ることにより､簿

価按分された値､すなわち非金融資産に15の減損､非金融負債に5の負債の

追加負担が配分されるのである｡またどちらかに優先的に負担させるという方

法も考えられる｡

川村は､このアプローチが最も現実的な解答であり､ IASB･FASB概念フレ

ームワーク共同プロジェクトの｢財務諸表の表示｣に関する.検討において貸借

対照表を事業目的および資金調達目的に区分し､それぞれの中で資産と負債を

グルーピングする提案にも通じるところがあるとしている｡

以上が､川村(2007b)の示す非金融負債と非金融資産の対称性を考慮した会計

技法の提案である｡
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この提案に関し考察を行えば､まずこの会計技法を行うためには､まず事業

プロジェクトに非金融負債と非金融資産が存在する場合が前提となる0

つまり､単独で非金融負債が存在する場合と事業プロジェクトに組み込まれ

た非金融負債が異なる会計処理を行う可能性がある｡また川村(2007b)も指摘す

るように､元々資産間や負債間でのシナジーは考慮されて会計処理されてきた

こともあるため､形成された資産および負債グループは複雑に絡みあっている

場合も多い｡その際に単純に簿価による配分等以外の方法も考えなくてはなら

ない｡

また､ある非金融負債が複数の事業プロジェクトに属するものもある｡たと

えばオペレーティング･リースにより賃借している機械などである｡その際の

どの事業グループに属するかなどの判断などは一定のルールを用いる必要があ

るだろう｡

さらに関連する非金融資産および非金融負債は､それぞれが独自にキャッシ

ュ･フローで計算可能でなければならない｡これも論理の前提となる条件とな

る｡

このように川村(2007b)の主張する非金融資産と非金融負債の対称性から会

計処理の検討を行うことは､それぞれが関連し合あうことが明確であり､それ

ぞれが単独のキャッシュ･フローにより計算されている場合有効であると言え

よう｡

つまり､事業プロジェクトとして構成されるものとそれ以外のものに区別し

て考えていくことが所与とされれば､非常に有効である｡

しかし､非金融負債の会計処理という枠組みで考えれば､全体を通して検討

されるものは､やはりIAS第37号(1998)の示す蓋然性要件を適用するものか

IAS第　37号改訂案(2005)が示す蓋然性要件を削除したうえでの期待キャッシ

ュ･フローによる謝定のいずれかであろう｡

7　まとめ

本章においては､蓋然性要件の削除について､直接的な影響を受ける問題点

の検証､さらに蓋然性要件の削除に派生する問題点の検証を行った｡
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蓋然性要件の削除は､反対意見があることを考慮し､検討を重ねたうえでな

お､その方向性に変更はないことを結論づけており､測定のみを継続審議とし

ている｡

それに合わせるように､これまで｢現在の債務｣とともに概念フレームワー

クの負債の定義や引当金の認識要件で用いられてきた｢将来の経済的便益の流

出｣という用語の削除が提案されている｡これは蓋然性要件と組み合わせて用

いられていたと考えられるものである｡

第1の考察として､この｢現在の債務｣ ｢将来の経済的便益の流出｣をどう

取扱うべきかについて､ 3つのケースに区分し分析した｡しかし､いずれも長

)　　所･短所があり､積極的に｢現在の債務｣のみとする方向性を支持する理由は

認められなかった｡

また蓋然性要件の削除における認識の変化として｢発生の可能性が低いもの

を新たに非金融負債として認識すること｣が挙げられた｡

第2の考察として､それらを｢経営者の窓意性の排除｣と｢信頼性ある謝定｣

の観点から評価点･問題点を洗い出した｡

｢経営者の窓意性の排除｣に関しては､発生事象の確率の高低からそれを排

除できることが評価点であった｡しかし｢信頼性ある測定｣に関しては､漸定

を期待値のみとするより､最頻値との併用が最適であることを指摘した｡

第3の考察として｢待機債務｣について取り上げた｡

待機債務は､ IAS第37号改訂案(2005)の提案により､従前の｢無条件債務｣

と｢条件付債務｣の区別を不要にし､すべてを｢無条件債務｣ととらえ､公正

価値による測定を可能にした｡

しかし､提案された待機債務は､債務の発生から経済的資源の流出のすべて

を示すのではなく､債務の発生時に｢無条件の待機債務｣として認識されたも

のは､｢発生の可能性のある新たな無条件債務｣および｢(発生の可能性の高い)

確実な新たな無条件債務｣を通して､経済的資源の流出に至るケースがあるこ

とが示された｡

つまり､それぞれの認識事象について､これら4段階の判定を必要とする煩

雑さ､さらには､認識されるものが､削除されたはずの蓋然性要件｢発生の可

能性の高低｣によって区別されているという矛盾点を指摘した｡
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これらの議論の過程で､待機債務という用語を今後用いない方向であること

が示された｡

これまでの3つの考察を基に､IASBのIAS第37号改訂案(2005)で示された

蓋然性要件の削除の4つの理由について検討した｡

しかし､蓋然性要件削除の決定的な理由は見当たらなかった｡つまり､蓋然

性要件の′削除の必然性はないとの結論に達した｡

続いて､蓋然性要件の削除は負債の認識範囲を拡大させる要因となる｡

その他にも､ IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトの動向とし

て推定的債務を排除する規定ではないこと､ SFAS第143号導入時のFASB本

来の思考は､ IAS第37号(1998)が規定する範囲｢法的債務および推定的債

務｣に近づける思考のものではないかということ､会計基準の国際的なコンバ

ージェンスの観点から(特に我が国において)拡大すること､今後非金融負債

として認識される環境負債は増加すると想定されることなどを拡大要因に挙げ

た｡

負債の認識範囲の拡大に対応するためには､第3章で示した資産除去債務の

会計処理試案のような､多様で柔軟な会計処理を検討することや公正価値潮定

を原則として蓋然性要件を容認し､期待値と最頻値の併用を可能にするなど柔

軟性のある基準作成の必要性を指摘したo

最後に､川村(2007b)の非金融負債と非金融資産とのグループ化を含めた非金

融負債の会計処理の可能性を検討した｡

この研究は､非金融資産と非金融負債の対称性はどこまで考慮されるべきか

に関するものであった｡

非金融資産と非金融負債が同一の事業プロジェクトの中に混在し､それぞれ

が単独のキャッシュ･フローにより計算されている場合という､一定の要件に

該当する場合には､非常に有効であった｡

しかし､非金融負債の会計処理という枠組みで考えれば､全体を通して検討

されるものは､やはりIAS第37号(1998)の示す蓋然性要件を適用するもの､

または､IAS第37号改訂案(2005)が示す蓋然性要件を削除したうえでの期待キ

ャッシュ･フローによる漸定のいずれかであろうという結論に達した0
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第6章では､ IAS第37号改訂案の最終公表後に､我が国において検討され

る｢引当金に関する論点の整理｣の導入議論について､これまでの考察を踏ま

え総括を行う｡

具体的には､ ｢非金融負債とは何か｣ ｢会計観｣ ｢蓋然性要件削除の再検討｣ ｢概

念フレームワークとの整合性｣である｡
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第6章　非金融負債会計の構築と課題

一我が国｢引当金に関する論点の整理｣の検討に際して-

はじめに

>　)

本章では､第5章で考察した内容を中心に､これまでの議論を踏まえ､非金

融負債会計の構築と課題について検討していく｡

一連のIAS第37号改訂案の最終公表を受けて､再開される我が国の｢引当金

に関する論点の整理｣をベースとした本格的な非金融負債会計に関する議論に

は､何が求められるのか｡

それは非金融負債の本質を踏まえた議論であり､資産負債中心観などの会計

観も新たな思考が求められると考えられる｡

さらに具体的な概念フレームワークとの不整合を挙げ､積極的に臨むことが

求められることを指摘する｡

最後にIAS第37号改訂案の7年を超える議論の中から､本稿で取り上げた蓋

然性要件の削除の再検討に関するこれまでの詩論を総括し､さらに新たな展開

を踏まえて､その打開案を提案する｡

1　｢非金融負債｣の本質を踏まえた議論

第2章の非金融負債の概要で､非金融負債とは何か､また従来の引当金との

異同は何かを検討した｡

例えば､具体的な科目について検討することも必要である｡

たとえば環境修復引当金や有給休暇引当金などは､すでに自主的に計上され

ている場合を除き､これから我が国の事情を考慮し､その内容をこれから吟味

するべきである｡また､非金融負債は当然｢負債｣であることが求められるか

ら､評価性引当金である貸倒引当金は除外されることになる｡さらに修繕引当

金や特別修繕引当金はこれまで我が国の特徴ともいうべき｢引当金処理｣を行

ってきた｡その経緯についても踏まえて検討することが望まれる｡

しかし､このような具体的な科目からの検討を行う前に､非金融負債とは何
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かという本質を踏まえた議論が必要であろう｡

なぜなら負債は､国際的な会計基準の策定の流れから｢金融負債｣ ｢非金融

負債｣で区分される｡そのため､ ｢非金融負債｣には｢金融負債以外の負債｣

という定義が最もあてはまる｡

つまりこの｢金融負債以外の負債｣という定義は､さまざまな負債が該当す

ることを意味する｡第5章で検討した待機債務に関する自家保険や生命保険も

そうであろうし､後述する訴訟に関する負債などからも､非金融負債は検討を

重ねるほど　様々な性質を抱えていることがわかるo

そのため､第　5章で取り上げた川村(2007b)の非金融資産とのグループ化の

検討など､非金融負債全体でなく､ある一部分としては､今後そういった取組

も必要であろう｡

したがって､ ｢非金融負債｣はその全体を表すものとして､その認識範囲や

測定などにある程度の柔軟性を持たせることが望まれるのである｡

2　会計観

本稿では､代表的な会計観を示す資産負債中心観や収益費用中心観､そして

混合思考中心観が､幾度となく各章に登場した｡

それだけ､様々な事象を説明するのに用いられる重要なバロメーターとして

様々な議論の中に登場してきた｡

しかし､これまで全ての会計事象をひとつの中心観で説明したものは､筆者

の知る限りではない｡

つまり､近年の動向はこれまで収益費用中心観に傾きかけたものを､少し資

産負債中心観に戻すような感覚であろう｡

たとえば､時価会計と取得原価会計も同様に説明できよう｡

IASB(2010b)のスタッフペーパーに､資産負債中心観や収益費用中心観以外

の新たな会計観として､ ｢ホ-リスティック観｣が示されている｡

ホ-リスティック観とは､資産負債観と収益費用観を有機的に包含し､財政

状態計算書(貸借対照表) ､包括利益計算書(損益計算書)およびキャッシュ･

フロー計算書全体-の影響を考慮しようとする会計観である｡
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(IASB(2010b,pars.16-18,32･36.))

佐藤(2012,p.1)は､このホ-リスティック観を｢構成要素が相互に密接につ

ながっていて全体との関係のみで説明しようと強調するものであり､全てが構

成要素に還元できるという考え方と対極にある考え方である｡｣と捉えている｡

つまり､この会計観によれば資産負債中心観による包括利益と収益費用中心

観による純利益や公正価値や取得原価､期待値や最頻値による測定など異なる

謝定＼基準が受容されることになる｡

このホ-リスティック観は､本稿で用いた混合思考中心観とは異なる｡

混合思考中心観は､ある取引事象に結果的に資産負債中心観と収益費用中心

t_　)　　観が含まれていたときに用いられるものである｡それに対してホ-リスティッ

ク観は､その取引事象の取扱いに際し､用いられる思考なのである｡

リ

これは､近年の急速な国際的な会計基準などの検討から生じる様々な問題を

まとめるものとしては最適であると考える｡

しかし､この会計観を用いることで､全てを構成要素に還元する努力を怠っ

てはならない｡むしろ今後は､本稿本文においても触れたように､会計観を支

える根本となる概念の構築( ｢資産｣ ｢負債｣の定義及び範囲など)が先決で

あろう｡

もうひとつの会計観として第5章で取り上げた田中(2010)の時間軸のバラン

スがある｡

IAS第37号改訂案(2005)の非金融負債の認識要件およびIASB ･ FASB概念

フレームワーク共同プロジェクトにおける負債の定義からは､過去や将来との

連携を捨てて｢現在の(経済的)債務｣という用語のみを残すことに関しては

疑念が残るo

確かに､負債性を重視することにより､経営者の窓意性による様々な引当金

を計上することは防ぐことができる｡しかしたとえば｢将来の経済的便益の涜

出J Lないものまでが認識される可能性があり､問題である｡

まさに､待機債務の議論において､無条件の待機債務が｢将来の経済的便益

の流出｣するまでに､蓋然性要件により区分されたふたっの段階を経ることが

確認されている｡

またこの議論からも､負債の認識において｢将来の経済的便益の流出｣が｢現
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在の債務｣との相乗効果で負債の認識を支えてきたと言えるのではないだろう

か｡

3　概念フレームワークとの整合性

本節では､概念フレームワークの国際的動向を確認したうえで､我が国の現

状と課題を浮き彫りにする｡

3. 1　概念フレームワークの国際的動向

IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトはその目的を､原則主義で

内的に整合し国際的にコンバージェンスされた将来の会計基準の健全な基礎を

作り上げることとしている｡また検討により作成される新しいフレームワーク

は現行のIASBとFASBのフレームワークを基礎に作成される｡

このプロジェクトの検討内容は､以下のフェーズA～Ⅰとされる｡

図表6-1 IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトの検討内容

フェーズ vR���

A 俥k_ﾙ,ﾉmｩ4i<*R�������

B 俔ﾉﾉwih*h-Dh������

C ｩ.��

D 兩ﾙｮ仂b���

E 儷ﾈ麌*h-､ｨ麕B鞐k_ﾙ,ﾉLﾘ股�������

F �7H8ﾈ�ｸ8�8��ｸ4�,ﾉmｩ4�*�.h-�t���,�*��

ける位置づけ 

G 儖y旭仂bﾘ,ﾉ4ｹwEﾉｲ������

Ⅰ H8ﾈｸ88ｸ49L｢������

(FASB(2005C)､ FASB(2011)より)
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またこの共同プロジェクトの現在の経過(成果)は､以下のとおりである｡

2008年5月にフェーズAに関する公開草案およびフェーズDに関する協議文

書が公表された｡概念フレームワークの第1フェーズは､財務報告の目的と質

的特性を扱っている｡

そののち2010年9月にIASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトは

第1フェーズの完了を公表したD

IASBは､これに関連する現行フレームワークの第1章｢一般目的の財務報告

の目的｣および第3章｢有用な財務情報の質的特性｣などを改訂した0

一方､ FASBはSFAC第1号およびSFAC第2号を置き換えるSFAC第8号｢財

務報告のための概念フレームワーク｣を公表し､その中の第1章と第3章とし

てIASBと同様の配置とした｡

本研究に関わる負債や資産の定義や認識を含むフェーズBを含むその他のフ

ェーズは､検討されたものもあるが､ 2012年9月末現在で休止となっているo

3. 2　概念フレームワークとの整合性

IASBスタッフペーパー(2010,par.28)によれば､概念フレームワークと非金

融負債会計の蓋然性要件の削除に対する矛盾に対し､個々の会計基準の開発や

改善が優先されるべきで　20年前に作られた概念フレームワークとの一貫性

にこだわるべきではないとしている｡

しかし改訂の流れとして､蓋然性要件を支持する現行概念フレームワークお

よびIAS第37号の､片方が改訂され一方が中長期に残ることが果たしてよい

のであろうか｡

IASB･FASB概念フレームワーク共同プロジェクトのフェーズB ｢構成要素

および認識｣などは､まさに中長期的な課題となっており､個々の会計基準と

は帰納法的にすり合わせを行うことになる｡

次々と新たな会計基準としてのテーマが登場する中で､我が国においても企

業会計原則を含めて､一度整理すべきではないか｡

本稿でも､現行の概念フレームワークと会計基準との不整合について資産除

去債務の除去費用における資産性､また蓋然性要件を認識要件に含むことを取
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り上げた｡

また例えば､仮にIAS第37号改訂案(2005)がそのまま最終公表され､我が

国の｢引当金に関する論点の整理｣がそれと同様の結論を出した場合､非金融

負債会計に関連する項目だけでも､企業会計原則は､会計観(収益費用中心観)､

会計処理(費用重視の処理) ､科目の整合性(限定列挙された科目の問題)な

ど多くの矛盾を抱えることになる｡よって､早急な対応が求められる0

話を戻せば､個々の会計基準の開発の中で､置き去りにされた観のある概念

フレームワークと個々の会計基準の整合性について積極的に取り組むべきであ

るが､実際の作業を考えれば容易なことではない｡

しかしこのままでは､先行する個々の会計基準の設定を､概念フレームワー

クの負債や資産の定義にあてはめていく作業になりかねない｡

その場合､概念フレームワークが唆味なものになったり､さらに時間の要す

るものになることは確実であろう｡

4　蓋然性要件の削除の再検討

近い将来､一連のIAS第3 7号に関連する改訂作業が終了し､最終公表に至

るであろう｡これまで7年以上の検討の経過から､ IASBは蓋然性要件の削除

の可能性は十分にあるが､これまでの議論の問題点を解消するような新たな方

向性を示すことも考えられる｡

しかし､それとは別に我が国としては｢引当金に関する論点の整理｣の検討

を再開した際に､企業会計基準委員会はコメントと十分な議論から､その新た

な方向性を導き出すことが求められる｡

このような状況で､これまでの蓋然性要件の削除に関する考察を総括するo

4. 1　これまでの議論の総括

まず､蓋然性要件の削除を行うために｢将来の経済的便益の流出｣を負債の

定義などから除外する動きがあった｡

これは､負債の定義について｢現在の債務｣に依存することを指す｡しかし
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各基準の｢現在の債務｣は､法的債務以外の推定的債務などを含むか否かで大

きく分かれており､コンバージェンスの観点などから考えれば､文言は統一さ

れるが､実質は大きく異なることになる｡

この点に関しては｢将来の経済的便益の流出｣を蓋然性要件によって判断し

たうえで､ ｢現在の債務｣に合意された推定的債務を含むことにより､差異は

解消される｡さらに会計観における時間軸のバランスからも有効であるという

ことを指摘した｡

次に経営者の窓意性の排除という観点からは､発生の確率が低い事象である

が財務諸表上オフバランスにすべきではないケースには評価できるが､発生の

可能性の低い事象について信頼性ある測定が行えるのかという点において問題

であった｡

また待機債務の思考は､それまでの条件付債務を無条件債務とみなし､蓋然

性要件による判断を不要とするものであった｡しかし結果的に､無条件の待機

債務が発生してから経済的便益の流出があるまでは､あらたにふたっの無条件

債務の存在があることが検討され､それは蓋然性による判断を要するものであ

った｡

また単一の場合でなく､複数の場合で考えても蓋然性要件を考慮したうえで

期待値を用いる方が良いことにも触れた｡

以上､これまでの蓋然性要件の削除の再検討として､その理由を列挙した｡

4. 2　最終公表に向けて-さらに我が国の検討に際して-

一方､進行中のIASBの検討においても､蓋然性要件を容認する流れがあるo

IAS第37号改訂案(2010)のコメントを受けた､ IASBの第131回会議(2011

年11月16日～11月18日開催)において､以下の暫定合意がなされている1

1 4
0

IAS第37号改訂案(2010)は､現在のIAS第37号(1998)は負債の認識要件を

整理する上で､次の3つの規準を挙げている｡

1 1 4以下､山田(2011,pp.50･51.)に基づき､内容を報告する｡
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一つ目は､負債の存在が不確実な場合には､負債が存在する可能性が高い(発

生しないより発生する可能性が高い(morelikelytb.annot)､すなわち企業が

現在の債務を有している可能性が高いという要件を満たす｡

二つ目は､将来の経済的便益の流出となる可能性が商いという､いわゆる蓋

然性要件を満たす｡

三つ目は､負債の金額に信頼性のある見積もりができる要件を満たすことで

ある｡

第4章で触れたように､ IASBは､これまでの議論において､一つ目の要件

から､負債が存在する可能性が高い(発生しないより発生する可能性が高い

(morelikelythannot))｣を削除し､これをすべての入手可能な証拠を考慮し､

負債が存在しているかどうかの判断を行うことに変更し､さらに三つ目の要件

を全面的に削除することで議論を進めていた｡

しかし､ ｢負債の在否に関する判断は闇値がなければ機能しない｣ ｢所定の闇

値がなければ作成者や監査人の独自判断となり比較可能性をそこなう｣などの

コメントを受けて､闇値すなわち､ ｢負債が存在する可能性が高い(発生しない

より発生する可能性が高い(morelikelythannot))｣要件を残すことを暫定合

意している｡

これは､ ｢現在の債務｣の要件のもと､ ｢負債の存在｣が発生する可能性が高

いという蓋然性要件を継続するものである｡

これを考察すれば､これまでは｢将来の経済的便益の流出｣の可能性が高い

ことを蓋然性要件と捉えてきた｡

しかし､さらにこの暫定合意を深慮すれば､ IASB･FASB概念フレームワー

クの負債の概念は｢現在の(経済的)債務｣と定義される｡したがって､この

蓋然性要件は｢現在の債務｣の発生の可能性を示すことになる｡

同じくIASBの第131回の会議において､ 2010年4月に公表されたスタッ

フペーパー｢法的訴訟から生じる負債の認識(RecognizingLiabilitieS arising

fromLawSuit8)｣が公表された.この中で､蓋然性要件の削除に対する懸念に

対し､以下の追加ガイダンスがなされた｡
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法的手続で被告となっている企業は(a)(b)の場合に､負債を負っている可

能性が高いことと判断される｡

(a)事件が裁判所で処理される場合には､裁判所が企業に不利に判決する可

能性が高い場合

(b)事件が､和解により解決(out･of-courtsettlement)される可能性が高い

場合

. )

つまり､これが前述した｢現在の債務｣の発生の可能性の実例ではないだろ

か｡しかし､会計処理を基に考えて見れば､判決が不利である場合のその金額

の見積もりは容易でないケースも多い｡

このようなケースは､ ｢将来の経済的便益の流出｣の可能性が高いと置き換

えて考えても良いのではないだろうか｡(b)はまさに和解金というものがそれを

指す｡また(a)の場合も､たとえば環境負債に関する裁判でも､どれだけの範囲

の責任を負うか､どれだけの負担がかかるかなどは､発生の可能性の低い現在

の債務ではその見積もりにおいて､信頼性のある測定は難しいからである｡

まとめれば､非金融負債の認識について蓋然性要件の全面的な削除を行うこ

とが難しいことは明白となった｡ IASB　はそれを負債(-現在の債務)に置き

換えようとしている｡しかし､それを判断するためには､やはり｢将来の経済

的便益の流出｣の可能性が高いことを前提として考えなければ､信頼性のある

謝定とはならない｡

またこれまでも何度か指摘したが､蓋然性要件と公正価値測定を併用するこ

とは可能なのであろうか｡

公正価値測定は､下記に示すIFRS第3号｢企業結合｣およびIAS第39号

より置き換えられるIFRS第9号｢金融商品｣に採用されている｡そのため両

者が認めていないものを容認することはできないということである｡

｢取得企業は､企業結合で引き受けた偶発負債が､過去の事象から生じた

現在の債務であり､公正価値をもって漸定できる場合には､取得日時点で

認識しなければならないo Lたがって､ IAS第37号と異なり､取得企業
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は､債務を決済するために経済的便益を含む資源の流出が必要とされる可

能性が高くない場合であっても､企業結合で引き受けた偶発負債を取得日

に認識する｡ ｣ ( IFRS第3号par.23.)

｢当初認識時に､企業は､金融資産又は金融負債を公正価値で謝定しなけ

ればならない｣ (IFRS第9号par.5.)

これまでの検討から公正価値は､認識要件として現在の債務を採用し､期待

値による測定を行う組み合わせと整合性を持つ｡

一方､認識要件として蓋然性要件を用い､将来の経済的便益の流出と組み合

わせ､最頻値による測定を行うこととは不整合である｡

この公正価値と蓋然性要件を併用させる解答のヒントは､資産除去債務会計

基準における我が国の対応にあると考える｡

資産除去債務会計基準第6項には､資産除去債務の算定として以下のように

挙げられている｡

資産除去債務はそれが発生したときに､有形固定資産の除去に要する割引

前の将来キャッシュ･フローを見積り､割引後の金額(割引価値)で算定

する｡

(1)割引前の将来キャッシュ･フローは､合理的で説明可能な仮定及び予

測に基づく自己の支出見積りによるo　その見積金額は､生起する可能性の

最も高い単一の金額又は生起し得る複数の将来キャッシュ･フローをそれ

ぞれの発生確率で加重平均した金額とする｡

米国のSFAS第143号は､資産除去債務の算定に公正価値を用いることを貫

くため､最頻値は用いない｡

しかし､我が国の特徴としては､ ｢生起する可能性の最も高い単一の金額又

は生起し得る複数の将来キャッシュ･フローをそれぞれの発生確率で加重平均

した金額｣になるように最頻値と期待値の併用を選択したことである｡

もちろんコメントにおいても併用に対する疑問は上がっていた｡しかし､こ

の選択が資産除去債務適用後も大きな混乱なく､受け入れられている要因では
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ないだろうか｡

仮に､ ｢引当金に関する論点の整理｣の検討により､蓋然性要件の全面的な

削除を行い､期待値のみでの測定を行うことにすれば､基準間の矛盾にもなろ

う｡

しかしこれまで論じてきたように､やはり柔軟性のある会計基準などの策定

が望まれるのではないか｡先程会計観で取り上げたホ-リスティック観からす

れば､それぞれの構成要素が有機的に機能できるように､会計基準を設定する

必要があるのではなかろうか｡

つまりそう考えれば､謝定については公正価値を原則とし､具体的な測定方

法として期待値と最頻値を併用する｡またそれに先だって行われる非金融負債

の認識は､現在の債務であることを満たし､将来の経済的便益の流出の可能性

が商いという蓋然性要件を含む課識を行うことになるであろう｡

本稿におけるこれまでの考察から､少なからず認識に蓋然性要件を用いるこ

とにより､会計の信頼性の質が担保されてきたことは相違ない｡

この質を､どう今後の会計基準に反映させるかが､問われているように思うo

5　まとめ

本章では､これまでの議論を踏まえ､非金融負債会計の構築と課題に関する

総括を行った｡

まずは､非金融負債会計の本質として､定義である｢金融負債以外の負債｣

や新たに認識される環境負債などを踏まえると､全体を統一することに注力す

るよりも､柔軟性のある認識や測定､会計処理を検討することが有用であるこ

とを指摘した｡

そのうえで､会計観として､たとえばホ-リスティック観という､これまで

の資産負債中心観や収益費用中心観､公正価値や取得原価､期待値や最頻値が

全体の関係から相互が受容される思考が求められると指摘した｡

またこれまでの会計観を支えてきた時間軸のバランスが現在(期末日)の現

況に集中すること-の懸念も示した｡

さらに､概念フレームワークや企業会計原則などは､個々の会計基準の開発
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が一段落してから行われるものではなく､指摘した不整合を含め早急な対応が

求められることを指摘した｡

そして本稿の最大のテーマであった蓋然性要件の削除は､負債の定義を｢現

在の債務｣のみに求めること-の矛盾や､信頼性ある測定の観点､待機債務の

変容や保険や訴訟といった具体的項目が全面的な蓋然性の削除からの方向転換

を行っていることの積み重ねから､蓋然性要件は削除してはいけないことを示

した｡

具体的には､認識には現在の債務を前提として将来の経済的便益の流出とい

う現行の枠組みを維持する｡測定には公正価値を原則とし､我が国の資産除去

債務会計基準にならった期待値と最頻値の併用という試案を示した｡

また蓋然性要件は､本稿の考察から会計の信頼性の質を担保することに貢献

をしており､今後の会計基準にも反映させることが重要であることを指摘した｡
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終章　一本研究の総括

リ

本研究の目的は､現在も検討中の非金融負債会計の問題点を指摘し､それに

対する試案を作成し検討を行うものであった｡

まず､非金融負債会計の特徴を有するものとして､資産除去債務に関する会

計基準について､その会計処理として採用された｢資産負債の両建処理｣に関

して考察を行った｡

その考察の結果､現行の概念フレークワークの資産の定義に該当しないなど

の理由から新たな思考で会計処理試案の検討を行った｡その試案は､現在検討

される非金融負債会計にも整合するものであり､資産除去債務に該当するもの

を｢非金融負債処理｣とし､資産の定義を満たさない従来の引当金処理を原則

とした｡また資産の定義を満たすもの､すなわち｢資産負債の両建処理｣につ

いては例外として整理した｡

次にIAS第37号改訂案(2005)に関して考察を行った｡

そこでは､公正価値測定を前提とするため､思考が整合しない蓋然性要件に

基づく｢経済的便益の流出｣を負債の定義から取り除く方向性が妥当とされた｡

しかし､そのために用いた条件付債務を一律に無条件債務と考える待機債務

の考え方は矛盾をきたし､保険や訴訟に関する負債では､蓋然性要件を容認す

るガイダンスなどが追加された｡

まずは､ fAS第37号改訂案(2005)の引当金の認識要件において｢蓋然性要件

の削除｣が示され､それと歩調を合わすようにIASB･FASB概念フレームワーク

共同プロジェクトにおいて､負債の定義として｢現在の債務｣を重視すること

がそれを補完する方向性であることを指摘した｡

そののち､ ｢蓋然性要件の削除｣による認識の変化が､ ｢経営者の窓意性の排

除｣および｢信頼ある測定｣にどのような影響を与えたのかを検討し､さらに

蓋然性要件の削除と合わせて提案された｢待機債務｣という考え方が､どのよ

うな矛盾点を抱え､議論の中で変容していったかを考察した｡

また蓋然性要件の削除に派生して起こる｢負債の認識範囲の拡大｣および｢非

金融負債と非金融資産の対称性｣の論点も取り上げ､それらを今後の方向性も

踏まえ検討を行った｡
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総括として第6章では非金融負債会計の構築と課題として､我が国の｢引当

金に関する論点の整理｣においては､非金融負債の本質を踏まえた議論が必要

であり､どのような会計観に基づき基準を作成していくべきか提案した｡

さらには｢概念フレームワークとの整合性｣にも触れ､基準策定と平行して

検討することの必要性を取り上げた｡

最後に本稿で触れた蓋然性要件の削除の論拠を列挙し､そのうえで公正価値

測定を原則とした蓋然性要件の併用の検討について言及した｡
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ここでは､本稿p.103に関連し､有形固定資産の取得後支出の会計処理に関

する一考察として､資本的支出及び収益的支出を､すべて資産負債の両建処理

によって処理することを試みた政岡(2008)のケースを紹介する｡

そののち､それを引当金処理に当てはめた場合､それが可能かどうか､独自

に検討した｡

以下､設例を挙げ考察を行う｡

<設例>

･設備の取得原価100 (耐用年数10年､残存価額0)

･資産除去債務100

･5年目末に当該設備の修繕に関するコスト50

(内訳:修繕費25､資本的支出25)が発生

･設備取得時点において､資産除去債務及び修繕費等に関する見積もりが可能

･支出は見積通りに行われる｡

･簡略化のため､割引計算は考慮しない｡

<会計処理>

･ケース1　現行の日本における除去時費用処理

･ケース2　資産除去債務会計基準における資産負債の両建処理

･ケース3　政岡(2008)が試みた資産負債の両建処理

･ケース4　筆者が試みた引当金処理

以下政岡(2008,pp.145-146.)に基づいて､この会計処理を説明する｡

米国におけるアスベスト除去コストの会計によれば､本来的には修繕費とし

て費用処理されるべきコストについて､資産の取得原価に含めて処理すべきこ

とが要求されている｡

このような処理が認められるということは資本的支出の要件を満たさない支

出であっても取得時点でコストの見積りが合理的に行うことができるのであれ

ば､取得原価に含める余地があることを意味する｡

それらの支出を取得時点で｢修繕負債｣とし資産負債の両建処理で仕訳処理
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したものが､図表Aのケース3であるo

ケース3の利点は修繕費と資本的支出の会計処理の区別がなくなり､将来支

出されるコストを見積もり計上する処理であるため､支出時に費用処理する場

合に比べ費用計上額が平準化される(図表B参照)0

ケース1､ケース2と比較すると､修繕に関するコスト50は､図表Aの5

年目の仕訳の借方を見ると｢修繕負債50｣となるため､資本的支出及び修繕費

(収益的支出)との区別が不要になり､図表Bを見れば利益の平準化をもたら

すo　そのため､投資家にとっても有用であるといえるo

つまり政岡は､資本的支出および収益的支出を資産除去債務とみなし同様の

会計処理を行うことで､会計実務上の煩雑さや利益の平準化が期待できるとし

ている｡

しかし実際､この会計処理は､本来資産性を有しない修繕費(収益的支出)

25まで有形固定資産(設備)として資産計上している｡資産除去債務が｢法律

上の義務及びそれに準ずるもの｣を要件としていることを考えれば､修繕費の

資産計上は､現実的ではないといえる｡

また取得時の資産計上額が､ケース1 (100)に対し､ケース2(200)､ケー

ス3(250)となり､ケース2の資産負債の両建処理は割引現在価値により測定

を行うため見積数値を使用することになる｡その数値がケース3により､さら

に増加することとなることからも財務諸表の信頼性の観点からも疑問が残る｡

以上の考察から､さらに会計実務上資本的支出と収益的支出の区別は取得時

点では困難であることが多いことを考慮すれば､ケース3の会計処理が採用さ

れるのは､取得時点で修繕にかかる支出が合理的に見積もることができ､かつ､

過去の事例等に基づきその支出の全額が資本的支出に該当する場合という非常

に限られたケースとなるだろう｡
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図表A　ケース1-3における各期の仕訳(出所:政岡(2008,p.146･)より)

ケース1 ｸ5ケース3  ����

取得時 ｹﾘﾏC¥hﾋｸｾvｾﾄ㈲設備100勝現金預金108 ｩﾙh3ｷ(xｨﾋｸｾvｾB�������������������
㈲設備100㈲資産除去1朋 况)ﾙOSv(蝌ｸ����������

負債 儿俐"xｹﾙOSSIv(X俐#S��������

1-4年目 ﾈ洽廁ｷN咽廂f(ｷ僻戒価庶却費20僻滅価償却20 ｸﾋ霍NY¥hﾝyi?｣#R������������������
累計額 凩ﾘﾇhｧ｢累計島 �

5年日 凭靈��霍�N��侏���霍����㈲就価贋却費20.牌成価済却20 况(ﾋ��霍�N�#YG依���#R�
累計額 凩ﾘﾇi_｢累計額 �

聯修倖費25傭現細金50 ｸYNY¥hﾋｸｾvｾS牌修繕負債50㈱現金音金SO ���������

瀞設備25 兔iﾙOS#R��

6-9年目 ｸﾜ闇8ｦﾘｷNY¥hﾋ姐R㈲舶脚質25櫛蘇価依却25 ｸﾋ(ｷ裙#Y{ｸｫh廁ｷ#R���������������
累計額 凩ﾘﾇi7B累計額 �

1昨日 假y~靈ｷ¥iﾙOS#R㈲脚償却200傭設備2訪 倆ｸｦﾙ]ｸｷ##Yv)ﾙOS#S������������

累計額 凩ﾘﾇhｧ｢累計額 �

解離償却費i5 倆ｸ廁餧ｷNR櫛就価償却費25 ����

瀞除去費用180僻現金預金108 ｸ蝌ｸ貽v(ﾋｸｾvｾ櫛資産除去100肺現金預金108 ����������

負債 儿俐"b��

図表B　ケース1-3における費用計上額の推移(出所:政岡(2008,p･146･)より)
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ではケース4として､資本的支出や収益的支出を｢引当金処理｣により会計

処理を行った場合について考察する｡

その場合､修繕コスト50は､引当金として1-5年目に10ずつ認識される

と仮定すると､本来その仕訳は下記のようになる｡

(借)修繕費5　　(貸)修繕引当金　10

(借)設備5

しかし､会計実務上資本的支出と収益的支出の区分は支出以前には困難であ

るという現実を考慮すれば､修繕コスト50は､図表Cの仕訳処理Ⅹにより行

われることになる｡

図表C　ケース4として引当金処理を行った場合(筆者作成)

取得時 宙墲��ﾙOS�����ﾒ侏ｸｾ�v�ｾ�����

1-4年目 宙墲侏��霍�N�����ﾒ侏��霍�}ﾘﾇhｧ｣���

(借)資産除去引当金繰入10(貸)資産除去引当金10 

(借)修繕引当金繰入10(貸)修繕引当金10-Ⅹ 

5年目 宙墲侏��霍�N���壱�ﾋ��霍�}ﾘﾇhｧ｣���

(借)資産除去引当金繰入10(貸)資産除去引当金10 

(借)修繕引当金繰入10(貸)修繕引当金10...X 

(借)修繕引当金50(貸)現金預金50 

(借)設備25(貸)修繕引当金戻入25-Y 

6-9年目 宙墲侏霍NRﾒ侏霍}ﾘﾇhｧ｣RR���������

(借)資産除去引当金繰入10(貸)資産除去引当金10 

10年目 宙墲侏霍Nﾘﾇhｧ｣#3RﾒﾙOS#S��������

(借)減価償却費15 

(借)資産除去引当金繰入10(貸)資産除去引当金10 
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ケース3と比較してみると､取得時の設備は100と見積数値を使用しない値

となる｡言い換えると取得時に設備を100　として計上することは､ ｢資産性の

あるものだけを資産に計上する｣ため会計理論に基づく会計処理を行っている

と言える｡

一方費用計上額は､ 1-4年目(30)､ 5年目(5)､ 6-10年(25)となる｡

この処理は､本来資本的支出により資産計上される額を取得時以降1-5年目

に修繕引当金繰入として10ずつ費用計上するため､ 5年目に修繕引当金戻入

(仕訳処理Y)が生じ､期間損益計算を著しく損ねる可能性がある｡

以上政岡(2008)のケース3の考察及び筆者のケース4の考察は､いずれも

資本的支出と修繕費の問題を除去費用の問題に置き換えることが容易でないこ

とを示すo

すなわち資本的支出25が設備として計上されるのは5年目末でないと｢会

計理論と会計基準の整合性｣が保たれていないため､矛盾が生じるのである｡

よって､一連の考察から有形固定資産の取得後支出を一括して区分すること

は非常に困難で､いくつかの会計処理に分けて行うことが適切であることが証

明されたといえよう｡

194



謝辞

()

5■琶

恩師黒川保美教授には､公私にわたり博士後期課程の在籍期間において､本当にお世話

になりました｡まずはお礼を申し上げたいと思います｡

本来であれば､常に研究に没頭し､日々過ごさなければならないところを､経済的な理

由から仕事をしていた時期もあり､いろいろな面で本当にご迷惑をおかけいたしました｡

また､学会やその勉強会などに積極的に参加させていただく機会を与えて頂いたことにも､

本当に感謝いたします｡

先生は普段､温厚で優しいお人柄ですが､論文指導の折には､非常に厳しく接して頂き

ご指導くださったことも､今となれば良い思い出であり､記憶に残る出来事であったと思

い返せます｡

これからもこの論文の完成に甘んじることなく､先生の教えを守り､研究者としてより

一層湛進していく所存です｡今後ともご指導､ご鞭棒賜りますようお願い申し上げます｡

また博士論文の中間発表において貴重なご意見をいただきました商学部の先生方､また

学会発表においてこの研究の道筋をつけていただいた先生方､本当にありがとうございま

した｡先生方から頂いたものが､少なからずこの博士論文の其処此処に反映できていれば

幸いと願う次第です｡

そして明治大学の会計専門職大学院において教育補助講師として働くきっかけをくださ

った佐藤信彦教授､また論文完成まで何度もくじけそうになった私を激励してくださった

吉村.孝司教授､秋坂朝則教授､また日々財務会計に関する議論を交わした教育補助講師の

小阪敬志先生(現日本大学法学部助教)､宮島裕先生､板橋雄大先生にも､この場をお借り

いたしましてお礼申し上げます｡

最後に､何よりもこの学究生活に入るという私の我億を許し､ささえてくれた家族に感

謝致します｡

2012年9月

松本徹




